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第１１回白馬会議で何を議論したか 

 

基調報告： 

 新元号の日本に「新しい時代」は始まるのか？平成最後の白馬会議は過去１０回のいず

れに比べても、正直ある種、悲壮感のようなものが漂っていた。それは小手先の技術革新

談義ではすまない日本の社会、国家の根本的なイノベーションについて議論することになる

なという予感が参加者の中にあったからかもしれない。 

 第１セッションの基調報告に立った菊澤研宗氏は、イノベーションの源泉であり現場である

日本の組織が“忖度・改竄・隠蔽”の無限連鎖に陥っている原因は、「人間関係上で発生す

る見えないコスト」（取引コスト）に妥協し続けているからだとし、その不条理を突き破るには

自己の価値判断力しかないと断じた。 第２セッションの小黒一正氏は日本のイノベーション

の背骨ともいうべき国家財政の現状を「ステージ４のガン患者」と見立てる。このまま無策で

いけば債務残高はＧＤＰの４倍に達するとして、医療保険給付にも年金同様マクロ経済スラ

イドを導入するぐらいの腹をくくれと言い切る。 

 第３セッションの鶴岡秀志氏は“技術劣国化”の敗因として、「ドイツ礼賛」「メディアの理解

不足」「デュアルユース（軍・民生両用）嫌い」「ＡＩ過信」「前例がない主義」等々挙げたら切り

がないとしながら、基本はアイデアがあってクレージーな人たちを支える日本の大学の工学

部とエンジニアリングの再興だと訴えた。白馬会議にタブーはないが、初めて真正面から軍

事を論じた第４セッションで矢野義昭氏は米軍の有事来援には１ヶ月半かかる。しかし彼ら

はやって来ても自衛隊と一緒に戦ってはくれない。国内の地上戦は日本人だけでやるしか

ないと断言。しかし、「だから日本には自衛隊がある。」という声は会場から聞こえて来なか

った。 

 

リレーないとトーク： 

 今回からディナーのコーヒータイムに一人１０分、４人の方にとっておきの話をしてもらう

「リレーないとトーク」を始めた。先ず畑中努氏が日本に来て働くＡＳＥＡＮの若者には日本

的な雰囲気を読める子が多く、「すみません、すみません」とすぐ謝るという。日本移民社会

の行く末を考えさせる。次の新井信介氏は「天孫族」というのは外来の統治者の人間で、そ

れを受け止めたのが縄文の心優しき人々ではないかと日本人のルーツを問いかけた。新し

い天皇が登場する２０19 年の「御代替わり」の意味を考える。３番目の湯澤三郎氏はトラン

プ大統領がスマホ漬けアメリカ社会の象徴と切り込む。「人間はデジタルとアナログのバラ

ンスで成り立つ」とし、目まぐるしく変化する超情報社会における人間の優しさを問いかける。

リレートークの最後は児玉直氏。九州夜中一周徒歩体験の最中、国道３号線でイノシシ、タ

ヌキ、ウサギそして「何かわけのわからないもの」に何度も出会い、人口減少危機ニッポン
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の未来にゾッとしたという。 

 

ウェークアップスピーチ： 

 ２日目の朝は恒例のウェークアップスピーチ。先ず戸所隆氏。地方創成と言いながら、そ

のための総合計画や重要政策を自ら立案・策定できる自治体は少ない。そこから「自治体

シンクタンク」への期待が生まれたはずだが、地域第一主義や市民ファーストのかけ声は目

先優先となっており、せっかくの自治体シンクタンクが宙に浮いていると批判。 

 続いて松田学氏。従来の資本主義におけるお金が利益を上げ金利をつけて返済できる先

にしか生まれなかったのに対して、暗号通貨（仮想通貨）が今まで市場では評価されなかっ

た様々な価値（例えばボランティア介護）に対して経済的裏付けを与えることで資本主義の

パラダイムシフトが実現すると予言。 

 ３番目登場の亀井淳史氏はこれから世の中には電気自動車やドローンのみならずいろん

な技術があふれ出てくる。日本は人口オーナスの時代に暗澹とするのではなく、テクノロジ

ーボーナスの時代をもっと謳歌すべきとし、新テクノロジー求めて世界中を飛び回って集め

た事例を紹介。 

 目覚ましスピーチのとりは武者陵司氏。昨年同様、「何故、楽観論は正しいか」の基本スタ

ンスは一歩も変わらない。先進国トップの企業収益力、そして抜きん出た海外事業収益力

を根拠に「あと１５年ぐらいで日経平均は１０万円になる」と大予言。会場からは静かなうなり

声が聞こえてきた。 

 

会議総括： 

 クロージングは小島明氏の会議総括。「どうも、皆さんお疲れ様です。大分疲れました。ま

た混乱もしました。しかしアウフヘーベンした混乱状態です。」という語り出しは、今回の白馬

会議の雰囲気を吐露したもの。白馬会議は２００８年のリーマンショックのカオスの中からス

タートしたが、今回の白馬会議は新たなカオス突入に向けた混乱を予感させるものであった

かもしれない。  

 小島氏の現状批判はいつも手厳しい。平成の３０年間、日本人の中に本当の危機感は生 

まれなかった。あるのは悲観主義を口実とした敗北主義。だから危機への対応は弥縫的で

あり、とりあえずは多少改善するが中途半端で満足して、再び次の危機に出くわし同じこと

を繰り返すという「偽りの夜明け」の３０年間であった。 

 危機に真正面から向かう日本人の勇気は自分の可能性や力を再確認することから出てく

る。そのためには凹面鏡に映す自信過剰でもなく、凸面鏡に映す自己矮小でもない等身大

の自分を平らに磨き上げた鏡に映すことだというドラッカーの忠告を披露してくれた。 

                                    （運営委員会事務局 市川 周） 
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                                タイムテーブル 

１１月１７日（土） 

１２：３０～１３：２０  【オープニングランチ】 

１３：２０～１４：４５  【第 1セッション】 

    「“忖度・改竄・隠蔽”を追い出すイノベーションとは？」 
         報告者：菊澤 研宗 氏 （慶応義塾大学商学部教授） 

         コメント：新 将命 氏 （国際ビジネスブレイン代表取締役） 

１４：４５～１６：１０  【第 2セッション】 

    「“第二の敗戦”（財政破綻）回避のイノベーションとは？」 
         報告者：小黒 一正 氏 （法政大学経済学部教授） 

         コメント：杉浦 哲郎 氏 （日本経済調査協議会専務理事） 

１６：３０～１７：５５  【第３セッション】 

    「“技術劣国化”を阻止するイノベーションとは？」 
         報告者：鶴岡 秀志 氏 （信州大学カーボン科学研究所特任教授）      

         コメント：牧野 義司 氏 （メディアオフィス「時代刺激人」代表） 

１７：５５～１8：20   休憩  

１8：20～19：05  《チェロ・ピアノコンサート》   原 香恋さん ＆ 武井純子さん 

１9：05～19：35  《カクテルレセプション》  

１９：３５～２１：１５  《テーブルディナー》                

 挨拶：  中條 功 氏 （長野銀行頭取） 

２０：３５～２１：１５  【リレーないとトーク】       

       畑中 努 氏 → 新井 信介 氏 → 湯澤 三郎 氏 → 児玉 直 氏 

２１：１５～        《自由＆交流タイム》 
 

１１月１８日（日） 

７：００～８：３０    《朝食》  

８：３０～９：３０    【ウエークアップスピーチ】 
 戸所 隆 氏 （高崎経済大学名誉教授）  松田 学 氏 （松田政策研究所代表） 

 亀井 淳史 氏 （テクノバ 代表取締役社長）  武者 陵司 氏（武者リサーチ代表） 

９：３０～１０：５５   【第４セッション】 

     「”日本を守れる”イノベーションとは？」 
           報告者：矢野 義昭 氏 （東京工業大学客員講師） 

           コメント：藤田 正美 （フリージャーナリスト） 

１０：５５～１３：００ 【クロステーマセッション】 「大丈夫か？日本のイノベーション！」 
   １０：５５～１２：４０    ４人の報告者によるパネルディスカッション 

   １２：４０～１３：００    総括    小島 明 氏 （政策研究大学院大学理事） 

１３：００～１４：００ 【クロージングランチ＆閉会】  
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【第１セッション】  
 

 

 

“忖度・改竄・隠蔽”

を追い出す 

イノベーションとは？ 
 

[基調報告者] 
 

菊澤 研宗 氏  

（慶應義塾大学商学部教授） 
 

 

    【論点】 イノベーションの源泉であり、現場であるべき日本の組織が
おかしい。立て続けに発覚する大手企業を中心とした不祥事の渦

は霞が関・永田町を巻き込み、スポーツ団体、地方金融等、様々

な領域の組織に波及し続けている。戦後発展の原動力になって来

た「日本型組織」の病巣をえぐると、“忖度・改竄・隠蔽”の三重奏

が聞こえて来る。ではどうするか？防衛大学校で試みた旧日本軍

の組織研究に米国型経営理論を重ねる菊澤氏は、組織メンバー

の自律的な価値判断を引き出す哲学的マネジメントにこそ、組織

疲労の加齢臭を吹き飛ばすイノベーションの突破口があると提起

する。 
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不祥事企業は本当に非合理で非倫理的なのか？ 

バブル経済が崩壊した後、官民問わず不祥事が多く発覚しました。その後、コーポレート・ガバナン

ス改革やＣＳＲの推進を通して、不祥事が起こらないように、いろいろな政策が出てきましたが、結局、

２０００年代に入っても、いまだ不祥事が続いています。 

 こういった不正に対して、多くの人たちは不祥事を起こす企業経営者や従業員のことを非合理で非

倫理的で不道徳な人たちだと批判します。しかし、本当にそうなのでしょうか。私はこの見方に疑問を

持っています。また、無知で非合理というのは簡単なのですが、こういう評価をしてしまうと、今後は神

様のように全知で完全合理的であるべきだということになり、もう実行不可能になってしまいます。した

がって、こういう見方をしている限り、我々は不正とか不祥事から学べないのです。何か空しい感じだ

けが残っていくわけです。 

 さて、このような一般的な見方の背後を分析してみると、そこには共通の見方が潜んでいます。それ

は、あたかも自分たちが神様のように、「自分たちは合理的だ、自分たちは馬鹿じゃない」という見方、

つまり完全合理性の仮定のもとに、現実とか歴史とかを分析しているということです。しかし、単純に考

えればすぐ理解できるように、我々は神様でもないし、不完全な人間だということです。このことを認識

する必要があります。つまり、人間は限定合理的（Bounded rationality）となのです。もし人間が限定合

理的だとすると、人間は無知で非合理で馬鹿だから失敗するのではなく、不完全な情報の中でできる

だけ合理的に行動しているのだけれど、失敗していくという解釈が可能になるわけです。 

 今、多発している不正や不祥事も、実はこの不完全な人間が不正であることを知っているのだけれ

ども、組織のためと思って不正をしているのではないかということです。不完全な人間の世界では、個

別利益と社会全体の利益が一致しないとか、個別利益と社会倫理が一致しないという状況、つまりズ

レが出てくるときがあります。このとき、組織の人間としては、あるいは個人としては、社会的な利益とか

社会倫理を捨てて、やはり個別利益、個別倫理のほうを選択してしまうのではないか、そして失敗して

いっているのではないか、という解釈ができてくるということです。 

 この合理的に非効率に陥ること、合理的に不正を行うこと、それゆえ合理的に失敗することを、私は

「不条理」といっています。まさに、個別レベルでは合理的なのですけれども、全体レベルでは非効率

あるいは不正になってしまうような現象のことです。 

 

合理的な３つの失敗ケース：「長篠の戦い」「コダック社倒産」「東大９月入学断念」 

 最近、こういった不条理現象を説明する理論がいくつか登場してきています。取引コスト理論、エー

ジェンシー理論、そして所有権理論と呼ばれる理論群です。今日は、これらのうちの取引コスト理論を

用いて、世の中には不条理な現象が起こり得るということをお話してみたいと思います。 

 最初に、３つのイノベーションの失敗事例について皆さんにお話をし、次にこの取引コスト理論を使う

と、奇妙な失敗事例が実は不条理な失敗であり、それゆえ合理的に失敗しているという現象として分

析できることをお話します。最後に、この不条理を回避するには、どうしたらいいのかということについ
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て、お話ししてみたいと思います。 

 まず、象徴的な３つの失敗事例の１番目は、長篠の戦いです。これは、織田信長の鉄砲隊と武田勝

頼の騎馬隊の戦いであり、近代的な信長の鉄砲隊が圧倒的な勝利を得た戦いだと言われています。

ところが、武田勝頼も実は鉄砲を持っていたのです。持っていたのだけれども、それを使わなかったと

いうところが、ちょっとおもしろいところです。なぜ武田勝頼は鉄砲を持っていたのに軍隊を近代化でき

なかったのか、なぜ彼は軍事のイノベーションを起こせなかったのか。多分、歴史的な評価では、武田

勝頼は非合理的で馬鹿だったという印象が強いように思います。 

 次の事例がコダックです。コダックは、デジタル技術の発展によって本業のフィルムビジネスが消滅

して倒産してしまいました。ところが、このストーリーのおもしろいのは、実はコダックが１９７０年代にデ

ジタル技術を最初に発明した会社だった点です。それにもかかわらず、なぜコダックはデジタルへと

移行できなかった。なぜデジタル革命を起こせなかったのか。なぜコダックはイノベーションを起こせな

かったのか。これもおもしろい失敗事例です。常識的には、やはりコダックの経営者は非合理的で馬

鹿だったという評価になるのです。 

 最後の事例は、東京大学です。安倍首相は世界ランキングが大好きなので、政府は日本の大学に

ベスト１００に入れとうるさくいいます。外人の学生をたくさん入れないと、ランキングが上がらないので、

東京大学の学長は東京大学を完全に９月入学にして６月卒業へと変革しようとしたわけです。しかし、

結果的には、できなかった。なぜイノベーション、変革を起こせなかったのか。東大の学長ですら非合

理だったのか。 

 これら３つのケースに共通する点は、リーダーは頑張ろうとしたのですけれども、結局、イノベーション、

革新を起こせなかったという点です。いずれもリーダーが無知で非合理だった評価されるような事例で

す。しかし、最初にお話をしたように、本当そうだったのかということです。実は、非効率的で不正だと

いうことを十分知りつつ、それでも動けなかったあるいは変革できなかったのではないかということです。

つまり非効率的な現状を維持することが合理的になってしまうという不条理に陥ったのではないかとい

うことです。 

 

この地上に必ずしもいいものが残るわけではない 

 この不条理現象を説明する理論の１つが、最初にお話をした取引コスト理論なのです。標準的な新

古典派経済学というのは、「市場の経済学」とも呼ばれているのですが、いろんな問題を解いています。

しかし、その中でも特に重要な問題の１つが、いかにして効率的な資源配分は可能かという問題です。

すなわち、いかにして能力のある人に、人、モノ、金などの資源が配分されて無駄なく利用されうるか

という問題です。能力のない人が土地とかお金とかいっぱい持っている状態は非効率な状態なので、

その非効率的な状態から一体どうしたら無駄なく効率的に資源は配分され利用されうるのかという問

題を解こうというわけです。 

 その答えは簡単です。自由な市場取引をすれば、そうなるということです。もし自由に交換取引でき



８ 

 

る市場があれば、能力のない人が財を持っていると、プラスマイナスがゼロではないのです。能力のな

い人が土地をたくさん持っていても利用しないと、膨大な固定資産税がかかるので、マイナスになって

しまうのです。それゆえ、売ろうとするのです。それに対して、能力のある人は財を買いに来ます。買う

ためには、お金が必要なのですが、それ以上にその財を利用してプラスを生み出す能力を持ってい

るので、買いに来るわけです。 

したがって、市場で財を取引するということは、能力のない人から資源が流出し、能力のある人のと

ころに資源が流入することになるので、結局、資源は効率的に配分され利用されることになるわけです。

これを数学的に証明しているのが、新古典派経済学という標準的な経済学なのです。それゆえ、世の

中で最もすぐれた効率的資源配分制度は市場だということになるのです。 

新古典派経済学では、自由に取引することによって、能力のある人にお金が集まって、能力のない

人のところに資金は行かないのです。これが金融市場です。また、ある仕事に対して能力のある人が

仕事につけて、ない人は淘汰されるというのが労働市場です。さらに、効率的な製品が売れて非効率

なものが売れないというのが、生産物市場なのです。 

したがって、市場に任せておけば、いつもファーストベスト解を出してくれる。最善の答えが出る。だ

から、市場に任せておけば、効率的なものは成功して残っていくという理論なのです。 

 ところが、これに対して反証事例がでてきたのです。スタンフォード大学のポール・デイビッドという経

済史の先生が、コンピューターのキーボードの一番上の列はＱ、Ｗ、Ｅ、Ｒ、Ｔ、Ｙ……という文字配列

になっていますが、その不思議さに気づいたのです。この文字配列のキーボードのことを、ＱＷＥＲＴ

Ｙキーボードというのですが、彼はこの文字配列の不思議に気がついたのです。 

彼の研究では、この配列は１９世紀に成立した文字配列なのですが、当時は、タイプライターの性

能が非常に悪くて、あまり速く打つと文字を打ちつけるアームが絡まってしまう。それゆえできるだけ指

が動かないようにしようとしたわけです。つまり、でたらめな文字配列になっているわけです。 

 しかし、その後、タイプライターが電動化され、もっと効率的に打てる文字配列のキーボードも出てき

ました。しかし、結局、それは淘汰され、今日、依然としてこのＱＷＥＲＴＹキーボードが残っているので

す。 

したがって、この配列は新古典派経済学の説明に反して、効率的なので残っているのではなく、デ

ィファクトスタンダード（事実上の標準）として残っていることになるのです。 

 このＱＷＥＲＴＹキーボードの話は、現実には必ずしも効率的なものが残されているわけではないと

いう例ですが、他にもあります。例えば、コンピューターのＯＳにおいて、Windowsがマックに勝ったが、

本当に Windowsの方が効率的だったのか。あるいは、ソニーのベータマックス方式がビクターのＶＨＳ

に負けたが、本当にソニーのベータの方が非効率だったのか。あるいはなぜまだガラケーが残ってい

るのかとか。いろいろ不思議な事例が出てくるわけです。こういう事例を見ていると、標準的な市場の

経済学は、実は現実を説明していないのではないかという疑問が出てくるのです。 
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人間関係上で発生する見えないコスト 

経済学に向けられた疑問の１つは、人間に関する仮定です。その仮定の１つは、人間は完全合理

的であるという仮定です。もう１つの仮定は、全ての人間は効用を最大化する、あるいは利益を最大化

するという仮定です。これらの仮定は、全ての経済学の問題を最小値と最大値の問題にしたいというと

ころから出ているのですが、そこに無理があるのではないかということです。 

 やはり、人間というのは完全に合理的ではありませんし、だからといって馬鹿でもありません。人間の

合理性は限定されていると考えるのが自然です。最近の研究のほとんどが、この限定合理性の仮定

に立って研究しています。 

 この限定合理性の仮定、つまり人間の不完全性を仮定すると、人間の利益最大化とか、効用最大化

とかいった仮定は、機会主義という仮定に変わります。その本質は効用最大化と利益最大化と同じな

のですが、人間というのはすきあらばあるいは機会があれば、多少悪いと思っても利己的利益を追求

するという仮定です。 

 ここで、もし全ての人間が不完全で限定合理的で機会主義的であるとすれば、一体何が起こるのか。

この場合、正統派経済学の説明に反して、そう簡単に市場取引はできないということです。市場で知ら

ない人と取引する場合、みんなだまされないように、取引する前に相手を調べた方がいいとか、特に

不動産なんかの取引では、絶対に相手をチェックしなければいけない。それから契約するときも、弁護

士とか仲介人を雇ってちゃんと契約書をつくらないと危ない。契約してもまだ危険です。今度はモニタ

ーというか監視していないと、相手は手抜きをします。 

 したがって、市場の経済学では、簡単に市場取引といっていますが、市場取引はそう簡単にはでき

ないのです。なぜかというと、知らない人と取引するときにはだまされないように相互に駆け引きがおこ

りますので、多大な無駄が出て、結構、大変な労力が必要となるのです。こういう無駄のことを「取引コ

スト」というのです。 

 この取引コストは、会計上に出くるコストではありません。つまり、見えるコストではないということです。

これは、人間関係上で発生する見えないコストなのです。ただし、人間はこのコストの存在を認識して

しまうのです。この上司としゃべりにくいとか、この友人とは一緒に遊びたくないとかいうときに、この取

引コストが高いのです。 

この取引コストの存在を発見して、これが経済にすごく大きな影響を与えることを見出したのが、１９

９１年のノーベル賞を受賞したロナルド・コースです。それから、２００９年度にノーベル賞を受賞したオ

リバー・ウィリアムソンという人です。 

 問題は、この見えないコスト、それゆえ会計上に出てこないコストですが、この取引コストというものが

存在するということを認識しますと、人間はそういうコストを忖度するわけです。その結果、世の中には

合理的な不正とか合理的な非効率といった不条理という現象が出てくることになるのです。 

これはどういうことかというと、社会全体の観点からして、今ある状況とか制度とか状態を変えた方が

絶対にいいと思っても、自分にとって、個人にとって、この状況を変化させるには多くの利害関係者を
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説得しなければいけない。そのためにものすごいコストがかかりそうだということを認識してくるわけで

す。 

ここで、もし社会的に見て非効率的な状態を変えることによって得られる個人的利益の方が、その

変化に必要な人間関係上の取引コストよりも運よく大きければ、これはより良い方向へと変化していく

わけです。より効率的で正しい方向へと変化していくという意味で、これは条理の世界です。 

 ところが、不幸なことに、現実はこの不等式が逆になるケースが多いのです。変化による個別利益よ

りも、その変化に必要な人間関係上の取引コストの方が大きいケースが多いのです。そうすると、不条

理な現象が起こってくるのです。つまり、たとえ現状が非効率で不正であっても、現状を変えない方が

合理的だということ。不正を隠した方がいいということ。その方が合理的になってしまうのです。 

ですから、マクロ的に非効率で不正な状態が、ミクロで見ると合理的になってしまうということです。

不正で非効率的な現状を動かさない方が合理的なという現象です。合理的な不正、あるいは合理的

な非効率という現象が出てきてしまうのです。その１つの現象が、先ほどお話した非効率なキーボード

の例です。あれを変化させるコストがすごく高いわけです。一度、標準化してしまうと、それをひっくり返

すのは非常にコストがかかるので、そのままに維持されるのです。 

 

イノベーションの前に立ち塞がる「取引コスト」 

 このロジックを理解していただくと、最初にお話しした３つの失敗例が違ったふうに見えてくるわけで

す。まず、最初の事例は長篠の戦い、つまり信長の鉄砲隊と武田勝頼の騎馬隊の戦いです。武田勝

頼も実は鉄砲を持っていました。しかし、それを使わなかったということで、軍事的イノベーションを起こ

せなかったために、勝頼は馬鹿な人だという評判になっています。しかし、本当にそういう人だったの

か。もう少し歴史を探ってみると、別のことが見えてくるのです。 

 実は、武田勝頼は、父親の武田信玄から非常に有能な騎馬隊を受け継いでいました。その騎馬隊

というのは、すごい忠誠心の高いかつ優秀な武士たちから成っていました。そういう忠誠心の高い騎

馬隊のメンバーたちに、勝頼は「君たちもう要らない、これからは鉄砲隊で行く」といえたかどうかです。 

この交渉取引コストを忖度してしまうと、それが余りにも高いので、たとえ非効率的でも、わずかな勝

利の可能性にかけた方が合理的だという損得計算の結果が出てくるのです。だから勝頼は、実は馬

鹿だったというよりも、合理的に損得計算した結果、ああいった戦いをせざるを得なかったのかもしれ

ないという解釈です。 

 次に、コダックですけれども、コダックはデジタルカメラの発展によって本業のカメラフィルムのビジネ

スが消滅して倒産した会社です。不思議なことに、コダックがこのデジタル技術を最初に発明した会社

だったのです。しかし、デジタル・イノベーションを起こせなかったのです。本当に馬鹿げた話です。今

日、コダックのリーダーは非合理で無知だったのかという形で、結構、非難されていますが、本当にそ

うだったのか。 

 実は、コダックがデジタルカメラ技術を開発したとき、カメラフィルムビジネスがものすごく儲かってい
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たのです。こういった状態で、コダックがデジタルカメラビジネスへと移行するということは、自滅を意味

します。共食い（Cannibalization）という現象を起こしてしまうのです。 

したがって、そのようなビジネスを展開するためには、株主、投資家、そして従業員を説得しなけれ

ばいけないのですが、その交渉・取引コストは非常に高かったと思います。そのコストの大きさを考える

と、コダックのリーダーは現状を維持することが合理的だったのです。この意味で、コダックの経営者は

決して馬鹿ではなかったのです。 

 それから、東大のケースです。世界標準に合わせて優秀な外国人を呼ぶためには、やはり９月入学、

６月卒業に移行したい。特に、欧米の学生を呼ぶには。そういった改革が必要だと思ったのでしょう。

しかし、結局、できなかった。なぜか。９月入学、６月入学に移行してしまうと、企業は４月入社を行って

いますので、東大の学生は、就職活動上、不利になってしまうわけです。 

したがって、現状を改革するためには、多くの日本企業に就職慣行を変えるように説得しなければ

ならないのです。あるいは、ほかの大学もみんな一緒にやらないと、これは無理なのです。その取引コ

ストが余りにも高いのです。そのコストの大きさを考えたら、動かない方がやはり合理的なのです。損得

計算すれば、変革は無理なのです。 

 他にも事例は、いっぱいあります。例えば、ヤマハです。ヤマハは今ピアノ事業が赤字です。でも、

廃止できないのです。なぜかというと、ヤマハはずっと昔からピアノ関連事業、特にヤマハエレクトーン

教室とかヤマハピアノ教室でものすごくお金をもうけたのです。それに関係した人たちが、いまだ残っ

ているのです。ですので、その人たちを説得する取引コストがあまりにも高すぎて、やはり廃止できな

いらしいのです。これも、不条理な状態なのです。 

 それから、内部昇進の多い日本の企業のトップは、大改革ができません。社内にはたくさんの知り合

いがいますので、大改革すると自分の知り合いの誰かが必ず悲しい思いをすることになるのです。そ

のコストを考えると変革できないのです。したがって、大抵、日本の企業の社長は、自分が辞めてから

変革してくれというのです。でも、それではもう遅いです。そういう不条理に陥るケースがすごく多いの

です。 

 それから、これは慶應もそうなのですけれども、なぜ伝統あるスポーツクラブ、ラグビーチームは誰が

見ても非効率な伝統的な戦法を変えられないのか。変えるには、多くのＯＢを説得しなければいけな

いからです。例えば、夏の合宿所に関して、同じ値段でもっときれいなホテルがたくさんあるのに、伝

統的にずっと同じ古い宿を利用しているクラブがあります。それを変えるときはもう大変だというのを、よ

く現役の学生から聞きます。それは、全て取引コストの問題です。OB との交渉・取引コストがあまりにも

大きいことを忖度してしまうので、非効率な現状を維持してしまうという不条理に陥るのです。 

 今、お話をしてきた３つの事例は、決して偶然ではありません。１回限りの歴史的な事象でもありませ

ん。限定合理性の仮定のもとでは、無知や非合理では説明できない現象が起るのだということです。  

特に、取引コストという見えないコストが存在しており、人間というのはそれを忖度して損得計算の中

に入れてしまうのです。その結果、合理的に非効率を維持したり、合理的に不正を隠蔽したりする方
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が得だという現象が起こってくるのです。そして、イノベーションも合理的に起こさなくなるのだというこ

とです。 

 

不条理から抜け出すには 

 では、この不条理から、どのように抜け出したらいいのかとか。まず、世の中には、取引コストという見

えないコストが存在していることを認識する必要があります。そして、そういう取引コストを節約するよう

な制度というのを事前につくっておくといいということです。 

そうしますと、先ほどの損得計算の不等式が変化します。つまり、損得計算の結果がプラスになり、

より効率的な方向へと動いていくことになります。そして、変革、イノベーションも可能になってくるとい

うことです。 

 これが具体的にどのようなことかといえば、例えば日産のケースがおもしろいです。１９９８年に、日産

は２兆円の有利子負債で経営危機になっていました。ところが、その後、日産は大変革を行い復活し

ました。どうしてそのような大変革ができたのかということです。 

これは、皆さん知っているように、カルロス・ゴーンという人が社長になったからです。この人は日本

語がしゃべれないですし、社内には友達がいないことがよかったのです。大変革をめぐる取引コストが

すごく小さい人物だったのです。知り合いがいないので、足を引っ張る人がいないというか、だれも引

っ張れないのです。 

したがって、ゼロベースでマネジメントできるという意味で、日産は運がよったのです。もし社長が内

部昇進の人でしたら、変革をめぐる取引コストが高すぎて、変化しない方が合理的という不条理に陥っ

ていたでしょう。そういうケースは、結構、多いのです。 

私の同級生にＹＫＫの副社長がいます。彼は文系ですが、機械本部のほうに派遣されたときに、自

分は文系でよかったと言っていました。全然わからなかったので、変革できたというのです。まさに日

産と同じような現象が起こったのだと思います。 

したがって、大変革が必要なときには、内部重役だけではなくて、社外重役とか、女性役員とか、外

人役員も入った方がいいのかもしれません。そういう制度構築をしておくと、ダイバーシティは役に立

つと思います。つまり、ゼロベースで議論できるのです。 

ただし、難しいのは、変革する必要がないときに、ダイバーシティを進めると、逆に取引コストが高く

なります。知らない人たちに、いろんなことを一々説明しなければいけないので、逆に取引コストが増

加して非効率的となります。 

それから、これも本当に古臭いのですけれども、やはり飲み会は重要です。若い人は、飲み会に余

り行かないのですけれども、最近はこの飲みニケーションが復活しているようです。これをやっておくと、

事前に取引コストが下がっていきます。それゆえ、問題が起こったときに、変革がやりやすい状態にな

ると思います。 

同じように、最近、企業が再び行っているのが、社員旅行とか運動会です。イベントなども人間関係



１３ 

 

上のコストを節約するのに非常に役に立つといえます。昔は社内結婚が多かったので良かったのです

が、最近の一番の抵抗勢力は奥さんのようで、取引コストが非常に高いのです。ですから、奥さんを巻

き込むようなイベントをやっておくといいようです。これも小さい技ですけれども、意外ときいてくる可能

性はあります。 

 それから、最近は本当に上層部の方が現場に足を運ばないようですが、これはよくないです。やはり

ネットとか情報機器が発達しても、実際に行って見ないと、わからないことが多いと思います。現場に

行った方が、正しい実情を知るための取引コストは非常に低くなります。私も学会で理事とかをやって

いますと、沖縄などの地方部会に参加することがあるのです。偶然、本当に、おもしろい研究をしてい

る若手や優秀な研究者に会うことがあります。そういうことは、やはり現地に行かないと分からないもの

だと自分でも感じています。 

 

価値判断が不条理を突き破る 

 ところで、これまでのお話は理論的な解決案であり、損得計算に基づく経済合理的なマネジメントに

よる解決案の話でした。もちろん、この方法で不条理はある程度解決できます。しかし、限界がありま

す。何故かというと、結局、こういった政策を打つこと自体にコストがかかってしまうからです。 

人間は賢いので、このようなコストも認識してしまうのです。そうすると、このコストが余りにも高い場合

には、やはり何もしない方が合理的という、二次的な不条理に陥ることになります。 

経営学には特に多いのですけれども、アメリカ帰りの研究者は経済合理的なアメリカ流の科学的な

マネジメントということを強調します。しかし、それには限界があります。一見、物理的で客観的な損得

計算に基づいて経済合理的なマネジメントを追求していきますと、企業が効率的に成長していくように

思えます。しかし、いつかどこかで不条理に陥るのです。個別合理的だが全体非効率とか、個別合理

的だが社会的不正という不条理です。いつかどこかで、そういった不条理に突き進んでいくことになる

のです。 

 たとえば、経済合理性を追求していくかぎり、初めからリスク負担コストが高いイノベーションを起こさ

ない方が合理的となり、全く挑戦しなくなっていきます。また、経済合理性を追求すると、究極的には

改革や革新をおこさない方が合理的という結論が待っています。さらに、経済合理性を追求しますと、

価値が画一的になります。利益最大化を目指す経営のもとでは、どれがもうかるのかを計算するので、

みんな同じに答えになってしまいます。それゆえ、価値の多様化は起こりません。 

 ではどうすればいいのか。最後は、即物的で客観的な損得計算原理に基づく行動ではなく、極めて

主観的な価値判断にもとづく行動がすごく重要になってくるのです。正しいかどうかとか、好きか嫌い

かとか、良いか悪いか、この主観的判断こそが、人間的なのであり、人間力なのです。不条理を回避

するには、このような人間力が求められてくるのです。 

価値判断を行うと、必ず実践的な行為が要求されてくるのです。つまり、「これは悪い」というふうに

価値判断すると、すぐに「ではどうすべきか」という問いが必ずついてきます。こういう理性のことを哲学
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者のカントは「実践理性」と言っています。 

価値判断は主観的だと思って避けたり、逃げたりしてはいけないのです。その主観的な判断に対し

て責任をとればいいのです。恐れる必要はないのです。逆にいうと、客観性とか科学は責任を取る必

要がないのです。それは、機械のような物理的な行動であって、人間的な行動ではないのです。 

しかし、最初から良いか悪いかといった価値判断をしてはだめです。これは、軽率で安易です。ま

ず、物事を徹底的に客観的に分析し、そして損得計算をしてみる。その上で、たとえ損得計算上プラ

スだと思っても、もう一度それが正しいかどうかを、人間として価値判断をする必要があるということで

す。 

もしある行為が物理的計算の結果プラスだとしても、人間としてそれが正しくないならば、止めるべ

きだということです。逆に、損得計算をして、たとえマイナスの結果がでて損をするとしても、それが正し

いならば、それはやるべきなのです。我々は物体ではなく、人間なのです。その判断と行為に、人間

性が出てくるわけです。損得計算して、その上で価値判断する。このような二層の判断を展開すれば、

不条理は回避できることになるのです。 

 この価値判断というものは、先に述べたように、全く主観的であり、それゆえ非科学的で客観的では

ないので、頭のいい人間ほど嫌がります。しかし、やはりここが人間力の発揮するところであり、見せ場

なのであり、まさに人間の気品というのはここから出るのです。主観的であるがゆえに責任をとればい

いのです。責任をとる覚悟が必要なのです。 

もちろん、価値判断は主観的なのですけれども、言い方をかえると、それは主体的でもあることに注

目すべきです。だから価値判断にもとづく行為は、カントによると、人間の自律性を意味し、そのような

行為は自由だというわけです。 

まさに、価値判断にもとづく行為こそ、人間としての見せ場なのです。失敗してもいいじゃないです

か。その主観的な行為に対して責任をとるのだという覚悟さえできていれば、失敗しても人間は責めな

いと思います。価値判断ができる人間が多い組織では、価値の多様化が起ります。ダイバーシティで

はなく、バラエティのある組織です。このような組織では、イノベーションは起こりやすいのです。 

 

損得計算を越える生き方 

 そういう話をすると、そもそもそんな行動をする人がいるのですかという質問がきます。 

事例を挙げると、原発事故のときの東京電力の吉田昌郎所長は注目すべき人物です。原発事故が

起こった時、吉田所長と従業員は損得計算したと思います。その結果は、動物のようにあるいはＡＩの

ロボットのように、逃げた方が絶対に得だったと思います。しかし、吉田所長と従業員は、現場にとどま

ったわけです。 

馬鹿だなあと思うかもしれません。実際に、多分そのときの放射能の影響で、彼は亡くなったのだと

思いますが、彼は損得計算した上で、人間としてやはり留まった方が正しいと価値判断したのだと思う

のです。こういうリーダーがいると、恐らく組織は不条理に陥らないのです。そこが魅力的なのです。 
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 また、広島カープの黒田博樹投手の事例も面白いです。ヤンキーズに残れば、２０億円を獲得でき

たのです。損得計算すれば、絶対に残った方が得だったのです。しかし、それを蹴って、黒田投手は

広島に戻ってきた。このとき、僕はちょうど米国のカリフォルニア大学バークレー校にいたのですが、ア

メリカ人はみんな黒田投手のことをばかだねといっていました。 

そして、今度は、大谷翔平選手も同じようなことをしました。数年後に米国に行けば、何十億円ももら

えたのに、わずか6000 万円でエンゼルスに入団したのです。黒田も大谷も損得計算を徹底的にした

と思いますが、それでも最後は人間として好きだと価値判断したのだと思うのです。今では、アメリカ人

も、世の中には金よりも大事なものがあるのではないかということを理解しはじめているように思います。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                           

 さらに、ダイエーの中内功氏と松下幸之助氏の闘いもおもしろい。ダイエーの中内氏はもう徹底した

損得計算主義です。とにかく儲かればいい、売れればいいという経済合理主義の発想ですので、もう

徹底して値引きをやるのです。 

これに対して、値引きにも限度があるといって、中内氏に文句を言ったのは、松下幸之助なのです。

もちろん、彼は値引きをすればもうかるのは百も承知だったのです。ただし、自分の背後にはたくさん

の部下と家族とそれから関係会社がいること、さらに技術者が汗水たらして作りあげた製品をただ同然

のように安売りはできないといっていたわけです。その主張は、実に非合理的なのです。 

結局、中内さんはこの忠告を無視したの、松下幸之助は死ぬまで中内氏とけんかしています。だか

ら、以後、松下はダイエーに製品を送っていないのです。 

 この非合理さこそが、松下幸之助の魅力なのです。２つの企業は、結局、赤字になりました。そのとき、

ダイエーから利害関係者はみんな逃げていきました。なぜかというと、ダイエーの中内氏の経営は損

得計算にもとづく経済合理的な経営だったからです。みな損得計算にもとづいて行動する人間ばかり

が近づいていたわけです。だから、赤字になったら、損するので、みんな逃げたのです。 

それに対して、松下幸之助の場合は、単なる損得計算にもとづく経営をしていなかったので、赤字

になっても利害関係者たちは逃げなかった。むしろ、逆に助けるために近づいてきてくれたのです。

非常に興味深い事例です。 

 以上、いろいろお話ししてきましたけれども、不条理に陥らないためには、まずリーダーはまず徹底

的に論理的に経済合理的に損得計算してほしいと思います。そしてできれば、不条理というものに直

面してほしいと思うのです。 

その上で、リーダーはその計算結果に従うことが正しいのかどうかと、もう一段上に立って、人間とし

て今度は主観的に価値判断してほしいと思います。最近の日本人は、多分この価値判断能力がちょ

っと弱くなっているように思います。価値判断は主観的ですが、その責任をとる覚悟でマネジメントを

することが、リーダーの絶対条件だと思います。価値判断ができない人は、上に立ってはいけないと思

います。徹底した経済合理主義的経営を行い、その上で人間主義的な経営を展開できるリーダーが

いれば、イノベーションの不条理、変革の不条理は回避できると思います。 

 最後に、松下幸之助の良い言葉があります。彼がいうには、損得計算してたとえ絶対損だと思っても、
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この製品がお客さんのためになると思うと勇気が出てくるというのです。言い方を変えると、彼はお客さ

んが要望しているものを作るのではなく、お客さんのためになるものをつくるということを盛んに強調し

ているのです。 

 

 

 

 

 

 

 

コメント 

 

国際ビジネスブレイン代表取締役  新 将命氏 
 

 

日本人は何故、革新が苦手か 

 ここまで聞いたら、ないね。 

 自分の商売の経験からちょっと言うと、どっちかというと日本人は改善は非常に得意なんだけれども、

改革や革新がだめです。日本人は何で革新が苦手かというと、私は経験的に３つの理由があると思う

のです。 

 １番目は、ある意味では文化的な理由なのだけれども、出る杭は打たれる。誰かが新しいドラスティッ

クなイノベイティブなアイデアをやると、生意気だと、若造のくせに黙っていろと。出る杭は打たれると

いう文化が日本にはある。出る杭は打たれる、出ない杭は腐るのです。だから腐って、冷ややかにや

っているサラリーマンが８０％以上ということになる。 

 それから２番目は何かというと、やはり日本の文化はどうしてかというと、失敗者に対して冷たくて厳し

い。何か新しいものに挑戦して、うまくいけばいいけれども、うまくいかないと冷たくしてしまうのですね。

アメリカ人はよく、こいつは失敗したから何か学ぶだろうと、サポートしてやろうと。そういう文化は日本

にはないです。非常に失敗者に厳しいです、日本は。 

 ３番目は、しがらみ文化です。しがらみの会社がある。親会社が系列事業会社を将来性がないという

ので閉鎖したい。見たら、現在この事業会社の社長は、俺の昔の上司だった、ボスだったというと、どう

しても矛先が鈍るわけなのです。だからしがらみ文化です。しがらみ文化をブレイクスルーするために

は何がというと、さっき先生のおっしゃったカルロス・ゴーンを持ってくる、ああいう方法があるのでしょう。

この３つの複合的な理由で何としても日本人は革新や改革がだめです。おくれています。はっきり私

は思います。 
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沈香も焚かず屁もひらず 

 ブレイクスルーするためには何をやったらいいか。いろんな今お話を伺って一つ一つごもっともで賛

成なのだけれども、やはり最後は、先生の言葉をちょっと盗んで言うと、社長の覚悟ですよね。つまり

社長がよく会社で社員に言うのです。「リスクをとれ、失敗を恐れるな」なんて。でもとらないのです。何

で。リスクとって失敗すると降格人事に遭いますし、給料が減らされますから。だから一番いいのは、

「沈香も焚かず屁もひらず」で、何もやらない方がいいわけです。 

 したがって、裏返して言うと社長は部下が何か新しいことに挑戦してうまくいかなくて失敗したら、２回

目までは失敗は許すというある意味の度量が必要ですね。１回目の失敗は、経験ですよ。２回目の失

敗は確認です。３回目の失敗はあほですよ。２回は許すということ、これが必要じゃないかと。 

 御存知の方は多いと思うけれども、本田宗一郎さんが御存命のころ、あの会社でしばらくやったのは

年間の社員の表彰式、表彰をやるのに、その１年間で会社に一番多額の損害をかけた社員がトップ

の社長賞だと。会社の金を盗んでじゃないですよ。何かプロジェクトに挑戦して、志ならず失敗。、本

田さん一流のメッセージですよね。失敗を恐れるなと。あの人はオーナー社長でワンマン社長だから

できたので、普通のサラリーマン社長はできないでしょうけれども。 

 結局、何を言いたいかというと、失敗を２回までは許す。うまくいかなかったら、トップが最後の骨は俺

が拾う、これに尽きますよね。ほとんどの日本の大企業の社長は保身、保身、保身で、部下の屍を乗り

越えて偉くなるというやつが９０％以上です。だから腐っているのです、日本の会社のほとんどは。これ

以上言うと興奮するから、これでやめます。 

 

 

新氏に対する菊澤氏のリプライ 

 

 

菊澤 コメントありがとうございます。 

 本当にいろんなケースを御存知なので、実践的な言葉で説明されていて全くいうことはなくて、その

とおりだと思います。もっといろいろケースを知って学ばなきゃいけないなと思いました。 

新 先生のお話の中で、ちょっと軽いマイルドな異論がもしあるとすれば、さっきのチャートの中で社員

旅行とか運動会とか言ったでしょう。最近の社員はこれ嫌がりますよ。俺の自由な時間を奪うのか。一

杯飲もうと連れていったって結構迷惑がるので、やり方に気をつけた方がいいと思いますね。 

菊澤 そうなのですね。昔のというか、つい５年ぐらい前、もっと前ですか、これは本当に若い人が嫌う

ので、やめていたのですよね。ところがまた今復活しているようですね。なぜかというと、恐らくやっぱり

まずいと思ってきていると思うのですね。やはりどうしても人間関係が薄くなるので。これは近いところ

で言いますと、僕なんかもゼミをやっているのでわかります。一時はもう諦めて、もうみんなコンピュータ

ーを使っているし、もうスカイプで議論してもいいよと言ったのですけれども、これがだめなのです。最
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近は、絶対にスカイプ使うなと。直接集まって議論しないとだめだということにしています。そうすると、

良い研究が出てくるのです。そういうのがわかってから、僕も古臭いのですが、飲み会もやりなさいとい

っています。最近、企業の方ともよく話しているのですが、やはり今日飲みニケーションが復活してきて

いるみたいなのです。運動会とかも、これ嫌がっても、結構、強制的に始めているみたいです。多分、

何かぎすぎすした人間関係を取り戻そうとしているのではないかなというような感じで、ちょっとお話を

してみました。 
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【第２セッション】  
 

 

“第二の敗戦” 

（財政破綻）回避のイ

ノベーションとは？ 
 

 

[基調報告者] 
 

小黒 一正 氏  

（法政大学経済学部教授 

 元財務省財務総合政策研究所主任研究官） 
 

 【論点】 日本のイノベーションの背骨の１つが国家財政であること
は誰も否定しない。只、それが未曽有な危機状況にあることにつ

いては、もう諦めたのか？声高に警告を発する経済学者は少なく

なった気がする。小黒氏は別格だ。日本は１５０年前の明治維新

から約８０年後に１９４５年の敗戦を迎えたが、そこから８０年後

の２０２５年、このままいけば財政破綻という“第二の敗戦”を迎え

ざるを得ないとする小黒氏は、医療費支出における年金型マクロ

経済スライドの導入等、財務省脱藩の経済学者ならではの大胆な

提案を撃ち続けている。 
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日本の財政はステージⅣのガン患者 

 最初のセッションで取引コストの話がありましたが、財政の問題は最終的に「市場」あるいは「政治」と

いう２つのどちらかに関係してくる。さっきの取引コストというのはまさに政治で、政治が取引コスト、す

なわち「財政再建のコスト」（改革の痛み）をすごく感じることによって改革が進まないという状況になっ

ている。先ほど価値判断という話もありましたが、財政を専門とする私の判断を言わせていただければ、

日本財政の現状は相当高い確率で、がん患者で言えばステージⅣの状況だという価値判断をしてい

る。しかし、本日の講演では、こういうような改革をすればまだいろいろ対処の余地があるのではない

かということをお話しさせていただきます。 

 何で財政再建が進まないのかと言えば、非常に単純ですが経済成長率が全然上がらないからです。

最近は若干回復してきていますけれども、従来あった経済成長率と比べれば全然低い。人口減少で

地方は消滅していくし、そんな改革を受け入れるようなコストも余力もない。実質的にはそういう意味で

は政治的には「負の分配」になっているわけで、この負の分配を政治が受けきれるかと言えば、できな

いわけです。政治家が覚悟を持って最終的に何らかの財政再建とか社会保障改革、それから税制改

革をすればいいわけですが、では国民のほうが覚悟はできているのか。頭の中を切りかえられている

のかということも大きく関係しています。 

 明治維新からちょうどことしは１５０年目です。日本財政の仕組みを含め、日本のシステムが１回大き

く変わったのが明治維新で、その後１９４５年の敗戦があり、今現在があるわけですが、大体７０年か８

０年周期ぐらいでシステムが１回ガラガラポンになるような感じで動いているのではないかと思います。

政治が対応しないで最終的にイノベーションが起るとすれば、市場の制裁で国債の金利が上がって

財政がデフォルトして、財政破綻のなかで否応なしに対応していく。そういうイノベーションというのもあ

ります。これは一種のシュンペーターみたいな考え方だと思うのでが。そういった状況もあり得るわけで

すが、そのような厳しい現状のなかで、財政の現状と、あとどういう改革ができそうなのかという、ちょっ

と私が今頭の中にある話。しかも余り大きな痛みを伴わないで少しマイルドな形で対応すると、どういう

ことがあるのかについて少しお話しさせていただこうと思います。 

 

財政悪化の元凶は社会保障費 

 まず財政の現状を振り返るということからスタートしたいと思います。１８９０年ぐらいから直近の２０１７

年ぐらいまでの日本の債務残高のＧＤＰ比率を見ますと、１９４１年以降５０％前後で推移していたのが、

第２次世界大戦に突入する中で１９４５年には２００％を突破しました。それが結局敗戦によって債務が

返済できないので、債務放棄したり財産税をかけたり、預金封鎖をしたりとか、あるいは高インフレーシ

ョンで債務残高を大幅に縮小しました。戦後は１９９０年頃までは５０％以下の債務残高ＧＤＰ比率でし

たが、その後、急速に上昇し２０１０年代には２００％を越えて膨張し続けているわけです。 

 ラインハート＝ロゴフという方がちょっと前に書いた『国家は破綻する』｝という本がありますが、世界的

に見ても財政は危機的な状態で、先進国と途上国で債務残高のＧＤＰ比が２００％を超えた事例という
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のは１１事例あり、内７つは財政破綻し、４つが再建されています。債務残高ＧＤＰ比率が１００％以上２

００％未満の事例は２１あり、破綻が１５ケース、再建が６ケースでした。 

日本の財政の現状ですが、平成３０年度の国の一般会計は当初予算で大体９７兆円になっていま

した。このうち歳出は社会保障費が大体３３兆円で、国債費が２３兆円ぐらいで内金利の利払いだけで

９兆円ぐらい。元本の償還が１４兆円という形になっている。歳入のほうはほぼ半分弱ぐらい公債発行

による収入を主体とした借金で賄っているというのが日本の財政の現状です。注目すべきは歳出の社

会保障関係費です。これが現在３３兆円ぐらいあるわけですが、我が国全体の社会保障給付費の中

でどう位置づけられるかです。この社会保障給付費のデータはちょっと古いですが、平成２５年度の予

算ベースで見ると年金だけで５３兆円、医療が３６兆円で、介護・福祉等が２１兆円で総額１１０兆円で

した。これに対する財源は保険料が６２兆円ぐらいに対して政府歳出からの社会保障関係費は３０兆

円でした。この社会保障関係費が平成３０年度では３３兆円に増えていますが、社会保障給付費は１２

０兆円まで増大しており、社会保障給付費と保険料収入のギャップを公費で穴埋めしており、それが

社会保障関係費増の主因です。日本の税収は平成２年度と同２９年度を比較すると５８兆円で横ばい

推移し、歳出も公共事業、文教、防衛、交付税等はほぼ横ばいであったのに対して、大きく膨らんで

いるのは借金（国債）の返済を除けば社会保障関係費だけで、１２兆円から３３兆円近くまで拡大して

います。日本の財政が非常に硬直化・悪化した最大の原因は社会保障費の急増だと言えます。 

 では、この社会保障給付費がどれぐらいのスピードで伸びているかですが、２００６年度から２０１５年

度の１０年間で２６兆円伸びています。これは消費税１％分が大体２．７兆円とか２．８兆円ですから、１

年間で実は消費税１％ずつ上げていかなきゃいけないぐらい社会保障費が伸びているという状況に

なっているということです。 

 安倍政権はいろいろやっていますが、どちらかというと財政再建と成長という２つの対立の中では重

心は経済成長です。要は経済成長にもっと力を注いでいけば社会保障費はコントロールできるので

はないかという考え方です。しかし、多分政府の中枢にいる方々は今後やはり相当厳しいと理解して

いるのだと思います。２０１８年５月に内閣官房と内閣府と財務省と厚労省の４省庁で社会保障給付費

の２０４０年の見通しを出しています。この見通しの前提になる名目ＧＤＰ成長率はベースラインケース

という保守的な見方で年平均１．３％です。これは１９９５年ぐらいから直近までの年平均成長率０．３％

を大幅に上回っています。社会保障給付費は２０１８年度で大体１２１兆円でＧＤＰ比率２１．５％です

が、２０４０年度には１９０兆円でＧＤＰ比率は２４％と見通されています。つまり、この２０年間ぐらいで社

会保障給付費ＧＤＰ比率が２.５％ポイントも膨らむわけです。某省庁の局長級の方とこの件が話題に

なったとき、「小黒先生、社会保障で財政が大変だと言っているが大したことない。２．５％ポイントしか

膨らまないよ」と言われたことがありますが、今のＧＤＰ規模５６０兆円の２．５％でも１４兆円になる。これ

が大したことではないと言う神経を疑わざるを得ない。はっきり言ってもう局長の資格はないと思います。

そういう意味では人材が入れかわらないことも日本がイノベーションを起こせない大きな要因なのかも

しれません。 
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債務残高はＧＤＰの４倍へ 

では今後どうなるのかですが、もうちょっと先延ばしをするということも十分あり得ます。それは第１セ

ッションの菊澤報告に沿って言えば、今改革しなければいけないが取引コストがあるとか、政治的にい

ろんな摩擦（フリクション）があるとかということで、先送りが「一番いい判断」として選択される場合です。

今後の見通しを２０４０年からさらに２０年後の２０６０年まで考えるとどうなるのか。財務省が２０１８年４

月に「財政の長期推計」（改訂版）を出しています。おおむね、そこでは社会保障給付費を年齢関係

支出と言い換えていますが、中身は大体同じで年金、医療、介護に教育が入っているということです。

ただ教育は、ＧＤＰ比で見るとほぼ横ばいなので、支出増加分にインパクトを与えているのは年金、医

療、介護となります。 

 この推計では２０２０年度にＧＤＰ比で大体２２％なのですが、これが２０６０年になると大体２７％にな

っています。５％ポイント膨らむわけです。５％ポイントのインパクトというのは結構大きい。２０１８年のＧ

ＤＰを５６０兆円ぐらいとすると、その５％は約３０兆円弱で消費税相当１１％～１２％になります。 

しかも財政赤字がいま２０兆円ぐらいありますから、それをある程度縮小しようと思えば消費税換算で

大体８％ポイントぐらいしなければいけない。だから、２０１９年に消費税が１０％にもしなったとしても、

それにこの１１～１２％と８％とを加えると消費税は３０％ぐらいになるわけです。 

 このような増税は常識的にはほぼ無理だと考えて諦めるというのも１つあるわけです。では今のまま

行ったら最終的にどうなるかですが、これは結構簡単に計算できます。ドーマー命題というもので、結

論だけ申し上げればその国の債務残高がＧＤＰ比の規模で長期的にどれぐらいになるのかが、財政

赤字ＧＤＰ比をｑとし名目成長率をｎとすると、その組み合わせの「ｑ÷ｎ」で計算できるというものです。

実際の計算ではｎはここ最近の実績なら０．３％ですが、今後の成長戦略効果を加味して０．７％程度

とします。財政赤字のＧＤＰ比の方は内閣府の試算値を参考に－２．８％とします。この数値の組み合

わせでドーマー命題から導出される日本の対ＧＤＰ比債務残高は４００％（４倍）となり多分破綻するこ

とになります。現状の延長線上にはもう未来はないわけです。やはりどこかで改革しなければいけない。

あとは先送りゲームをいつまで続けられるのかです。環境で言えば二酸化炭素の問題とか温暖化の

問題がありますが、同じような構造になっているということです。 

 

医療保険給付のランク付けを 

では、何か改革の方法はないのかということなのですが、イノベーションというのは見通しがない人

がトップにいても改革はできないわけです。どうやればいいかということがわかっている人がリーダーに

ならなければ変えられません。 

ちょっとこれからお話しさせていただくのは、社会保障でこういうことをやれば恐らくそんなに大きな、

これでも大きな改革なのですけれども、先ほどの消費税３０％というレンジまでじゃなくて、もうちょっと

支出を抑制しながらできるのではないかというような改革ソリューションです。その際、先ず問われるの

は誰の立場に立って改革をしているのかということです。例えば医師会の立場に立っているのか。国
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民の立場に立っているのか。患者の立場に立っているのか。あるいは製薬メーカーの立場に立ってい

るのか。あるいは年金を受けている人の立場に立っているのか。現役世代の立場に立っているのか。

立場によってソリューションが違うわけです。しかし、もう今は負の分配になっていますから、個別の部

分最適はだめでどこか特定の人だけに負担を押しつけてやろうとしても政治的に上手くいかないわけ

です。重要な考え方は、みんなが、それだったら仕方ないよねというような、要はノーマティブな考え方

をまず出して、それを前提にしながら改革を進めていくことです。 

そのときに、公的保険って何なのかと言えば、考えれば当たり前ですけれども、例えば医療であれ

ば我々が病気になったときに、その医療保険がなければ家計が破綻するのを防ぐわけです。その際、

医療費に高額のものと低額のもの２つあったら、軽度で低額コストの医療については自助努力でやっ

てもらってもいいわけです。そうではなくて、例えば心臓バイパス手術とか、脳の手術とか、金額で言え

ば３００万円とか４００万円かかるもの。こういったものについてはやはり公的保険でしっかりカバーする

ということが本来求められる。その意味では、例えばよく出てくる湿布薬とかは自己負担を結構高くして

もいいわけです。だから、大きなリスクは共助で、保険で、小さなリスクは自助でというのが基本的な哲

学になるわけです。 

では医療給付費の場合どうなっているかというと、現在、年３０兆円ぐらいありましたけれども、入院

外と入院、２つあります。それぞれ大体１５兆円ぐらいなのです。入院外というのが、これは開業医の先

生方が多分多いと思うのですけれども、町医者のケースです。ほとんど１万円とか５，０００円に集中し

ています。ここはもっと自己負担を上げても大丈夫なのです。いま医療は７５歳以上で例えば１割負担

とか、現役は３割とかなっていますけれども、ここももうちょっと疾病リスク別に構造を変えてもいい。逆

に入院なんかになれば、例えばもう８０万円とか１００万円とかたくさんあるわけで、ここは守らなければ

いけない。そういう話になるわけです。この考え方をフランスでも導入されているように医薬品への保健

給付で実施してみてはどうかということです。 

 例えば医薬品を３タイプに分け本当に救わなければいけない重要な薬についてはちょっとそこはや

り過ぎかもしれないのですが、むしろ自己負担ゼロにする。あとは少しランクが低いものについては３

割負担にして、そうじゃないものについてはちょっと厳し目ですが７割負担とする。要は保険給付率３

割ですという既存意識を変える。この考え方をベースに専門家を巻き込んで医薬品の保険給付総額

をシミュレーションしましたら８，０００億円ぐらいお金が浮いてくることがわかりました。これは診療報酬

本体でやっても同じなのです。診療報酬本体は３０兆円あって、入院外１５兆円、入院１５兆あるので

すが、ざっくり言えば風邪とかそういう軽いところを含めて１５兆円ですから、この辺への給付を見直す

と診療報酬本体は数兆円浮いて来ます。 

 

医療にもマクロ経済スライド導入を 

 ただ問題は社会保障費全体の膨張です。「年齢関係支出」で試算したように２０２０年から６０年まで

の４０年間に膨らむ３０兆円です。どうすればいいかということなのですが、２０２０年から６０年までの各
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支出項目の推移を見ると年金は実は最初は下がっていくのです。一方、医療介護が上がっていくの

で、年金を抑えつけても、実はそれを超えて伸びていくという状況になっている。では年金は何故、抑

えつけることができたのかというと、マクロ経済スライドと呼ばれる年金の給付を実質的に抑制する仕組

みがあるからです。それが実質的になかなか発動されないという問題はありますけれども、発動されて

いけば横ばいになる。だったら医療にもマクロ経済スライドを入れればいいじゃないですかということで

す。 

では、医療にどうやって入れるか。４０年間で「年齢関係支出」ＧＤＰ比率で５％ポイント増加するわ

けですが、５％を４０年間で割ると毎年０．１２５％なのです。０．１２５％って実は大したことではない。診

療報酬本体でも吸収できるんじゃないか。要は０．１２５％です。繰り返しになりますけれども、４０年間

で５％ですから診療報酬で今１００円のものを40 年後に９５円にするだけで吸収できるわけです。診療

報酬を毎年少しずつ（０．１２５％ずつ）刈り込みするということです。これを消費税で増税しようと思え

ば、１２％ぐらいになりますが、それは社会保障費を抑制することによって十分吸収できるということで

す。 

 そのときに国民の負担がふえるのでしょうか。国民の負担は、正確に言えば医師会を除いては、もし

くは医者の方々を除いてはふえません。なぜかと言えば、診療報酬で決まった診療行為があってそれ

で点数が決まっていて受けるわけです。我々は医者からすれば売り上げ分に対して何割か負担する

わけですから、価格が下がれば全然負担はふえないわけです。むしろ医者の方々の収入が減る可能

性があるという批判が出てくるでしょう。 

 では、医者の方々は本当に収入が減るのかと言えば、実はそんなことはないわけです。なぜかという

と、ＧＤＰ比で一定になっているわけですから、ＧＤＰが成長すれば医療費も伸びていくわけです。今

の問題は経済成長率以上に医療費が伸びていることであり、そこをハンドリングすれば十分吸収でき

る余地がある。但し、ちょっと気をつけていただきたいのは、当然医療需用はなかなかコントロールで

きませんし、医者の方々も供給量をコントロールする可能性もあるので、価格をいじくっても完全に価

格×量の全体をコントロールできるとは限らないわけです。そこはいろんな手段の手を打っていく必要

があるわけですけれども、少なくとも１つの考え方としては、今みたいな形で、要するに医療についても

もしくは介護についても、マクロ経済スライドみたいなものを入れれば十分吸収できる余地がある。た

だこれをやっても、今の財政赤字分は解消できません。そこについては当然改革する必要があるわけ

ですが、本当にこれできないのですかということです。 

 

今の制度の先に未来はない 

私がきょうお話したかったのは、現状の延長線上ではもう財政はとても持続可能ではないということ

です。これは私の価値判断です。ではどうするのかといったときに重要なのは政治ですが、政治家に

は改革できるようなオプション、例えば医療におけるマクロ経済スライドの導入のようなことを提示する

必要があります。それでも改革ができないということであれば、今の私の中では解決策は思いつかな
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いということで、その場合はある意味シュンペーター的なイノベーションですが、今の延長線上で走っ

ているレールが外れて、何らかの対応をしなければいけない。市場の金利が上がるかどうなるかわかり

ませんけれども、そういうふうに自分たちは受けとめなければいけないという事態に遭遇することになり

ます。そうなる可能性は高い。いずれにしろ、政治を動かしているのが有権者であって国民ですから、

我々１票１票持っているわけで、我々が価値判断しているわけです。我々が変わらないと政治も変わら

ない。今の制度の延長線上に未来はない。現在の制度は変えていくことに腹をくくれるかどうかという

ことが、やはり一番重要なイノベーションなのです。 

  

コメント 

 

日本経済調査協議会専務理事  杉浦 哲郎氏 
 

日本の政府債務の大きさあるいは財政事情が厳しいということ、それが破綻につながる可能性があ

るということを数字で確認できた。社会保障費、とりわけ医療費が問題だということも改めて認識できた。

きょうお話にはありませんでしたが、参考資料の中で日銀が国債を買い続けても実質的な国民負担増

というのは不可避なのだということを指摘されていたこと。よく政府の中でも日銀が国債を保有してマネ

ーを創出して、公共投資をやれば、国民負担ゼロで成長が達成できるのだなんていう方も少なからず

いらっしゃるので、そういった議論というのは何かやはりおかしいなということを改めて認識できました。

そういう意味では非常に勉強になりました。 

 

何故、日本人はアメリカ人のような危機感を持たないのか？ 

 その上で、質問が２つあります。１つは財政危機というか財政破綻ということは、もう多分随分前から

言われていて、なかなか破綻が来なくて、オオカミ少年みたいになっているのですけれども、それはそ

れとして全くの印象ですが、日本では財政の赤字だとか政府債務の増大だとか、それに対する危機

感というか懸念というのが余りないような感じがします。 

 例えばアメリカだと、共和党が中心なのかもしれませんけれども、歴史的に財政の赤字とか政府債務

に対して嫌悪感というか危機感があって、例えば景気が悪くなろうがどうしようが、財政の赤字を減らさ

なければいかんとかと言って、fiscal cliff なんて言われて大騒ぎになったりします。民主党なんかが赤

字ふやしても景気よくすると言うと、自分たちの子供や孫の世代に負担を押しつけるというのはアンフ

ェアなので、それはやってはいけないという議論というのは必ずや出てくる。そういう意味で、アメリカ人

って意外とその辺真っ当だなといつも思っています。 

 日本では逆に、今の生活が苦しいのに将来世代の負担もへったくれもあるかというふうなことを言う

方がどうも多いような感じがして、どうして日本人というのは将来世代の負担という観点でこの赤字を考

えられないのだろうか。いろんな議論があると思いますが、その辺どうお考えかというのが１番目の質

問です。 
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 医療改革の現実性は？ 

 ２番目は医療費の抑制についてなのですが、アメリカでも医療保険改革がこの３０年、４０年ずっと議

論されてきて、ようやくオバマケアが実現した。４，０００万人も５，０００万人も無保険者がいて、そういう

人たちは医者に行っても診療を断られるという日本ではあり得ないようなことが起きているのに、それを

何でほったらかしにするのだろうかというふうにずっと思っていました。多分命にかかわる事柄なので、

医療費の抑制というのが、あるいは保険の改革というのはなかなかできなかったとか、あるいは医療技

術がどんどん発達しているので、それで医療費が上がって保険料が払えなくて無保険になってしまっ

たとか、あるいは昔のＨＭＯ（健康維持機構）みたいに選択肢を制限されるというのがアメリカ人には

我慢ならなかったとか、いろんな理由があると思うのです。 

 そうすると、日本での医療保険改革というのもいろんな抵抗というのが出てくるんじゃないかという気

がします。漠然としてですが、例えば医療費の抑制が実現をすると、医療サービスの供給が結局高額

医療に集中して、普通の基礎的な医療というのがどんどんないがしろにされていくんじゃないかとか、

アメリカでもいわゆるゲートキーパーですか、かかりつけ医というのがだんだん減ってきて、専門医だけ

がふえていって、ゲートキーパーの役割が疎かになってきたという問題はずっと指摘されてきたことで

す。日本ではかかりつけ医というのに信頼性がなく、みんな大病院にかかってしまうという、そんな問題

があるとすると、それが増幅されるんじゃないかとか、いろんな問題が出てきそうな気がします。医療改

革の必然性とか緊急性は理解できるのですが、実際にそれをやるとなると、医師会の反対だけではな

くて、国民の間にいろんな問題というか不安というか、不都合というか、そういったものが生じてくるんじ

ゃないか。その点もし何かお考え、あるいはいい解決法があれば教えていただきたい。 

 

予防医療の効果は？ 

 あともう一つ、医療費を払うときに払いを抑えるということもそうなのですが、そもそも医療費がかから

ないようなことをもっと考えられないだろうか。例えば健康寿命の延伸ですか、松本市でやられたことで

それが全国で広がっていると思うのですが、そういうことのほうがより効果が大きいのではないかとも思

います。自分で実際計算していないからわかりませんが。 

 あと、例えば定期健康診断を受けている人は自己負担を軽減するとか。これは以前の会社の先輩か

ら聞いた話ですが、会社の定期検診を受けていても亡くなる人はいるのですが、亡くなった人のほと

んどは定期検診を受けていないという経験的事実があるそうなので、そうすると例えば定期検診をちゃ

んと受けている人は自己負担を減らすとか。これはデータが全部ネットワークで使えるようになればそ

んな難しい話ではないと思います。そういう形でそもそも医療費がかかないような仕組みをつくっていく

ということも考えられていいんじゃないかと思うわけです。どうでしょうか。 
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杉浦氏に対する小黒氏のリプライ 
 

財政赤字に反発するアメリカ人の背景 

 １番目の、アメリカとか諸外国では財政赤字とか借金をすることに対してある意味では反発するグル

ープなんかもいるのに、日本では何でそうならないのかということなのですが、幾つかヒントになるキー

ワードみたいなのがあると思います。１つは、例えば日本の文脈で考えると、インフレみたいなことをす

るという、リフレ政策もありました。急激なインフレーションが起こってしまった場合には、資産である金

融資産が目減りするわけです。目減りすると、最終的には債務者が得をして債権者が損をする。日本

の財政赤字をある程度軽くするという文脈でも、リフレ政策ってよく語られるわけです。アメリカとかでは

余りこういうふうにならないのは、１つはキープレーヤーたちがいるからだと思います。裕福層です。要

するに、秩序を担っている裕福層がいて、この人たちがかなり金融資産を持っているわけです。もしＦ

ＲＢが最後、財政がどうにもならないからインフレーションしますと言われたら、世界にグローバル分散

していれば別ですけれども、そうじゃない人もいるわけで、自分の資産が目減りする、あるいは秩序が

急にひっくり返る可能性もある。彼らとしてはそういう混乱をあらかじめ制御したいという方向で活動す

るわけです。 

 あとは哲学や宗教の立場からのもの、あるいは政府がでかくなると自分の自由を制限されるから一切

拒否するという文脈というのも当然アメリカにあります。そういう幾つかのものが複合的に絡み合ってテ

ィーパーティとかもそうだと思いますが、財政赤字について制御がきいているのでしょう。内政問題とし

ての対立軸でいけば２つです。ある何か公共サービスを提供するときに、当たり前ですが累進税率み

たいな形になって多く負担するのは所得が高い人、裕福層です。軽い負担で公共サービスを受ける

のは低所得階層の方々です。そうすると、大きな政府を望むのは低所得層で、小さな政府を望むのが

裕福層となり政治的な対立が起こる。日本の場合はもともと財政赤字で将来世代に先送りするというモ

ードができていますから、それが財政赤字に対する嫌悪感を少なくしている要因だと思います。 

 

リスク分散と再分配―公的医療保険の二面性 

 ２番目の医療の話ですが、１つ言えるのはＧＰ（General Practitioner：家庭医・一般医）という要する

にかかりつけ医みたいなものがいて、その人たちは診療報酬が出来高制じゃなくて、登録している患

者数とかで配分してという話があって、そこを通らないと大病院には行けないとか、いろんな議論はあ

ります。きょう私がお話しさせていただいたのは別にそこまでは考えてなくて、単に第一ステージとして

診療報酬や保険給付率のところを少しコントロールしようというものです。頻度は少ないけれども高額

な医療費がかかっているものと、頻度は多いけれども低額な医療費しかかかっていないもの、この２つ

に分類しとときに低額で頻度が多いものについては少し保険の給付率を下げていって自己負担を上

げていく。そういうことによって、リスク分散機能を維持しながらカバレッジを維持していくということもあ

るんじゃないかということです。 
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 アメリカがこれをやりたくないのは、究極には裏側に再分配機能も入っているからです。日本の場合

もそうですけれども、リスク分散機能だけではなくて、中に公費が入っている。公費が入っているので、

これは所得再分配機能が入っているわけです。一旦そうやって走り始めれば、当然富が略奪されると

いうこともある。それを警戒している人たちが公的な医療保険に対して消極的なわけです。あと、保険

会社とかが反対するというのは当然あると思います。 

 

予防医療制度の評価 

 ３番目の予防の話は本当に御指摘のとおりで、ただこれ財務省的には結構警戒する部分があります。

予防のためにまずお金が出ていってしまって、時間軸を入れれば医療費が削減できるかもしれないが

本当にそうなるのかということに疑心暗鬼があります。予防医療を市場メカニズムの中でハンドリングし

ていくということでは、先ほど言われたＧＰみたいな人の役割が大きいです。ＧＰには登録している患者

数みたいなのがあって、一定の報酬が入ってくるわけです。その患者さんがもし自分の病院に来て治

療する回数が減少すれば、余った分を自分の収入にできるということになれば、当然いろんなインセン

ティブの中で掛け合わせて、予防医療とかも推進していくというインセンティブにもなりますし、多分医

療経済学者の多くの人たちはそういうことも言っているわけですが、なかなかうまくいかないのが現実

です。逆に出来高制の中でやってしまうと、単にどんどん医療費が追加の予防もすることによって膨ら

むだけで、医療費が抑制できないということを財務省は警戒しているんじゃないかと思います。 

 そういう意味では、何か部分的に、ＧＰみたいな制度のもと一部そういうインセンティブという形で患

者の登録数みたいなものによって、町医者のところにもお金が流れて、それで予防みたいなものを推

進していけば、それが医者の収入になるというような仕組みを部分的に導入するというのもあると思い

ます。 
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【第３セッション】  
 

 

“技術劣国化”を阻止

するイノベーション 

とは？ 
 

 

 

[基調報告者] 
 

 鶴岡 秀志 氏 

（信州大学カーボン科学研究所特任教授） 

 
【論点】 ３０年前中国の１０倍あった日本の研究開発費は２０１５
年実績で１７兆円と中国の４２兆円に大きく水をあけられ、 「３年

後に実用化技術を目指す・・・」という新聞報道の９９％は実現され

ず、安倍政権肝煎りの大型研究開発プロジェクトも迷走し、現場若

手研究者の８割が日本の科学技術競争力は低下したと感じてい

る。このまま日本は“技術劣国化”の坂を転げ落ちるのか？ナノカー

ボンの世界的研究拠点である信州大学で活動を続ける鶴岡氏は、

工学部の「理学部化」批判、技術立国の宣伝営業力強化、知財の

ブラックボックス化、「破壊的イノベーション」への挑戦と大胆な奇

策を繰り出す。  
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中小企業は１兆円マーケットの０．１％をねらえ 

皆さんにきょうお話ししたいのは、イノベーション、特に技術イノベーションで余りにも誤解が多いと

いうこと、そして、それをどうやって乗り越えていくのか、何をすればいいのかということです。 

 私は埼玉県の上田清司知事から県の中小企業支援の要請を受けたとき、中小企業の皆さんに１兆

円マーケットの０．１％（１０億円）なら必ず入れるから、そこに行きなさいという言い方をしました。１００

億円の１０％取るのは至難の技です。私は三井物産にいたので、その辺よくわかります。ところが、１兆

円マーケットの０．１％なら何をにしても売れます。具体的に挑戦したのがナノカーボンの接着剤開発

です。カーボンというのは接着できないのです。いまだに接着剤がない。ナノカーボンで製品をつくる

には何かしらの形で接着する方法を考えなきゃいけなくて、それができるところはありませんかと募集

したら、県内５企業が応募、その内の１社に依頼しカーボンファイバーの代替可能となるナノカーボン

製品の開発に目途がつきました。コストはカーボンファイバーの１０分の１です。これは割れません。機

械プレスでできます。現在の炭素繊維を使用した現物を会場に持参しましたので手に取って見て下さ

い。これお巡りさんの３８口径のピストルの弾だったら通りません。ですから、防刃用、防弾用で売ろう

かなと思っています。もうちょっと形を変えて皆さんのかばんの中に入れてもらえば、新幹線の中で刃

物持ってきても貫通しません。大丈夫です。またカーボンに対する電解メッキでも埼玉県の中小企業

が初めて成功しました。これが本格化すれば電線会社が数社潰れると言われています。 

 さらにカーボンナノチューブのヤーンをロボット用のセンサー、ゲーム用のセンサーにするプロジェク

トも進んでおり、これですと指先のタッチで何もしないではかれる。只、ソフトを誰かにつくってもらわな

きゃいけないということで、今アメリカとイスラエルの会社に交渉中です。これができると何がいいかとい

うと、特に心臓マヒです。心臓マヒの予兆が計れるとお医者さんが言っていますので、これは２４時間

装着できますので心臓マヒになる前に病院から連絡が来るということが近い将来できると思います。 

 

イノベーションを阻む壁 

上田知事の下で展開しているプロジェクトの紹介はこの辺にして、本題のイノベーションを拒む壁に

入ります。 

 先ずドイツ。なぜか日本ってドイツ礼賛する方が多いのです。何でドイツなのと。フランスだってスウ

ェーデンだってイタリアだって中国だって、アメリカだってもの物すごい技術を持っているわけです。だ

けど、皆さん見る中、ベンツがいいんですね、フォルクスワーゲンいいですね、アウディいいですね。

ポルシェやトヨタ、ＧＭやフォードがいいですねという人は少ないですよね。でも、アメリカ行ったら、ア

メリカに住んだ方はわかると思いますけれども、フォルクスワーゲンってアメリカの道路事情に合わなく

て、すぐぶっ壊れる車です。日本の自動車評論家はドイツのディーゼルを賞賛していますが、そのデ

ィーゼルのもとの技術はトヨタ系の会社（注：デンソー）がつくったことは言わないですね。 

 それからメディア。きょうは関係者の方がいっぱいいらっしゃいますけれども、科学や技術の理解不

足で、何となく感動ストーリーになってしまうのです。これ大問題。一番問題なのは、いろいろありまし
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たね、あのＮＨＫの涙誘う番組。過去のＶＨＳ、それから黒部第４ダム・・・でも何も技術の話はしていな

い。感動です。メディアの方には申しわけないのですが、疑似科学を科学のように報道する。例えばＮ

ＨＫの「ためしてガッテン」、これはデマゴーグです。血液さらさらを最初に言ったのはＮＨＫですが、い

まだに謝っていません。これは医学的にはもう認められないこと、うそです。しかし謝らない、訂正しな

い、言いわけを言う。 

 次に「デュアルユース嫌い」。デュアルユース、すなわち軍用と民生用とは重なっています。レトルト

パックはもともと軍用です。それからインターネットももともと軍用です。それから日本のＨ－Ⅱロケット、

これは立派な大陸間弾道弾。ナビも軍用です。カメラも、もともと軍用で発達してきています。それから

虫よけ。これはアメリカが第二次大戦中に、ニューギニアみたいな密林の中で苦労してやっとこさ１９５

０年代につくったものです。いまだにこの主成分ＤＥＥＴが、一番効く虫よけです。これは軍用だったの

です。１９７０年ぐらいまでアメリカは公開しなかった。でも、今公開してくれたおかけで伝染病を防げる

という非常に便利なものです。 

 何で軍事を嫌うか。これ私いろいろ自分で考えました。日本人が血を見るのを嫌ったのは藤原氏の

時代ですね。藤原氏は何もしなかった。自分たちで歌を詠って喜んでいただけ。軍事と警察を全部廃

止して、検非違使にしてしまった。自衛隊それからアメリカ軍がいなければ大震災、大洪水が起ったと

きには、２０１１年の大震災がまさにそうですが日本は人々を救えないのです。だから、軍隊というのは

それだけで１つ自立した経済組織であり、活動組織であり、お風呂も持ってきてくれます。衛生面もや

ってくれます。食事もつくってくれます。そういう組織は軍隊しかないので、これを嫌うことは自分たちの

生存を脅かすものだと思います。 

 ＡＩに対する過信もイノベーションを阻んでいます。ＡＩやビッグデータで何かをつくろうと思っても、ＡＩ

が集めてこられるのは出版された成功事例がほとんどです。つまりいいデータしか出てないのです、ビ

ッグデータって失敗がないのです。悪いデータは出ていないです。だから、ＡＩで幾らビッグデータいじ

っても、多分何も出てこない。 

 それから、会社へ行くと皆さん自身が言っているかもしれないのが、「前例がない」です。だってイノ

ベーションやるのだから、前例なんかあるわけないじゃないですか。これを言うのは、官僚、有識者、そ

れから秀才です。「前例がない」と必ず言います。さらに第１セッションでも話が出ましたけれども、既得

権益を守ることが優先になってしまっている。挙げたら切りがないほどの壁が日本のイノベーションを

阻んでいます。 

 

ほんとはイノベイティブな日本 

 ＣＮＮが世界に貢献した日本の発明というのを発表しています。１番が「源氏物語」。世界最古の長

編小説です。それから航空母艦、これは後で説明します。インスタントラーメン、今テレビでやっていま

すね。それから新幹線、これは国鉄が頑張ってくれた。それから水上バイクというのは、実はメイド・イ

ン・ジャパンです。川重がやったのですね。ポケット電卓、これはシャープです。そのシャープも台湾に
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買われてしまった。任天堂ゲームはゲームというものの世界をひっくり返しています。それからウォーク

マン。これオーディオ好きな方なら出た当時のことを少し記憶されていると思いますが、評論家の方々

はぼろくそに言っていました。それから３Ｄプリンターというのは、実は日本が最初です。ノート型パソコ

ン。おかしくなってしまった東芝がつくった。カーナビ、これも潰れそうなパイオニアです。プレステはソ

ニー。今もうかっていますよね。ポケモン、任天堂。世界の覇者です。絵文字、これ諸説ありですけれ

ども、メイド・イン・ジャパンです。日本はいろんなことをやっているのです。やっているのだけれども、マ

スコミはドイツ好きだから取り上げてくれない。 

 日本は意外と柔軟思考の国なのです。ドイツの皇帝ヴィルヘルム２世が日本はイエローモンキーで、

あんな黄色いサルが何かするのを許せないと、１９世紀の終わりに言っているのです。それに対して日

本の明治政府は、欧米に学べ、殖産振興、富国強兵、軍艦つくれ、製鉄、鉄道、発電やれ、全部今に

つながっています。だからいろいろあったのですけれども、明治政府は若い人たち、金がない武士た

ちが頑張ったのだと思います。ただそれらは新しくできたのではなくて、日本というのは意外と昔から、

縄文時代から江戸時代まで、建築土木、精錬、鍛造、染色、機織り、インフラ整備等、技術を持ってい

たのです。それからソフト。先物取引って日本の大阪で最初にやっています。為替もそうです。相場取

引もそうです。和算だって、これは微分方程式を世界で最初に解いたのは日本人、関孝和ですから

ね。日本はソフトでも、本当は非常にイノベイティブな国なのです。これは誰も言ってくれない。 

 

日本型軍事イノベーションの光と影 

 先ほど源氏物語の次に挙げた航空母艦ですが、今世界最強の空母艦隊は米第７艦隊です。その

第７艦隊のそもそもの始まりは、日本海軍が１９２２年に誕生させた１６８ｍの長さの鳳翔という空母です。

なぜ日本海軍は空母をつくったのか。当時、戦艦をつくるのはだめよと減らされたわけです。しようが

なくて日本では空母で飛行機飛ばして相手攻撃しようとなった。たった数百キロしか飛べない飛行機

で、空母なんて誰も信じていなかったときにやったのです。非常にイノベイティブです。イノベイティブ

なものをつくったから、戦略もイノベイティブにしなきゃいけなかった。 

 それが空母機動部隊です。空母というのは自分を守るすべを持っていませんから、平らな甲板です

から、攻撃されたらひとたまりもない。ということで、真中に空母を置いて、周りに駆逐艦を置いて、一番

外側に魚雷艇を置いて、その外側に潜水艦を置いて、空には飛行機を飛ばして警戒する。このアイ

デアは日本なのです。日本がつくったこの機動部隊というアイデアを今世界最強のアメリカの第７艦隊

という軍団がまだ使っています。今衛星が入っていますけれども、こういうアイデアを日本がつくった。 

 一方、日本陸軍の負のストーリーとしてノモンハン事件がある。これは戦後になるまで隠されていまし

た。これは軍人の官僚化が大問題だということで『失敗の本質』という本に詳述されています。 

ところが、この負のストーリーは１９４５年８月１５日で終わればよかったのですけれども終わらなかった。

妄想的精神論、現場を見ない霞が関の官僚主義って今でもそうです。それから事実そっちのけ感動

報道。ことしの夏の甲子園、あんなのやめろよと言われたのに、ＮＨＫと朝日は感動ですよ。実際にネ
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ットニュース見ていると、甲子園で選手も応援団も観客も、相当熱中症で倒れています。救急車で運

ばれています。ＮＨＫと朝日はそのことをほとんど報道してないです。汗と涙の感動報道。これはもうや

めるしかない。そうしなければ日本の報道の生き残る道はない。これ報道のイノベーションだと私は思

っています。 

ヒッタイトの鉄とザ・ボディショップ 

 では、歴史的な科学技術のイノベーションとは何か。鉄です。３，０００年前にヒッタイトが生み出した

鉄、いまだに国の最重要材料です。３，０００年ですよ。これにかなうイノベーションを人類は発明して

いません。その次は化学。これは魔術から始まったのです。中世ヨーロッパではカトリック教会がもの

すごく弾圧しましたが魔術がはやった。そこから出てきたのが、皆さんがスマホに入れているリチウムイ

オン電池の元祖ボルタの電池の原理です。これが化学の最初の今でも残っている技術です。電池と

いうのはだから非常に古い科学技術なのです。だけれども、我々の生活に物すごく影響を与えている。

この２つは、乗り越えることができない人類がつくったイノベーションです。 

 一方、イノベーションというのは、市場の要求とは離れてしまって、そのうちに市場の要求とは全く違

うどうでもいいおもちゃみたいなのが出てきて、既存のものをひっくり返すということも起きます。このこと

では私が大学出てユニリーバで働き始めたとき経験したおもしろい例があります。ザ・ボディショップで

す。皆さん、ボディショップのものを使っている方、今はもうほとんどいないと思いますけれども、一時期

ものすごくはやりました。私はそのとき洗剤屋だったので、ボディショップがナチュラル、添加物なし、

植物由来、自然な白さの石鹸をアピールした時、何だよ、これただの洗濯石鹸じゃないかと思いました。

洗濯石鹸をちょっと粗末な紙に包んで、THE BODY SHOPという、イギリス語で言うハイストリートに店

を構えて、きらびやかに売ると、爆発的に売れたのです。これはマーケティングの成功です。さすがに

私びっくりしました。洗濯石鹸がこんなに売れるのだったら、自分たちがやっている化粧石鹸はなんだ

と。コストが数倍違う（注：化粧石鹸の方が数倍高い）のにボディショップの石鹸のほうが値段は１０倍

高いわけですよ。こんなビジネスされたら、洗剤屋はたまらなかった。でも、こういうビジネスがあるとい

うことは、私３０代のときに学びました。さすがに今はザ・ボディショップで洗濯石鹸売っていませんけれ

ども、出た当時は本当に洗濯石鹸でした。 

 

ＩＴの起源 

 コンピューターの始まりは１９４０年代、ドイツＶ号ロケットの空襲を受けたイギリスです。当時イギリス

は国内でＶ号ロケットの誘導をする電波発信機の置き場所をドイツのスパイに暗号を使ったラジオ放

送で指示していました。その暗号を解読する装置がアラン・チューリングという数学者が開発したチュ

ーリングマシンです。これがコンピューターの始まりです。 

 ＩＴはチューリングマシンから始まって半世紀以上かかっています。私が大学にいたころ、うちの大学

も導入したって大騒ぎになったのはＩＢＭ System/370。これはすごかったですね。非常に使いやすか

った。日立と富士通もつくりましたけれども、とても使いづらかった。何が違ったかというと、ＩＢＭは小数
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点が自由なところにつけられた。日本製は、小数点の場所は固定しなきゃいけなくてものすごく面倒く

さかった。 

 その後に１９７７年に、今はなくなったデジタルマシンシステム、ＤＥＣのＶＡＸ－１１というものが出まし

た。これは、まだ大型コンピューターです。その後８２年に、これはパソコンのもとみたいなやつで、マイ

コンとこの当時呼んでいましたが、デスクトップ型ＤＥＣ－ＲＡＩＮＢＯＷというのが出ました。私の博士論

文は、これのおかげでものすごく助かりました。ワープロが入ったのです。１９８４年に、ＩBＭがこのＤＥ

Ｃ－ＲＡＩＮＢＯＷを打ち倒すために、ＡＴを出しました。その直後にマッキントッシュが出てきたわけで

す。だんだん進化して２００７年にiPhone が出ます。２０１７年のiPhone１０になってしまうと、何とＩＢＭ 

System/370 のウン万倍の性能を持っているのです、iPhone１０は。つまり、ＩＢＭ System/370ってこの

会場ぐらいの部屋が必要だったのですが、今スマホだけでできてしまうというすばらしい進歩です。 

 

車の全電動化には原発５０基必要 

  今必死にやっています自動車の自動運転の起源ですが、アメリカの巡航ミサイル、それからカナダ

の原子力発電所の燃料棒制御でオブザーバという数値制御（技術）が開発されていましたが、これが

１９８３年に一般公開されました。それまでは軍事機密だったのです。これを高速で計算できるというこ

とを考えた人がいた。オリジナルはスイス人です。スイス人の方がやって、インド人の方が数式を考え

てルーエンバーガーオブザーバというのをつくりました。今の自動運転の基礎はこれです。今はもっと

複雑になっています。今自動運転って大騒ぎやっていますけれども、１９７０年代の技術です。 

 ＩＴでもう一つ考えなければいけないのは、ＩＴって電気が必要ですよね。電気のことを議論している

人ってほとんどいません。ところが、Googleは今原子力発電所を自分たちで持とうということをやってい

ます。本当にやっています。なぜか。１日に私たちが食事から得るエネルギー、平均値２．３ｋＷｈベー

スです。iMac Proというアップルの今一番性能のいいパソコンは３７０Ｗですが、２４時間連続すると８．

８ｋＷｈ。つまりiMac Proを使うだけで、人間の大人が平均的にとる１日のエネルギー量の４倍近く必要

です。データセンターはiMac Proの数万台以上の能力があります。つまり、それだけエネルギーを食

うのです。高速処理になるほど、コンピューターはエネルギー食いになります。比例じゃなくて、指数乗

でエネルギーを食います。 

 我が国の石油消費割合ですが、自動車は約３８％、発電１５％です。発電量を現在の３倍にしないと、

今走っている車の全電動化は無理です。発電量を３倍するというのは可能でしょうか。日本は絶対に

無理です。中国も絶対に無理です。ということは、ＥＶというのは電気の供給量で制限があります。自

動運転をそれに加えると、運転して動く以上にコンピューターの電気を食います。全自働運転の電気

自動車を導入したら、日本の電気インフラどうなるか。原発５０基つくらなくてはいけない、そういう計算

になるわけです。これは高等数学でなくて算数です。これを言わないで夢を振りまいている人たちは、

はっきり言って詐欺です。 
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工学部の再興を 

東京のトップクラスの某大学工学部で出くわしたことですが、火を見たことがない学生がいました。ラ

イターのつけ方を知らない。接着剤の使い方を知らない。曲尺知らない。分度器知らない。公衆電話

の使い方知らない。本当ですよ、これ。大学院に来たもの物すごく優秀な学生ですよ。偏差値７０幾つ

の。まず火を見たことがないから、ちょっと火がついちゃったら、消し方知らないのです。本当です。笑

い事じゃないのです。だから危なくてしようがない。今の工学部の学生は学食で１２０円のカレーライス

を食べていた私の時代と様変わりです。汚いことをやらなくなっちゃったんですよ。工学部というのは、

いつの時代でもやはり汚れ仕事です。苦しい、汗かく。だからだんだん工学部の人気がなくなって来

てしまった。 

しかし、エンジニアリングを、工学部を再興しないと物をつくることはできません。プリンストン大学の

環境工学の先生がこう言っています。「工学は、存在しなかったものを生み出す。科学は長い間存在

していたものを発見する。」アイデアがあってクレージーな人たちを支えるのは、工学部でちゃんと博

士まで勉強して、これはこう、あれはこうとバリューチェーンの各ステップで物をつくっていく手段や算

段を考えるための知識を持った人たちです。何で日本の工学部が駄目になっちゃったかというと、文

科省が論文の数で先生の評価決めるようになったため、工学部は論文を余り出せませんので、みんな

サイエンスに行っちゃったのです。だから、工学部が今サイエンス化しています。こんなことじゃだめ。

特に応用化学なんて、もう不人気もいいところで、物をつくる応用化学が全然なくなっちゃって、今困

っています。鉄をつくるのだって金属工学じゃなくて応用化学がプロセスの大半を設計しています。応

用化学がなくなっちゃうと物をつくれなくなるので大問題です。 

 もう一つ、博士論文システムの弊害も指摘せざるを得ません。このシステムって、昔の優秀な方々や

会社で働いている優秀な方々に博士号を与えて栄誉をたたえようというというシステムなのですが、今

はおかしくなっちゃって特に地方大学それから偏差値の低い大学でよくやっているのですけれども、

自分の勢力をふやすために教授がどんどん論文博士出しちゃうのです。中身は、私も幾つか見ました

けれども、大学の学部の卒論程度です。そうすると、基礎力がないから、世界的に通用しない。それと

博士というのは全体を見れなきゃいけないのですけれども、それもできない論文博士が増えています。 
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コメント 

 

メディアオフィス「時代刺激人」代表  牧野 義司氏 

 

オープンアンドクローズドという戦略 

鶴岡先生のお話で、メディア報道がイノベーションの壁になっているご指摘もあったような気がしま

した。メディアの現場にはいろんな人たちがいることも事実です。ただ、私自身はこれまで毎日新聞、

ロイター通信、フリーランスと５０年以上、メディアの現場にいますけれども、座標軸をしっかり持ち時代

の先を見据えて、ジャーナリストとして、また言論人としてしっかり使命を持って仕事をしてきており、ご

心配いただくようなイノベーションの壁にはなっておりませんので、ご心配いただく必要なしです。 

  さて、本題です。「大丈夫か？ 日本のイノベーション」というテーマに関して、この会場におられる

日経新聞ＯＢの小島さんが日ごろから指摘されていますように、日本はイノベーションという言葉の翻

訳を間違え技術革新という狭い枠組みにしてしまった。シュンペーターが言うように、もっと大きなスパ

ンで物を考えるべき。端的にはテクノロジーを軸に経済社会全体のシステムを変えるという、これが本

当のイノベーションだと思う。 

 そこで私がジャーナリストの立場で日本のイノベーションの現場を見て来て、ぜひ申し上げたいと思

うのは、日本企業の自前主義の弊害です。みずからつくった技術にこだわり、外部の技術を受け入れ

ようとしない自前主義の問題です。これこそがイノベーションを阻む壁と申し上げたい。 

そして、日本が注力すべきなのはオープンイノベーションです。その具体化策の1 つとしてオープ

ンアンドクローズドという考え方があります。つまり開発した技術を大胆にオープンにする一方で、秘伝

のたれのような、独自開発したオープンにできない技術に関してはブラックボックスにして外部に出さ

ずしっかりクローズドにしておく、というものです。私は当初、特許をとって知財管理をしっかり行えば、

独自開発技術は守れるだろうと思っていたのですが、今、例えば中国では世界中の特許をデータベ

ース化学して全部取り込んで研究者や技術者に全部チェックさせる。早い話が、技術後発の中国とし

ては特許の侵害をしないが、オープンになっている特許技術を徹底的に研究してヒントを得ようとする

のです。２０年間の特許を確保したから、それで全て大丈夫ということは絶対あり得ない、ということが

わかり、日本としては特定の独自技術についてはブラックボックス化してクローズドにして、それ以外の

技術をオープンにして、他企業と大胆に連携してイノベーションに取り組めばいい、という考えに変わ

りました。ということで、まず問題提起したいのは、イノベーションの壁を打破するのは、企業などの大

胆なオープンイノベーションです。 

 

注目すべきホンダジェットとダイキン工業 

 そこで、２つの事例を申し上げたい。１つはホンダジェットの話です。自動車のホンダの子会社、ホン

ダエアクラフトが開発したビジネスジェットのことです。私は、藤野さんという社長とお会いしていろいろ
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話を聞き、すばらしい考え方で、これが今後のグローバル化に対応する日本企業のオープンイノベー

ションだと思いました。 

何がポイントかというと、御存知の、ライバル視されている三菱重工子会社の三菱航空開発の中型

旅客機ＭＲＪがいまだにテイクオフできてない中で、ホンダジェットは、いち早くアメリカ連邦航空局から

認証をとって、今やアメリカのセスナを凌駕する格好でビジネスジェットでトップシェアをとりつつあるの

です。 

 何故、ホンダジェットは成功したか。そこがリーダーの藤野社長のすごさです。アメリカが航空大国と

して非常に大きな市場を持っているので、狭い市場の日本に本社を置かずアメリカに開発製造の拠

点本社を置いて競争すること、そこで独自開発した技術に磨きをかけ技術をアピールする、かつ２０カ

国の技術者、スタッフを抱えた、いわゆる異文化コミュニケーションを使って大胆に競争力確保に努め

る、という、言ってみれば、これまでの日本企業の自前主義、国産第1 主義におさらばする企業展開

をしたのです。 

藤野社長は、東大工学部の航空宇宙を出られた技術経営者で、航空エンジンはそれまで胴体の

中に据え付けるのが当たり前だった既成概念を打破し、あえて飛行機の主翼の上に置いたのです。こ

れがイノベーション好きのアメリカを驚かせた。特に、自動車メーカー子会社が主戦場を米国に置き、

そこで競争しながら独自技術開発する、凄いやつ、という評価だったのです。そして航空エンジンの最

先端を行くＧＥが技術連携を求めてくるほどだったのです。これはやはり、三菱のＭＲＪとの決定的な違

いです。つまり、自前開発、国産でやるということじゃなくて、アメリカという主戦場で開発していくバイタ

リズムです。これが１つ。 

 もう一つの事例は、大阪のダイキン工業です。ここが中国と提携して、中国市場進出では後発ながら

業務用エアコンで一気にトップシェアのランクをつかんだ。中国でなぜ勝てたかというと、これは井上さ

んという会長のすばらしさです。中国の１３億人の巨大マーケットに入り込むために、あえてダイキンが

誇りにしている独自開発のインバーター技術、これは省エネで中国が喉から手が出るほど欲しい技術

ですけれどもそれをあえて中国に提供した。そのかわりマーケットをとったのです。 

ただし、井上会長もなかなかしたたかで、中国と話し合った結果、肝心のインバーターの最後の、言

ってみれば秘伝の部分はブラックボックスにする、しかし、全体の９０％近いモジュール技術も含めた

インバーターの周辺技術に関しては、全て中国に対してオープンにして現地生産に委ねてもOK とい

う交渉内容でした。井上会長は、ダイキン社内から「そんなことしたら、全部あの国に食いとられるぞ」、

と言われたそうですが、そこをブラックックス化に関して、中国企業側の了解をとりつけ、結果的に両社

が WIN/WIN で行き、今も成功しています。 

ホンダジェットとこのダイキン工業の事例は、いずれもオープンイノベーションの成功事例です。日

本にとっては先進モデル事例になるもので、非常に大事なことです。やはり自前の技術にこだわらず

常にオープンでやる。これこそ日本がこれからイノベーションに踏み出すポイントだというのが私のコメ

ントです。 
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牧野氏に対する鶴岡氏のリプライ 

 

技術とマーケットの関係では先ほどお話したザ・ボディショップですが、彼らは自分で物をつくって

ないのですね。マーケティングの成功です。ユニリーバとかプロクター＆ギャンブルは腰抜かしました

からね。洗濯石鹸あんな高く売れるのと。だってあの当時、日本でユニリーバがラックスの石鹸を３３０

円で売っていたのに、ザ・ボディショップが５０円で売っている洗濯石鹸を１，０００円で売ったんですよ。

そんなことあり得ない。やはり技術だけでは勝てないのです。ですから大事なのは、１つの技術じゃな

くて原料からマーケットまでのバリューチェーンを全部見ながら何をつくって誰に売るのだということを

初めから設定することです。 

オープンイノベーションの件ですが、アメリカは重要な特許を公開しません。主要大学では特許と論

文数で評価するのをやめています。理由は簡単。論文書けばばれちゃうから。アメリカはそういう政策

とり始めました。イギリスもその傾向を出してきています。一方、日本の文科省は論文出せ、特許出せ

と真逆の政策です。イノベーションやるのだったらやめてほしい。オープンイノベーションはやったほう

がいいのですけれども、相手をちゃんと見ないとだめです。今こういう世界情勢を考えるとセキュリティ

の問題があります。例えばナノカーボンでは中国の論文数は圧倒的に多い。ところが工業化技術はほ

ぼゼロに近い。なんちゃってナノカーボンっていうのが中国なのです。 

そうすると、ナノカーボンは将来軍事技術の重要なポイントになるのはわかっていますから、中国には

出せないわけです。パキスタンに出せないわけです。イランに出せないわけです。そういうことを考え

ていかなきゃいけないので、オープンイノベーションは口で言うほどやさしくない。逆に非常に難しい

問題です。 
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【第４セッション】  
 

 

 

 

 

“日本を守れる” 

イノベーションとは？ 
 

 

 

 

[基調報告者] 
 

矢野 義昭 氏 

 （東京工業大学客員講師 

元第一師団副師団長兼練馬駐屯地司令・陸将補） 

 
 【論点】 自衛隊とは何か？言うまでもなく、日本国民を軍事的災害

（外国軍の侵略）と大規模自然災害から守る存在である。その自衛

隊を憲法９条に明記する議論もあるが、果たして自衛隊の「防衛力」

はこの国を守るのに十分なものなのか？イラク日報問題で揺れたシ

ビリアンコントロールはほんとに信頼できるのか？“日本を守れる”自

衛隊のイノベーションが問われる。矢野氏は京大で機械工学と中国

哲学史を学んだ後、陸上自衛隊幹部候補生学校に飛び込み、「制

服組」トップまで登りつめた異色自衛官。普通の民間人のわかる言

葉で自衛隊の実像と国民的課題を語る。 
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アメリカ頼みの時代はもう終わっている 

 私は防衛大学校の出身ではなくて一般大学の出身なのですが、安全保障の問題では学生のころか

らいろいろ関心を持っていまして、特に歴史が好きだったのですが、歴史の曲がり角には必ずこの軍

事という問題が出てくる。戦争という現象があるということで、イギリスの歴史学者のアーノルド・トインビ

ーもそういうことを言っていますけれども、この軍事の問題を戦後長らく日本ではタブー視してきました

が、それがもう許されない時代になるだろうということで、軍事戦略とか戦術、あるいは戦史、こういうも

のを学ぼうということもありまして、自衛隊の世界に飛び込んだわけです。いろいろ現場経験を踏みま

した。零下３０度の中でスキーやったりとか、この間も迫撃砲弾が出て問題になっていますが、ああいう

ものも撃ったり、いろいろなことをやってきました。 

 もう１２年前に退官したのですけれども、退官してから当時予想した以上に周辺情勢が激変をしてお

ります。その中で、日本をめぐるバランス・オブ・パワーというものが変化をして来ました。きょうお話しし

たいことは、要するに日本の防衛というのはこれから自立化を迫られるということです。昨日来の報告

でも自立という言葉は何度も出てきたのですが、安全保障においても全く同じです。アメリカ頼みの時

代はもう終わってきている。アメリカ自身がそういう余裕がなくて、米本土防衛にもう手いっぱいという時

代になってきています。 

 では、その自立化を達成するためにはどうしたらいいのか。きょうのお話のメインなのですが、それこ

そまさに今回の白馬会議のテーマであるイノベーションですが、“日本を守れる”イノベーションは４つ

あると考えております。 

 １つは、国のレベルでのイノベーションです。何よりも大事なのは、国民の意識の問題です。やはり

自立意識を回復しなければだめです。憲法にある諸国民の公正と信義に信頼をして日本の生存とか

安全を守るという時代はもうとっくに過ぎているということです。 

 それから２つ目は、核の独自の抑止能力を持たなければだめだ。具体的に言いますと、原子力潜水

艦に弾道ミサイルを載せるということなのですが、恐らく日本では原発同様タブー視されていますが、

私はあえてこれを申し上げたい。これほどコストパフォーマンスのいい、確実で信頼のおける抑止手段

はありません。これをやれる能力は日本に十分あります。やるかやらないかは、国民の理解と支持の問

題です。国民が理解し支持をしてもらえれば、政治が動き、十分できるということです。全米学者連盟

では１年以内に日本ならできると言っております。 

 ３つ目は、自立的な通常戦力の体系をつくらなければならない。 

 ４つ目のイノベーションとしては、そのためのキーテクノロジーについて紹介したいと思います。 

  

中国を第一の主敵としたアメリカ 

まずバランス・オブ・パワーの変化についてです。世界人口は今76 億人以上ありますが、今後も経

済成長が続くということで、非常に限られた地球という容量の中で成長力というものが限界に突き当た

っていく。これはローマレポートなんかで1972年頃から言われていますが、これがいよいよ現実化して
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いくということで国家間の生存競争が激化していく時代になっている。冷戦崩壊から約３０年たったの

ですが、今ここに来て新冷戦とも言われ特に米中の間での覇権争いというものがいよいよ表面化をし

てきた。オバマ政権の８年間は戦略的忍耐と称して様子見をしてきた。表向ききれい事を言っているけ

れども、実際には何もやらなかった。その間に中国とロシアがパワーを回復をし、そして影響をどんど

ん拡大をしていった。これが例えばウクライナの問題にも出ているし、シリア、中東でもそうです。それ

から、南シナ海では中国が力を背景とする現状変更を強引にやってのけた。 

 これに対してオバマ政権時代、アメリカは何もせずに来たものですから、世界的影響力、威信という

のを著しく損なっている。これを何とか回復しなければいけないというので、アメリカファーストを打ち出

し、アメリカをもう一度偉大な覇権国家として再建する。そのためにはもうなりふり構わず国益第一主義

でいくのだというのが、トランプ政権の基本方針です。そのトランプ政権にとっての主敵はどこか。これ

は中国です。そのために北朝鮮とも手を結び、ロシアとも今手を結ぼうとしている。これがトランプ政権

の基本的な対外戦略であり安全保障政策です。 

 その際、バランス・オブ・パワーの中心になるのは軍事力であり、その中でも核戦力です。これはもう

むき出しのリアリズムの世界に戻ってきているということです。冷戦崩壊後一時、制度的枠組みをつくり、

そして経済的な交流を深めていけば、世界的な秩序というものは維持されて国家間の協調の時代が

訪れるという楽観的なリベラリズムというか、そういう世界観が支配した時代もありましたし、あるいはもう

歴史は終わったというような意見もあった。また、いわゆるイデオロギーの問題にしても、国民の内面か

ら変えていく。経済が成長したらロシアや中国も変わっていくのではないか、民主化が進むのではな

いか、こういう意見もあったわけです。しかしそれが現在では、いわゆる世界的な生存競争の激化とい

うことで、各国とも非常に余裕がなくなってきている。 

 日本はそういう点で言えば、先進国だけではなくて世界的に見ても非常に安定した政治情勢、それ

から国内の治安のよさ、そして低成長とは言われながらも着実に発展して完全雇用も達成している。

金融資産についてもバランスシート総体としても非常にすぐれたポジョンを維持しているということで、

私は将来的には楽観をしております。必ず日本の再生、あるいは日本が世界の中でそれぐらいの尊

敬を受け、地位を取り戻す時代は来る。その能力は日本に十分あると思うのです。 

 ただし、ここ１０年ぐらいの間のこの日本を取り巻く安全保障環境というのは、非常に厳しくなってくる。

今一番注目すべきは台湾海峡です。ペンス副大統領が先月（２０１８年１０月）演説をして、米国は中

国の力を背景とする現状変更は許さない。南シナ海における公海、航行の自由の作戦を継続する。

我々は屈しないとはっきり言っているのです。ところがその後すぐに中国は何を言ったか。南シナ海に

おける他国の介入を許さないということで航行の自由作戦をやめろということをはっきり言っているので

す。もう南シナ海で米中のつば競り合いが起っている。一触即発状態になってきている。只、米中首

脳会談では当面話し合い解決という方向になると私は思っています。いわゆる強硬に言う立場と本音

で物を言う立場を使い分けて巧みに硬軟両様で攻め込んで、相手をコントロールしていく。これが今

のトランプ政権の対外政策のやり方で、恐らく米中についてもそういう方向に行く。 
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 ただし、米中の問題は単に当面の南シナ海の問題あるいは米中の貿易戦争という次元ではなくて、

これは覇権争いですから長期間にわたって続きます。そして、基本的に中国を第一の主敵としたアメリ

カの間接的な封じ込め政策、これはこれからもトランプ政権が変わろうと何だろうと、長期的なアメリカ

の戦略として続くであろう。その中で日本はどうなっていくか、どういう立場をとるべきかが問われている。 

 

中露の軍事費が日米欧を追い越す日 

 バランス・オブ・パワーを比較しますと、冷戦直後の９２年と最新のデータとを比較した場合に、非常

に大きな特徴があります。日米欧は現状の秩序維持に利益を見出していろんなルールを守る。いわ

ゆる既得権を持っている主として海洋国家群であり、議会制民主主義をとり、そして開放された体制で

す。これが日米欧です。欧はドイツ、イギリス、フランスの３カ国を上げております。 

 これに対して権威主義的であり陸上国家でかつ国家資本主義的色彩が強く非民主的で独裁主義ま

たは権威主義をとっている国家。これが中国とロシアです。ユーラシア大陸の二大大陸国です。 

 これらのＧＤＰと軍事費を比較しますと、冷戦崩壊直後ＧＤＰは１１倍の差があったのです。これが現

在では２．５倍に縮小をしております。それから軍事費については、５倍の格差だったものが１．４倍ま

で縮まってきている。すなわちＧＤＰの格差よりも軍事費の格差は小さいということです。これはどういう

ことかというと、中国、ロシアはそれだけ対ＧＤＰ比に対する軍事費の比率が高いということなのです。

欧米先進国の比率の倍ぐらいはある。この状態をずっと続けている。 

 このように格差が縮まった最大の理由は何かというと、中国の急激な軍事費の伸びです。何とこの３

０年間で約５０倍になっています。こんなむちゃくちゃな軍事予算の拡張をやった国は恐らく人類史上

初めてじゃないかと。ナチスにしてもスターリン統制下のソビエトにしても、これほどの軍備拡張はやっ

ていない。こういうことを、隣国である中国が現にやってきているということなのです。これによって急激

に軍事費格差も縮小していて、中国は天安門以降２０１５年ごろまでほとんど毎年のように２桁成長、１

０％以上の軍事費増額をやってきました。低成長になったといっても７～８％を維持していまして、一

貫して経済成長率以上の速度で軍事費を伸ばしています。今後の見通しについても、この傾向は、

共産党独裁が続く限り変わらないだろうということで、今の低成長、５％ぐらいの成長で予測してもこの

１．４倍の格差を中国が追い上げていくとなると、あともう５～６年で逆転をしてきます。つまり軍事費で

日米欧対中露が並ぶという時代が眼前に来ているということです。 

 他方、日本、欧州の防衛努力の不足ということも、この格差縮小の大きな原因です。特に先ほどお話

があったように、日本は非常に低成長で来た、かつ１％前後のこれも先進国中最低の対ＧＤＰ比でや

ってきています。欧州についても、経済成長率以下の軍事費の伸び率しかありません。これに対してト

ランプ大統領は、同盟国は防衛努力をせずにアメリカの軍事的な傘に守られて経済繁栄を謳歌して

きた。これはけしからん。これ以上は許さないとして、ＮＡＴＯの中では２０２０年までにＧＤＰ比の２％を

使いましょうということで一応合意しています。今のところこれを突破して２％以上なのはイギリスだけで

す。あとはエストニアとかルーマニアとか東欧の国はありますが、フランス、ドイツはトランプから言われ
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てやりましょうという段階です。 

 日本は、当面まだそこまで圧力かかっていません。しかし半面、アメリカ製の装備を、ＦＭＳ（Foreign 

Military Sales）と言うのですけれども、政府間の直接の契約によって大量に買い込んでいます。このた

めに、正面装備費の７割ぐらいがアメリカ製の高い兵器で占められるということで、独自の装備の調達

のお金というのはどんどん目減りしているというのが現状です。例えば陸ですとイージスアショアとか、

それから非常に遅い時代おくれのＡＡＶ７という上陸用の戦闘車両だとか、あるいはオスプレイです。

航空ですとＦ－３５Ｂ、これもむちゃくちゃ高いのですけれども、これをまた買わなきゃいけない。それか

ら、海上はもちろんイージス艦ということで、それぞれどの正面も非常に高い装備を言い過ぎかもしれ

ませんがアメリカから押しつけられている。日本に代替装備がないので買わざるを得ない面もあります

が、とにかくＦＭＳというのは向うの言い値で向うの都合のいいときに納入があり、お金だけは先払いと、

非常に劣悪な契約条件なのです。これを敗戦間際の再軍備の時代から、ずっと続けているのです。こ

ういうシステムはもう限界に来ているのではないか。そろそろ見直すべきだというのが、１つの自立化の

キーだとは思います。 

 

大国の条件とは核を持っていること  

要は、中露と先進国グループの間の格差が縮まってきている。ここでパワーの核心として、核戦力

のことをお話しします。パワーにも、もちろんソフトパワー、いわゆる政府の質だとか国民の団結力だと

か能力とか、外交的パワーとか文化的影響力、いろんなものがあります。しかし、これらについては急

激には変化しない。それから、ハードパワーでも、地理的な広さだとか資源とか、これもそう大きくは変

化しないでしょう。変動するとすれば、ＧＤＰであり、そしてその中でも軍事費というのが非常に大きな

パワーの源泉であるという前提でバランス・オブ・パワーをお話ししましたが、現在の核時代において

は、大国の条件というのは核を持っていることなのです。これはミアシャイマーというリアリストの国際政

治学者がはっきり言っているのですが、そういう意味では日本は決して大国ではありません。 

 中国は日本をどう言っているかというと、経済的には一人前だと。政治的には半人前だと。安全保障、

防衛の面ではアメリカの完全な従属国であると。こういう言い方をしています。これが日本の実情です。 

 ではパワー、大国とは何かというと核を持っている国です。北朝鮮はあんな貧乏国なのにあれだけの

存在力を発揮しているのは何故か。核とミサイルを持っているからです。特に大陸に届く、アメリカに届

くようなものを持っているから、アメリカも捨ておけず首脳会談に臨んだわけです。そういう意味で言うと

核というのは非常に重要なパワーの中の要素です。 

 

アメリカを脅かすロシアの核戦力 

 ロシアの核戦力については、アメリカは現在でもソビエト時代同様に相互共倒れ、いわゆる「相互確

証破壊」と言われる状態になっています。アメリカは唯一ロシアを根底から破壊できる核戦力を持つ国

であるということで最も脅威視をしております。ただしこれは核という意味においてです。総合的な意味



４４ 

 

ではもう中国を脅威視しているのははっきりしているのですが、核戦略では依然としてロシアを脅威視

している。 

 この中で、ロシアが今力を入れているのは、ミサイル防衛システムを突破する能力です。これを、こと

しの３月にプーチン大統領が教書演説の中ではっきり表明をしております。ロシアは新型の巡航ミサイ

ルをつくった。巡航ミサイルというのは低空をはってくるレーダーに引っかからないミサイルです。弾道

ミサイルというのは、最も遠くに飛ばすために45 度くらいの角度で打ち上げて重量に従って落ちてくる

というもので数千キロ以上の高さまで飛びます。巡航ミサイルというのは、地上の３０ｍぐらいのところを

飛んできます。ですから、レーダーでほとんどつかまりません。しかも、今まではジェット燃料を使って

いたので、射程も限界があり、速度も亜音速というか音速以下しか出ないというのが普通だったのです

が、ロシアの新しいタイプは原子力推進なのです。小型原子炉を内臓していて、そしてほぼ無限に飛

ぶことができる。 

 これによりアメリカが既に展開しているアラスカとかカリフォルニアのミサイル防衛システムが、ほとん

ど役に立たなくなる。ロシアからミサイルを撃つと今までは北極を越えて弾道弾を撃ってくるという前提

だったのです。ところが、この新型の原子力推進の巡航ミサイルを使われると地球を１周して中南米の

ほうから回ってくるわけです。そうすると北極のほうを向いてレーダーを構えているのが、後ろからやら

れ全く機能しなくなる。これは大変だというのがアメリカの見方です。 

 それで、アメリカは２０２０年を目標に宇宙軍というのをつくることになった。この狙いは何かというと、

巡航ミサイルは低空をはってくるから、地表との識別が非常に難しい。小型の低軌道衛星を多数打ち

上げないと発見できないのです。これを発見しないことには対応もできませんから、そういう意味で宇

宙軍というのをつくらないと、コントロールもできない、情報もつかめないということでアメリカは急いで

いる。 

 そのほかにプーチンは大陸間を数千キロも航行する魚雷を開発していると言っています。これも原

子力推進です。それから、極超音速の機動式の滑空体、これはグライダーの一種のようなものなので

すが、グライダーのようにふらふら飛んでいくのではなくて音速の６倍以上の速度で突入してきます。こ

の滑空体は軌道を変えて来るので従来のようには迎撃ができない。 

 しかも、ロシアは多弾頭の超重ミサイルを弾頭部に仕込んで撃ち込むということも考えています。この

超重ミサイルというのは、メガトン級の核弾頭を１０発以上搭載できるというとんでもないもので、一発で

フランス全土を破壊できる。それぐらいの威力があると豪語しているが、その先端にさらにごく超音速

の飛翔体を組み込むということを計画している。いずれにしても、ミサイル防衛システムは今までのやり

方ではもうだめでどうするか問われている。 

 プーチンは未来のシステムを含めてロシアが無敵であるということをはっきり言っています。無敵かど

うかはこれからの技術発展によって変わるのですが、いずれにしても現状においてはもうどうにも対抗

できかねる兵器だということは間違いない。 

 それともう一つアメリカはロシアの２，０００発の低出力戦術核というものを大変脅威視をしております。
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アメリカには以前５００発ぐらいあったのですが、今もう３００発ぐらいまでに減っているとも言われるので

すが、要するにアメリカはもうこういう戦術核というのは使わないという前提なのです。これは大体射程

が１，０００ｋｍ以下で、戦場で使うものです。ソビエト時代からロシアは非常に長大な国境を抱えていま

す。しかも中国を含めて周辺が敵性国だということで、そういう国をわずか１億４，０００万～１億５，０００

万の人口ではとても守り切れない。これに対して、戦術核を大砲と同じようにいざとなったら使って一

挙に敵を壊滅するという威嚇を与えることで抑止をしようというもので、ロシアはソ連時代からずっとこの

短距離核というのを非常に重視してきたのです。３，０００発以上持っていたと言われているのですが、

今は２，０００というところまで下げているのですけれども。 

プーチン政権は核恫喝も行っており、クリミアの紛争のときには、核搭載可能な爆撃機とか弾道ミサ

イルを展開したりして恫喝を加えています。こういう状況に対して、アメリカはロシアがＩＮＦ全廃条約に

違反しているとして同条約からの脱退を表明しました。ＩＮＦ（中距離核戦力：Intermediate- range 

Nuclear Forces）とは５００～５，５００ｋｍの射程の弾道ミサイルで、しかも地上配備のものを言うのです。

これをロシアがカリーニングラードという飛び地だとか、ウクライナの正面とかに展開しているということ

をアメリカ側は前から言っていたがロシアは否定していた。しかしロシアのINF 全廃条約違反は紛れも

ない事実です。 

 

増強する中国の核戦力と後退する米軍 

 中国の核戦力については、まず戦略核と戦域核と２つあるのですが、戦域核というのはいろんな言

葉が出てきて紛らわしいのですけれども、大体射程が３，０００～４，０００ｋｍ以下ぐらいで、太平洋正

面では西太平洋を覆うぐらいの距離の核を言います。大体グァムまで届き、インド洋北部も覆うというも

のなのです。戦略核は、モスクワや北京から米本土全土に届くような大陸間を飛べる長距離ミサイル

で、射程が８，０００～１万３，０００ｋｍぐらいの間のものです。 

 中国も非常に核戦力増強に力を入れていまして、ＩＣＢＭ（大陸間弾道ミサイル： intercontinental 

ballistic missile）についても、まず移動型にしているということ、あと多弾頭化が進んでいまして、弾頭

数が大幅に増加しています。ミリタリーバランスとかの統計では２８０発ぐらいの弾頭数だと言っている

のですが、実際は１，６００～１，８００発ぐらいであろうとロシアは見ています。つまり、ロシアも中国への

警戒を緩めていない。実際はこれぐらいを持っていて、そのうちの半数は即応態勢にあるとロシアは見

ています。 

 アメリカは、最近ＩＮＦ脱退を言うときに、中国も１，８００～２，０００発ぐらいは持っているはずだという

ようなことを言っています。中国は自国の核弾頭の数について表明したことはありませんし、それから

戦域核はＩＮＦ全廃条約に加盟していませんので、拘束されず自由に配備できます。実はアメリカ側は

拘束されるということで、海中の核、潜水艦に搭載しているトマホークのような核巡航ミサイルまで全部

撤廃しました。２０１３年ですね、オバマ政権のときに。 

 ところが、中国はその反対にどんどん増強していきまして、現在では大体日本全土を覆うものが４００
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～６００発ぐらい向いています。それに台湾や沖縄に届く射程１，０００ｋｍ以下の戦術核というのがある

のですが、１，０００～１，２００発展開しています。射程も伸びているということで、現在はもう沖縄本島

まで危ないです。つまり、沖縄の米軍基地も狙われている。 

 このような状態なので、アメリカはもう在韓、在日米軍は危険である。いざとなったら、後ろにさげなき

ゃいけないというのが彼らの見解でして、もう１０年以上前からあった。ところが今いよいよこれが表に

出てきて、米朝首脳会談でも核を完全放棄させると言っていますけれども、あれは表看板でありまして、

私が見るところ実際は非核化できない。そして北の核というのはそのまま残る。それに対して、韓国か

らもう撤退せざるを得ないというのがアメリカの見方ではないかと思います。中国は、ＧＰＳ(全地球測位

システム)用の衛星を打ち上げていますから、どんどん精度も上がってきて非常に威力は上がってきて

いる。アメリカは、何とかＩＮＦの拘束を離れて中国を軍縮交渉に巻き込みたいということで、今回ＩＮＦ

からの撤退を表明したということです。 

 

避けられない南北朝鮮の核化 

 次は北朝鮮ですがマティスさんも言っていますように、もし北に対して本格的な軍事制裁をやって核

戦力を奪うということになると、数千万人の被害が出ると言われています。これはもうとてもとれるオプシ

ョンではありません。実は９４年に同じようなことがあったのですが、当時まだミサイルの配備も本格的

にはやっていないし、それから核実験はもちろんやっていません。そういう段階で通常戦力で戦っても

２００万以上の被害が出ると言われて、クリトントン大統領も諦めたという経緯があります。 

 それから北は核実験を６回やり、そして今アメリカに届くＩＣＢＭまで完成させようとしているということ

で、とてもこんなことはできない。ということは、経済制裁もこれは中国が後ろ盾でいる限りききません。

中朝国境からどんどん物が入ってくる。ということで、ほぼ放棄させることは不可能だと私は見ています。 

 外交交渉はずるずる続くと思いますけれども、その間に文在寅政権下で南北融和が進んで、南北統

一挑戦の出現ということもここ数年の間に実現する可能性はないとは言えない。ただし、トランプ政権

は韓国に対しては、在韓米軍撤退とバーターというか、その後の抑止力として、韓国が原潜を建造す

ることを許可しています。去年の１１月の米韓首脳会談で、これは正式に決まったのです。 

それと、同時に弾道ミサイルへの弾頭重量や射程の制限についても解除をしています。これも韓国の

暴走を防ぐためにということで協定を結んで、アメリカは今まで制限してきたのです。射程６００ｋｍとか

３００ｋｍとか段階があるのですけれども、いろいろ弾頭重量との関係で北に対して過度な挑発をしな

いように抑えてきたのです。それを外したということなのです。 

 これがどうなるかというと、韓国は今国産の大型潜水艦をつくろうとしているのですが、なかなかうまく

いっていないようですけれども、ドイツから輸入したのをさらに大きくして、それに弾道ミサイルを載せる

ということで、この間垂直発射管からの発射試験にも成功したと言われています。２０２５年ごろには、

原子力潜水艦とまで行くとは思わないのですけれども、少なくとも通常動力型の潜水艦に国産の弾道

ミサイルを載せて射程１，０００ｋｍ以上を飛ばす。現在も射程１，０００ｋｍ以上の巡航ミサイルを既に載
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せています。 

 ということで、南北ともに弾道ミサイルと潜水艦発射弾頭ミサイルの弾頭に載せるのはもちろん核だと

いうことになるのですが、韓国自身はすでにプルトニウムの抽出技術やウラン濃縮技術を持っていて、

いつでも核を製造できる潜在能力を持っています。アメリカとの交渉でこれも抑えられているのですが、

プルトニウムの抽出を認めろ、日本並みに認めさせろというのが韓国の要求でその寸前まで来ている。

試験的には一部できるようになっているという状況です。 

 したがって、韓国も北も核化していくということは避けられない。北朝鮮のアメリカ本土に届くＩＣＢＭ

はもう既に完成していると見たほうがいい。なぜかというと、ことしの初めにポンペオさんが国務長官に

なる前に、ＣＩＡ長官の当時、あと半年で核のＩＣＢＭは完成するということを言っていたのです。もうそ

れから半年以上過ぎています。ということで、今の時点ではもうアメリカ本土に届くＩＣＢＭは完成してい

て、さらにこれを増産している兆候もあるということが衛星画像などでも言われています。結局核兵器

についても増産している、あるいはウランの濃縮工場が別に地下にあるという話もあって、それで増産

を続けていることは間違いない。交渉は時間稼ぎだろうということです。いつもの、今まで何回もやって

きた手です。 

 核弾頭数については、アメリカの見積もりでは昨年末４０～６０と言われているのですが、この増産テ

ンポで行くと数年以内にいかなる大国にも耐えがたい損害を与えられる水準になるだろう。耐えがた

いというのはどれぐらいかというと、数千万人規模の損害を与えられる水準です。それぐらいの被害を

与えられる弾頭が生産できるということです。現在既に昨年末で約１，０００発の弾道ミサイルを持って

いると見られていまして、このうちの約６００発は日本への攻撃が可能です。日本全土に向いているの

はこのうち約半数から４００発ぐらいで残りは西日本に向いている。特に沖縄にはこれ以外に１，０００～

１，２００発の中国製の短距離ミサイルも向いている。中国も４００～６００発を日本全土に向けているの

はさっき言ったとおりです。ということは、日本がいかに危ういかということがよく理解いただけたと思い

ます。 

 

アメリカの核抑止力回復には１０年かかる 

これは大変だというので、アメリカも本腰入れてやり出したのがトランプさんで、核戦力の増強近代

化というのをはっきりと打ち出しています。現に１９年度予算で最も伸び率の高いのがこの核関連予算

です。かつ長期的に配分を優先して確保するということをはっきり『核態勢報告』という報告書の中で

書いています。それから、ＩＣＢＭと潜水艦発射弾道ミサイル、戦略爆撃機、これもＢ５２とかミニットマン

Ⅲとかってあるのですけれども、みんな大体７０年代、８０年代に開発配備したような古いものなのです。

これを更新する。それから、核弾頭についても、９２年に最後に核実験やってから全然実験やっていま

せん。弾頭というのはどんどん熱を発しながら劣化していくので中の放射性物資は大体２０年が限度と

言われていて、もう限界に来ているのです。これをどうするかというのは、もうブッシュ政権のころから問

題になっていたのですが、オバマ政権は特に対策を打たずに来たということで、トランプさんになって
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から新型を開発するという方針を打ち出したのですが、実はこの戦力化というのか実際に役に立つの

は約１０年後です。では、その間どうするかというと、古い弾頭を何とか寿命を延ばすということでしのぐ

というのが今のアメリカの対応です。 

 低出力核についてもこれから増産するという。それからいろんな実験場を含めたインフラ整備とか人

材育成等もやります。古い人たちがどんどん退役していって、もう人材がいないのです。アメリカも。今

から養成する。だからやはり１０年ぐらいかかるということです。そうすると、アメリカの抑止力というのは

強化をすると言いつつも、今後１０年ぐらいは低下するのは避けられない。そして、その間核の傘の信

頼性というのはどうしても低下していくということです。もちろん、アメリカとしては長期的には確保しよう

としているのですが、そういう問題があるということです。 

 

南シナ海を巡る米中正面衝突はあり得ない 

米中の戦略核バランスについては中国がもしも先制した場合、これは米中の戦略核の戦争となりま

すがほとんどあり得ないでしょう。只、仮説としてはほぼ正確に見積もれます。これが核というものの特

性でして、通常戦力ではこうはいかないです。核はもうお互いに単純に応酬するだけですから、数学

的、物理的に出てくるのです。中国がもし先制に成功したとすると、アメリカ側には４，０００万人から５，

０００万人の被害が出ます。一方、アメリカが残存した戦力で中国に反撃しても２，６００万人しか損害が

出ないというのが２００７年ごろのアメリカの専門機関の見積もりです。その後も、中国側の戦略核の威

力が上がっており、移動型もふえているし水中核もふえているということでアメリカ側に不利になってい

るのはほぼ間違いない。 

 それから、アメリカが先制したらどうかというと、アメリカは７，０００発以上の弾頭を持っていました。今

は５，０００発ぐらいに減っているのですが、いずれにしても最大で１億人ぐらいという数が一度出たこと

があります。冷戦時代は７，０００万人と言っていたのですが、いずれにしても１億人ぐらいが限界です。

１４億人の中の１億人というのは中国にとって致命的ではない。むしろ適正人口規模に近づくのでは

ないか。毛沢東も１億人や２億人どうってことないと言ってフランスの人がびっくりしたらしいですけれど

も、そういう国なのです。中国という国は。米中差し違えれば、中国の報復でアメリカ側も恐らくは数千

万の損害が出るだろう。 

 ということはどういうことかというと、もうアメリカと中国は核戦争にエスカレートするおそれのあるような

軍事挑発はお互いにできないということです。だから南シナ海がどうなるのということなのですが、南シ

ナ海の上にはさっき言ったように中国の核がみんな向いています。空母も直撃されるおそれがある。と

いうことは、アメリカは航行の自由作戦やるとは言いつつも、そういう素振りは見せるけれども、正面か

ら対決してあの軍事基地を攻撃するとか力で排除するなんということはもうできないということです。そう

いうことを知っておかなければならない。 

 通常戦力のバランスについては、アメリカの海空の軍事技術の優位というのは明らかです。特に戦

闘機と潜水艦、それから空母。一応中国も空母つくっていますけれども、もう全然話にならないです。
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あれは軍事費の無駄使いだと思いますけれども、何かあったらすぐ撃沈されるでしょう。 

 

中国は国家総動員体制下の電子独裁国家 

 中国軍ですが、民兵の兵力は2011年の中国側の発表によれば8００万人とも言われていますが、国

民皆兵だけではなくて国家総力戦体制をつくっています。実は『軍拡中国に対処する』という本を今月

出したのですが、その中で習近平が重視している軍事政策の一つとして、軍民融合ということがあるこ

とを指摘しています。軍民融合とは国家総動員体制です。戦時中の日本よりもっと徹底しています。例

えば女性は５５歳、男性は６0 歳まで、民兵として国家緊急時の防衛に協力する義務を負っています。

これにもし協力しなかったらどうなるかというと、スパイ罪と大体同等ぐらいの罪で厳罰に処せられる、こ

んな国です。 

 それから、公民と言って中国籍を持っている人、二重国籍を含めてです。海外にいても全部国防に

協力する義務を負っています。ということは、日本に来ている研修生、留学生のたぐい、これはみんな

スパイです、はっきり言って。そうしないと生きていけない、彼らは。みんな母国に家族がいるわけでし

ょう。帰ったら就職しなければいけない。彼らはみんな管理されている。中国の共産党独裁政権は、電

子的に全公民の個人ファイルをつくって管理しようとしている。それで就職や結婚から旅行に至るまで

全部規制する。そういう方向に今行っているのです。まさに電子独裁の国です。オルダス・ハクスリー

の SF 小説に描かれた「すばらしい新世界」というのですか、ああいう徹底した独裁下の監視社会に今

移行しようとしている。そういう恐ろしい国です。そういう意味で、中国大陸にアメリカ軍といえども本土

まで踏み込んで地上戦をやるということもできない。ということは戦略的均衡点が中国大陸の周りのど

こか洋上になるということです。 

 

日本国内の地上戦で米軍は自衛隊と一緒に戦ってくれない 

 問題は、戦域核戦力におけるアメリカの対中劣勢ということで、この範囲内では米空母も容易に接近

できません。ロシアの核戦力も４分の１程度は極東向けで、中露接近というのはアメリカの覇権に挑戦

するという意味では共通利害があるので当面続くでしょう。もちろん中露はお互い気を許してはいませ

んが。 

 今、日露は首脳会談もやって共同経済開発やろうということで動いていますが、あれの背後にはアメ

リカの了解があるのです。今まで日露が接近しようとすると、必ずアメリカが入ってきて割った。だけど、

今はアメリカが中国からロシアを引き離さなければいけないということで、日本がロシアを日本側に引き

つける、これは逆に言うと中国から切り離すということです。それはアメリカにとっても利益になるから、

アメリカのトランプ政権の了解のもとに安倍さんは動いている。だから日露の首脳会談というのは、かな

り大きな動きになると見たほうがいいと思います。 

 日米が連携して中国からロシアを引き離そうとしている。それが今の動きですが、この中露をどう分断

するかというのが西側にとっての大きな課題であるということです。中露接近が続く限りアメリカの特に
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対核戦略バランスにおける劣勢というのは続きます。ロシアは最大の領土を持ち、中国は最大の人口

を持つ。どちらもアメリカを破壊できるような核戦力を持っているという状況で中露に接近されると、アメ

リカも対抗できない。北朝鮮も数から言うと弾道ミサイルの脅威は、西太平洋の戦域内では先ほど言っ

たように中国並みです。もちろん威力は１０分の１以下ですが。 

 アメリカの対抗戦略はどうかというと、オフショアコントロールと言いまして第１列島線というのが日本を

含めて沖縄から台湾、フィリピン、南シナ海の線です。この線より東側では敵の海域利用を機雷戦や

潜水艦戦で拒否しよう。通商破壊戦をやる。日米の潜水艦などはこの中に入っていきますが、海上自

衛隊の通常動力の潜水艦は世界一ですから多分中国側の対潜網には引っかからないと思います。 

 米軍はどうするかというと、第１列島線の、つまり日本等の海空を防衛します。従って同盟国は自国

領域を防衛しなさいとこういうことです。自国領域ということは、海と空は米軍が何とかやるけれども、陸

については自力でやれということです。つまり日本は地上戦をやらなきゃいけない。その外側のライン

である第２列島線という小笠原諸島からグァムに至るラインがありますが、第2 列島線を含む第 1 列島

線以東の海空域は米軍が優勢を維持できて間接的な遠距離封鎖をするというのがアメリカの戦略で

す。 

アメリカの日本に対する有事来援はどうなるか。特に地上です。これはないか、あるいはあっても１カ

月半後ぐらいです。この１カ月半という数値は、アメリカの政府筋のシンクタンクに実際に確認した期間

です。海空優勢を奪還し、再編をして、それから攻勢をかけるということですから、これぐらいかかると

いうことです。その間は日本が独力で日本の防衛をしなければいけない。特に地上戦については自

力対処が必要です。 

 アメリカの来援は海空戦力が主で、自衛隊を米軍は「支援し補完する」だけです。「支援し補完する」

というのはどういうことかというと、情報は提供します、訓練の手伝いはします、いろんなアドバイスをし

ます。物をあげます。しかし、自分たちは直接第一線に立って戦うことはしません。こういうやり方は、

今イラクとかアフガンで実際やっているのです。地上戦で米軍に被害が出ると帰還兵は家族を含めて

生涯面倒を見なきゃならい。そうすると社会保障の負担が大変なのです、医療費とか家族手当とか。

これが財政的にもたないところまで来ているので、大規模な地上戦闘で大量の死傷者が出るような戦

いはもうできない。いかにして中東から早く引くかというのが、トランプ政権の１つの課題なのです。だ

からもう日本有事でも、こういう状況だということを覚悟しなきゃならない。これは新しいガイドラインの中

にはっきり書いています。日本の防衛は主に自衛隊が担う。したがって、日本は自力で１カ月半は少

なくとも頑張らなければいけないのですが、現在の日本はそんな体制にはなっていない。 

 

山積するイノベーション課題 

 ではどうするのか。ここでイノベーションが必要になる。 

自立防衛体制の第一はまず意識です。自分たちの国は自分たちで守る。人をあてにはできないの

だというように意識を切り変えなきゃだめです。これには特にメデイアの論調なんかも変わってもらわな
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いと、もっとリアリズムの視点に立たたないとどうにもならないです。「危機管理戦略サイクルを回す」と

いうことなのですが、私は『危機対策必携マニュアル』という本を先月出したばかりなのですが、その中

でこのことを書いています。これで今一番問題なのは、省庁縦割りです。日本には国家戦略頭脳がな

い。これをどこかにつくらないと戦略サイクルは動かないのです。それから国レベルの情報機関もあり

ません。さらに教訓を汲み取って分析してそれを普及する大学や研究機関もほとんどありません。諸

外国では、軍事学とか安全保障学というのは大体３分の１の大学ではありますが、そういう講座とか学

部が日本にはほとんどない。これも異常です。これを何とか変えなければいけない。シンクタンクもつく

らなければいけない。それから、実行組織の増強では、自衛隊の増員が必要です。予備役というのは

予備自衛官のことですが現在４万弱ぐらいしかいない。普通、予備役というと現役と同数または倍ぐら

いいるもので、日本ですと２５万から４０～５０万人ということになりますが、これがない。 

 こういう努力は、どんな小国でもやっているのです。日本は少子化だと言いますが、制度的に不備だ

からできないだけです。国民が2018 年で１億2,642 万人もいるのです。世界の徴兵率で見れば、世

界は大体 76 億の人口で正規軍と準軍隊、予備役合わせて７，０００万人ぐらいいます。つまり大体１％

近くになります。日本だと１２０万人です。これが世界平均です。それから軍事費のＧＤＰ比は世界平

均で２．４～２．５％です。日本は約１％です。いかに日本が世界平均から比べて防衛努力をやってい

ないかということです。それから、国家レベルの警察、消防がない。これも異常です。普通はどこの国

でも一元化したものがあるが、日本にはないので東日本大震災のようなことが起こると東京消防庁が

駆けつけるということになります。日本には郷土防衛隊のようなものもありません。これは実は昭和３０

年ごろに自衛隊創設当初に１０万人規模で検討されたのですが、当時はもう経済優先で応募する人

もいなくて潰れたという経緯があります。実はこういうものは必要です。これは若衆宿なんかと同じで、

郷土の振興、それから人のつながりをつくる基礎にもなる。地域振興とか地方再生の核にもなるし国

民教育の場にもなる。そういう意味でもこれをやるべきですし、対テロや防災とも連動すべきです。 

 あと民間防衛で特に申し上げたいのは大規模災害に対する多目的シェルターです。それから国民

保護法についても国民に義務化をしていません。私権を尊重する余りこれをやっていない。さらに国

外勢力の各種浸透への対処。これも大変重要で、国民を対象にした秘密保護法がないと意味があり

ません。なぜなら一般国民を装ってスパイというのは入るからです。だから国民を対象にしないと防止

法にならないのです。決して国民を脅すとか私権侵害するという意味じゃなく、国民を守るために必要

なのですが日本にはない。それからサイバーセキュリティも非常に重要な問題です。外国人による土

地の売買規制とか、心理戦への備えとか、知的財産の保護、この辺はアメリカと歩調を合わせてやら

なきゃだめでしょう。 

そして改めて言いますが核抑止力の保持です。日本の近海の深い海に沈められて、かつ報復にし

か使えない自衛的な抑止力としてＳＳＢＮ（弾道ミサイル搭載原子力潜水艦: Ballistic Missile 

Submarine Nuclear- Powered）を持つべきだというのが、私の案です。一旦撃つと発見されて撃沈され

てしまうので、敵から自国が核攻撃を受けた後の報復にしか使えないというものです。だから自衛的で
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す。通常戦力としては、クロスドメインまたはマルチドメインという言葉で呼ばれるのですが、これまでの

陸海空だけではなく、宇宙、サイバー、電磁波などの新たな空間も加えた、6 次元の領域にまたがり統

合された能力を兼ね備えた通常戦力を備えることを考えなければならない。これはほかの分野も同じ

だと思うのですが、そこの中で核になるのはＡＩとデータベースです。これを意思決定支援に使う。しか

し、人の命のかかる問題の決定はＡＩではできません。やってはいけないしできない。 

破壊力について一番大事なのはソフトキルです。サイバーとか電磁パルス、情報戦といったソフトキ

ルが非常に重要になっている。戦力基盤の面でも、ＡＩを中心にした自動兵站とか無人輸送システム、

それから３Ｄプリンターを活用した前方整備、こういったものが非常に重要になります。米軍などはもう

パイロットの７割は無人機のパイロットです。新たな各種ミサイルに対処するための革新的ミサイル防

衛システムということでは、レールガン、マイクロウェーブ、高出力レーザーなどがありますが、これはい

ずも開発には時間がかかります。しかしいずれもエネルギーの続く限り、非常に低いコストで連続して

撃てるという特徴があります。電磁パルス兵器は、強烈な電磁パルスで敵ミサイルの弾頭部などの電

子装置を焼き切るもので、実用化に最も近く、ICBM 対処にも使えるでしょう。レールガンはリニアモー

ターカーと同じ原理で弾丸を高速で打ち出すもので、10 年以内には約 1 千キロの遠距離目標も撃て

るようになり、ICBM 対処も可能になるでしょう。高出力のレーザー兵器は、レーザーが大気中で減衰

するため近距離目標しか対応できませんが、多数の目標を 1 発 1 ドル程度で撃ち落とせるという特長

があります。ただし攻撃側も申し上げたように、極超音速の軌道を変化させて飛ぶ飛翔体などを配備

するでしょうから、これらの革新的なミサイル防衛システムでも、ICBM の撃墜率は、100%にはならない

でしょう。その意味で核ミサイルの脅威は無くなりません。 

 最後にシビリアンコントロールですが、一番大事なのは政治と軍事の間のお互いの相互信頼です。

それから国民の理解が必要です。自衛隊内部で起きたこの前の日報問題については、シビリアンコン

トロールの逸脱なんていうものではなくて、政治の無理解が招いたものだと思います。一番根本の問

題は戦闘地域なのに戦闘がないという前提で自衛隊を送り込んでいることです。ここにもともと無理が

ある。あるいは欺瞞があるのです。その矛盾を現場にしわ寄せして活動させているのです。日々の状

況報告に戦闘という言葉を使うのは当たり前なのです。それをけしからんと言うこと自体がおかしいし、

日々情勢が変転し、戦闘状態も予期して備えねばならない現場の実情を全く理解していない。それか

ら、防衛省内の電子化がおくれ 

ているのです。いろんなところに電子ファイルで入っているものを管理し切れていない。だから内部法

規や文書管理システムを切りかえ電子化するなら徹底的にやらなければだめです。この問題はほか

の省庁も同じだと思いますが、自衛隊でもやらなければいけないということです。ちょっと駆け足になり

ましたが、以上で終わらせていただきます。 
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コメント 

 

フリージャーナリスト  藤田 正美氏 

 

平和活動家の本音 

 非常に率直な安全保障論議をありがとうございました。今言われたようなことを一般的に議論するの

は非常に難しい。例えば、ミサイル原潜を建造するなんていう話はほとんど一般的にはできないし、メ

ディアもそんなことを議論しません。 

 日本は第二次世界大戦で敗戦し、安全保障という問題に関して米軍にお任せになった。これは日

本の意思だけではなくて、連合国側の意思でもあったわけですが、お任せして経済的繁栄を享受して

きました。安全保障問題を 『ニューズウィーク日本版』いう雑誌でかつて私が編集長のときに企画しま

して、社会党系の平和活動家のところに取材に行きました。彼が語った一番印象的な言葉は、「我々

は平和をどうやって獲得するかということをずっと考えないで来た」でした。非常に率直な意見だったと

思います。 

金正恩は核を放棄しない 

  ４年ぐらい前、北朝鮮に行きました。監視役兼通訳で北朝鮮の外務省の人がついたのですが、比

較的しっかりした人だったのでいろいろ議論を吹っかけてみました。そのときに、要するに北朝鮮の人

は貧しいし、インフラの整備は整っていない。例えば平昌から板門店へ下る高速道路なんてもう本当

にぼこぼこで、時速８０ｋｍ以上では走れないなんていうところを放置してあるわけです。２，４００万人ぐ

らいの人口で１００万人以上の軍隊を持つなんていう無駄なことはやめて、軍事費を削り、インフラ整

備のようなところにお金を使ったらどうだと言いました。そのとき彼はこう言いました。「確かにおっしゃる

とおりだけれども、もうそろそろ我々は１００万人の軍隊を持たなくてもよくなる」と言ったのです。４年ぐ

らい前ですよ。で、私はふっとそこで考え込みまして、「それって核武装すること？」と言ったら、彼は

堂々と「そうです」と言ったのです。つまり核武装すれば、１００万軍隊は要らないので、コストが安くな

るというのが北朝鮮の戦略だというように外務省レベルでは考えていたということです。したがって、今

さら金正恩が核兵器を放棄するとは思いにくいのです。 

 

日本に自立防衛は可能か？ 

 北朝鮮が核武装する状況にあるとはいえ、では矢野先生のおっしゃる日本の自立防衛ということに

なると、それは果たして可能なのかという疑問がどうしてもぬぐえません。現在の防衛費はＧＤＰの約

１％、金額にすると約５兆円という水準です。そういう中で、オスプレイ、ＡＡＶ７、Ｆ－３５Ｂ、イージス・

オフショアなどという非常に高い兵器をアメリカから買うことにしています。しかも、Ｆ－３５ＢなどはＦ－１

５と違って、日本での整備ということが不可能なぐらい、つまり故障したら日本ではどうにもこうにもなら
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んというような飛行機です。逆に言うと日本の自衛隊の米軍依存率はますます高まっていくというのが、

安全保障専門家の意見でした。 

 そういう中で自立防衛を目指すにはどうするのか。例えば、Ｆ－２みたいに戦闘機を自力で開発する

のか。もし自力で開発するとなると、日本は国産の武器を外国に売るのだという前提でやらない限りが

自衛隊で使うだけではどうにもコストが高くなりすぎるでしょう。 その一方で日本は、核武装はどうする

のか。きょうの最大の問題だと思います。日本人の核アレルギーはともかくとしても、核武装が本当に

究極の抑止力として意味を持つのかという問題を真剣に議論しなければいけない時期に来ているとい

うふうに思います。 

 私自身は、核武装で安上がりな核抑止できるとは思いません。例えばＳＳＢＮを原潜に積んで日本

海や太平洋のどこかに沈めて置くなんていうのもそう簡単ではない。しかもそれは１隻ではすみません。

ミサイル原潜を守る攻撃型潜水艦も含めていくつかの艦隊が必要です。それを最低でも３つか４つ保

有するような余裕、それに耐え得るだけの軍事費を日本が出せるかどうか、とても疑問に思います。 

 

 

 

藤田氏に対する矢野氏のリプライ 

 

 

自立防衛は可能 

確かに既存の予算の枠での自立防衛は無理だとは思いますが、財政的には十分可能です。という

のは、日本はもう基礎技術として潜水艦も弾道ミサイルも誘導装置も全部持っています。例えば個体

燃料ロケットについては、Ｈ－ⅡＡとかＢの推進用のブースターは４本ついていますが、あれはもうＩＣ

ＢＭそのものでして、少し縮小すれば潜水艦に搭載することも可能です。それから、誘導技術につい

ても、準天頂衛星もありますし、あと「はやぶさ」の再突入技術も確立している。潜水艦の技術は世界

の最先端です。財政的に言うと、巡航ミサイルタイプだと年間１兆円、それから弾道ミサイル４隻を潜水

艦で載せても大体年間２兆円ぐらいの予算規模で可能です。これは、イギリスの例とかで推定できるこ

とで、ほぼ妥当な値だと思います。 

米国会計検査院の見積もり結果によると、米国は1940 年から1995 年の間に核兵器関連予算とし

て 1996年度のドルに換算して、総額約5.5 兆ドル(年平均約 980 億ドル)、国防予算総額の約11%を

使ったが、そのうち核兵器の生産には4094 億ドル、7.4%を使ったに過ぎない。核関連予算は主に、

3.2 兆ドルは核兵器の展開に、9372億ドルは敵の核攻撃に対する防御に、8311億ドルは目標への誘

導や統制に使われた。日本の場合は、運搬手段の開発配備、ミサイル防衛、指揮統制などの核兵器

以外のシステムは既にほぼ出来上がっている。核兵器システム、特に必要な純度の放射性物質を確

保できれば、全米科学者連盟も指摘しているように、シミュレーションを使い核実験なしでも1 年以内
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に核兵器を製造できるとみられる。米国のような大規模な高度のものではなく初歩的な核兵器の開発

製造コストは、今なら数千億円程度とみてよいであろう。 

一番の問題はやはりサイバーセキュリティです。これはそれなりの投資も要るし体制も要る。国が管

理をして、モノそれからソフトウェア、人まで全てセキュリティをチェックして、完全な安全性の保障がで

きるような基幹システムを構築する。そこに民間も入ってもらって、同時にいろんな被害情報等も入れ

てもらう。巨大なデータベースをつくって国民全体が共有するというようなシステムをつくれば、サイバ

ーセキュリティもかなり飛躍的に進歩すると思います。そのような基礎技術力を日本は持っている。 

 それから、テロの問題についても、これは警察が所管している問題なのですが、特に海上からの外

国勢力の浸透に対して非常にまだ弱いので、海上保安庁の武装力をもっと強化しなければだめです。

というのは、相手方は中国、ロシア、北朝鮮とも軍事仕様の艦船を使っています。日本は貨物船仕様

のぺらぺらなのです。武装力も弱いということで、こういったことを強化することも十分可能です。これも、

日本としては法制の整備をやるということでできると思います。もしそれができないのであれば、海陸自

衛隊に平常時からの警備権限を与えるということでも対処可能です。 

 武器輸出の問題と武器の生産の問題もちょっと触れておきたいのですが、武器の輸出についてはこ

れは既に緩和されていまして、実質的にはほかの国と同じような次元の運用が可能になっています。

ただ日本の場合は長年中断してきたので、例えば販路の拡大とかそれからいろんな手続についての

細部取り決めとか、あるいはそういった企業の完熟度というか、そういったことがまだまだ行き渡ってな

いので実績に結びつかない。それから一番致命的な問題は、実戦に使ったことがないということで、そ

ういう意味で信頼度に問題があるというようなことがあってなかなか伸びない。当面は例えば民需・軍

需両用のデュアルベース部品を輸出するとか、あるいは潜水艦とか得意分野に絞って部分的な輸出

をしていくといったことが必要ではないかと思います。今警備艇などもフィリピンに出したりしていますし、

将来的にはこういった分野で飛行艇とか警備艇、潜水艦といった分野でも完成品を輸出するということ

も可能になると思います。 

 

アメリカとリンクした核抑止力を 

 核の抑止能力についてはアメリカの戦略核といかにリンクさせるかということが大事であって、日本単

独の核で中国やロシアと対峙するという意味ではありません。これはイギリス、フランスも全く同じです。

独自の指揮系統を持ちながら、アメリカの戦略核と一体化をしていく方向が望ましい。イギリスは潜水

艦と核弾頭は独自のもので、弾道ミサイルはアメリカ製を使っています。そういったやり方ができれば

アメリカとしても経済利益を確保し、かつ抑止力が高まることになります。 

日本の国土や人口あるいは報復能力というのが全部アメリカ側と一体になりますから、中露に対し

てもかなり抑止能力が上がるということです。タブーになっているとか、政治的問題についてこれ以上

は言っても仕方のないことですが、私としてはあえてタブーを破って言っているのです。 
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悪夢を現実化させないために 

 日本が抑止能力を持ってなかたらどうなるか。米中の間でコマに使われるという危険性がある。米中

の対峙というのは、これから長期的に続きます。その覇権の争奪の一番大きなキーになるのは日本で

す。日本の持っている地理的な位置、これは余りにも中国に近過ぎる。それから日本の持っている潜

在的な富と技術力、これをアメリカも中国も狙っています。日本が独自の自立した防衛力、特に核抑

止能力を持っていないと、アメリカ、中国いずれに対しても言いなりになるしかないということです。 

 例えば中国の言いなりになったらどうなるかというと、大挙して沖縄あたりに１００万人ぐらい移民が入

って来て乗っ取られてしまいます。そういうことが現実にチベットでも新疆でも起こっている。もう内モン

ゴルなんかはモンゴル語が通じないですから。新疆でも人口の７割、８割が漢族です。今チベットでも、

ラサにどんどん漢族が入りこみ、その支配が拡大している。こういう状態が例えば沖縄で起こり得る。東

京や大阪のような大都市の目抜き通りで中国人や朝鮮半島の人が地主になってみんな住み着き日本

人を追い出す。こういうことが終戦直後も起ったのですが、それがまた再現される可能性がある。人口

が１億人を切り、やる気のない鍛錬もされていない若者ばかりになってしまった日本へ、徴兵制で鍛え

られたような周辺国の人間が入ってきて、都心部が彼らに占拠されたり、経済や政治の中枢を握られ

たら、日本人は隅っこに追いやられてしまいます。日本列島の主権もみんな内側から崩される。そうい

う状況になりかねないということです。だからどうしても自立した防衛力と同時に抑止力を持たなきゃだ

めです。その切り札が核であるということです。 
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˲第１トーク˳ 

畑中 努 氏  
（ＣＨＩＫＹＵＪＩＮ） 

 

 

 

畑中と申します。 市川さんとは、２００7 年頃にお会いしていて白馬会議のことは１回目が始まる時

から知っていたのですが、参加したのは今日が初めてです。私は福岡県飯塚市出身で炭鉱町に生ま

れました。私が生まれた昭和４２年の前年が丙午で子供が少なかったので、その影響で私の年はすご

く多く、怖いお姉さん方がいる１年下で育ちました。 

 

イノベーションと子育て 

大学中に１年イギリスに行ったり、大学院に進学したり、その後派遣で働いたりして３０歳になる年に

東京に出てきて初めて就職をしました。東京生活がちょうど20 年経過したところです。 

就職するときはバブル絶頂期でした。私は福岡からある酒造メーカーさんの面接に東京に行きまし

たが、その飛行機代も出ましたし、宿泊代も出て１時間の面接で内定が決まるような時代でした。今の

若い人たちが地方から交通費を払って上京し就職活動するという大変さには世の中の変化を感じて

います。 

 ３０歳のときに外資系のコンサルティング会社に就職し、そこで４年働き、その後日本の会社に入っ

たりして、この２０年間でもう５社目です。私としては、同級生よりも１０年仕事を始めるのが遅かったの

で、東京のテンポが３倍のスピードだったら３年働けば、彼らとの１０年の差を追いつけるのかなと思っ

ていました。その東京で１年働いたころからお盆、お正月に九州に帰るのも何か面倒くさくなるぐらい

東京の生活になじんでおりました。結婚したのがちょうど１２年前ですが、２００８年に子供が生まれ、子

育てがあったりで白馬会議へ参加するチャンスも遠のいていました。 

 今回のテーマであるイノベーションということですが、私は家族とか普通に生活している中から何かを

変換させていかないと、世の中の変化には結びつかないのかなとも思っています。社会保険の話も先

ほどありましたが、あれは旦那さんが働いて奥さんは専業主婦というベースでの計算がもとになってい

るかと思います。私は結婚するときもう３８歳でしたので、彼女にはずっと働いて欲しいと言いました。と

いうのは子供が成長したときに再度仕事に戻ろうとしても５０歳では仕事がないのではないかなと思っ

たからです。そういう意味ではダブルインカム・ワンキッズでいいのかなと思って生活を始めました。 

４１歳で子供が生まれました。６０歳のときに子供が二十歳になって手を離れればと思ったのですけ
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れども、今やっと１０歳になりました。二十歳以降は子供が直接自分で責任を負うとすれば、親が責任

を持つのがこの１０年かなと思って、今までの１０年は子供にいろんなことを経験させてきました。先ほ

ど話したように嫁も働いているので、子供にはデジタルというよりもアナログ的なことを教育しようと自分

なりに思いまして、私の飲み会に夜１１時頃まで連れて行ったり、同窓会に同席させたり、いろんなこと

をしました。そうすると、今子供はついて来なくなったのですけれども、そのお店の常連さんからは「娘

は、娘は、」と言われて、私のことは覚えてないというか、娘のことばかり気にされるので、人と違うことを

やることによっても自分が覚えられるのかなというのを体験しました。 

 現在、多くの女性が働いていて雇用均等法等が整備される中で思ったことは、男性は出産と授乳だ

けはできませんが、家庭の中のことは子育てを始めほとんど男性でもできるかなということです。やはり

会社の中でいろんなイノベーションを起こすにしても、女性の力が必要ですが、家庭で男性も家事を

分担してやったことがないとやはり女性への理解不足となります。そういう意味では 

子育てという現場を知っていたことは今となれば私の中では良い選択だったかなと思っています。 

 

日本で生活したい ASEANの子を支援 

 現在国会で新しい在留資格の問題が議論されています。去年の白馬会議の人口減少や人手不足

に重なる問題かなと思います。私が勤務している財団では職員が１６名いて日本人は４名で、その他１

２名は外国籍の職員で、特にＡＳＥＡＮの出身です。財団の創設者の意思としては、漢字圏の子は漢

字もわかるし日本に来ることは、ある意味容易であったり経済的に恵まれていることがあるが、一方ＡＳ

ＥＡＮの非漢字圏より苦労して日本に来ている若者がおり、その若者たちを支えるというのが財団の使

命として活動しています。 

 ＡＳＥＡＮの若者は日本に来るために一般的には１００万円位借金をして来日していますが、それを

返すためには日本で働くしか返済方法はありません。けれども、学習を妨げない範囲ということで週２

８時間しか働けません。日本人と違う制約はその他にもいろいろあります。そういったことをわからずに

来日する子が多いので、彼らに日本で生活するためには幾らかかる、経済的な支援がないと、日本に

来ても苦労するだけということを指導しております。昨今、在留外国人の失踪問題が出ていますが、そ

の理由は現地の送り出し組織と日本の企業が連携していて、｢入国して、ここに連絡する、お迎えが来

て逃げる｣といったふうな仕組みができていたりするのですが、マスコミ的にはなかなか報道することが

できない部分があると思います。 

 そのようなグレーな部分を今なくすような支援を財団でしていますが、彼らがしっかり日本で働き生活

してくれることを私も願っていますし、そのように日本で働きたいと思う若者は日本的な雰囲気を読める

子も多いです。日本人以上に｢すみません、すみません｣ってすぐ謝るので、別に悪いことをしてない

時には、謝らなくていいよと話すことがあります。 

 日本に夢と希望を持って来日してくる若者の気持ちを大事にできる制度ができ、多文化の融合が図

られることを期待してますし、そのようになるように取り組んでいきます。 
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˲第２トーク˳ 

新井 信介 氏 
 （文明アナリスト） 

 

 

日本のルーツは何か 

 今回、白馬会議に誘って頂いた荒井英彦氏とお会いしたときの最初の会話は、荒井さんがご出身の

大町にある仁科神明宮についてでした。あれは小さな神社ですけれども国宝です。ほとんどの人が知

らない珍しい国宝なのです。伊勢神宮ができたときと同じつくりを続けているという珍しい神社がなぜ

大町にあるのかという話です。それから会話が弾み、縄文時代からの連続性で天皇ってどうやってで

きたのかという話になりましたが、まさにそれは私が柄にもなく２００４年からもう１４、５年続けている研究

テーマです。 

 安倍内閣になり戦前の化け物が復活し、いまだに教育勅語のことを言ったりしていますが、教育勅

語と関連して、皆さん御存知だと思うのですけれども皇祖皇宗という言葉があります。あの皇祖というの

は実は神武天皇のことを言い、皇宗というのは神武天皇から始まる大きな家という意味です。神武天

皇の血を何らかの形で引いているのが日本人だというのは、実は明治のときに伊藤博文の要請で那

珂通世という人がつくったもので、それ以来私たちには特別な血があるというふうに勝手に思っていま

す。ただ遺伝子学のほうに関して言うと、ホモサピエンスの遺伝子が今どんどん解明されていまして、

日本列島の人間にはＤ４というタイプの遺伝子が非常に多く、同じような遺伝子はチベットとインド洋に

浮かぶアンダマン諸島に残っています。日本の私たちの特性のことを考えると、縄文時代というのが四

方を海に囲まれていまして、その間に文字ではなくて声、音、直観での交流がうんと濃くなったのでは

ないか。これが日本の文化のベースだと思います。 

 そういう日本列島にいた縄文人たちに、大陸に生きて巨大な王権をつくった人たちがどうかかわって

きたのか。これをずっと追いかけています。これに関して日本人には何か特別な血があるのだ、それは

ＹＡＰ遺伝子で、場合によっては宇宙人の遺伝子だと言うような人があらわれたり、一方で日ユ同祖論

のことを言う人もいる。シュメールとかユダヤとかヘブライというのには、統治技術を持ったすごい人が

いたのは間違いない。それがいつか日本に入って来て今の私達をつくったのか。言うなれば、天孫族

というのは外来の統治者の人間で、それを受けとめていたのが縄文の心優しき人ではないか。 

 日本会議の人たちは神武天皇というのは紀元前の６６０年にいたと、戦前言われていたことをまだ言
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う。紀元前６６０年というと孔子様よりも古いのですが、そんなときに神武さんが九州から来て瀬戸内海

を渡って三輪山の近くの橿原で即位したと言うのですが、そんなはずはない。あの百田尚樹ですらもう

そうは言わなくなった。 

イノベーションを邪魔する勢力 

 先ほど第３セッションで鶴岡先生もおっしゃったとおり現場の人のほうが新しい技術を見つけます。そ

れに対して国の予算を使って上から金をつけるだけの人があらわれ、お金をくれるという大きなピラミッ

ドが出来上がります。その中であそこに金があるから取ろう、取ろうということになってしまっているのが

今の大企業の姿です。そんな大企業にイノベーションの力があるのかという話です。 

 一方、鶴岡先生が話された周りの組んだチームの人たちというのは全部中小企業で、特にお金を出

してくれと言ったわけでもない。明確な目標を示し、これできませんかと言ったら、その心意気に応えて

いる人がどんどんイノベーションをやってきた。目標を立てる人がぶれない心を持つ。そしたら、これに

応える人が日本にはまだまだいるということです。 

 それに対して日本のイノベーションを邪魔する勢力が存在します。１つは東大の理工学部出身者が

中心となってつくっている工学系のある財団シンクタンクです。ここが一般会計予算をどの技術につけ

るかを判定している。まともにいい技術があっても、そのグループの息のかかったところでなければお

金をあげないという邪魔をしてきます。こんなのがこの国にあるのです。 

 もうひとつが東大法学部出身者で固められた財務省と、そこと結託している司法です。私の母校、東

京外国語大学というのは日本の翻訳部門でして、いいものを世界中から見つけてきて翻訳します。 

東大はその翻訳した中から、ここに金をつけたら天皇の恩寵として金を与えられるんじゃないかという

技術を選んでくる。それがずっと続いています。 

そして東大には、いまだにとんでもないＯＢ組織のすごい影のネットワークがあります。どこですか。

ずばり言いましょう。東大の伝統的な体育クラブです。柔道、剣道、野球にボートです。このＯＢたちが、

財界、官界のみならず三公社五現業さらに、銀行にも全部入っているのです。しかも司法にまで行っ

ています。あいつのことがあるんなら守ってやってくれよとか、あれちょっと生意気だからいじめてやっ

てくれよということが、阿吽の呼吸でいまだに続いているのです。しかもそこのところにずっと立てなき

ゃいけないよねといって続いているのが、明治維新以来の名家です。その中に吉田茂の家があったり

するのです。ここが実は、日本の技術に上のほうで天井にふたをしているグループです。そこのところ

に入ると、皆さんまさに忖度するのです。ということで、私の話は終わりにします。 
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˲第３トーク˳ 

湯澤 三郎 氏  
（国際貿易投資研究所） 

 

 

 

 

トランプはスマホ漬けアメリカ社会の象徴？ 

 『世界経済評論』という雑誌を市川さんから３年前引き継ぎまして、そこそこやっております。今回の

テーマのイノベーションですが、イギリスの第一次産業革命ではその進行が数十年かかっている。今

の第四次産業革命、毎年というよりは３カ月あるいは毎月変わっているかもしれない。そういう大変な

時代に我々は生きていると思います。『世界経済評論』でも第四次産業革命とイノベーションに関する

論文とコラムを連載していますが、本日基調報告された鶴岡先生に第１回を書いていただきました。 

 そのイノベーションで一番私どもの日常で接するのがスマホです。アメリカはデジタル先進国ですか

ら、アメリカで起っていることがいずれ日本でも起きる。以前は１０年アメリカにおくれて日本に起きると

言っていましたけれども、もうその差は縮まっていると思います。アメリカで今スマホ漬けになっている

人たちの特徴ですが、まずは切れやすい。それから目立ちたがり屋。それから要求ばかりするデマン

ディング。４番目は、寂しがり屋の孤独。この４つの特徴で思い当たる方、皆さんの知っている方、毎日

出てくる方がいます。そうです。トランプさんです。 

 アメリカの社会は、トランプさんを筆頭にそういう社会に移行しているのではないかと思います。そし

てさらにその上に格差社会への非常な不満があります。その格差社会の不満という油が社会に振りま

かれたところに誰かが火をつけると、そういう人たちが仮想世界のつながりでなく、たちどころに現実の

世界でつながってしまう。トランプさんが火をつけて、わっと徒党を組むような世の中になってしまった

のがアメリカではないかなと思っています。 

 

人間はデジタルとアナログのバランスで成り立つ 

 このような社会にどのように適応するかという大きな課題があります。私どもの雑誌で野中郁次郎先

生、一橋大学の経営の大家ですが、巻頭言を書いてもらうのにインタビューに行ったことがあります。

野中先生が心配しておられるのは、日本の経営者はアメリカ流に数値、デジタルにシフトし過ぎだ、傾

斜し過ぎだとし、経営というのは、デジタルとアナログの両方がないと成り立たないはずで、デジタルに
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シフトし過ぎると経営は破綻すると言っておられました。野中先生は経営にはもっとアートが必要だと

言うわけです。アートというのは、言ってみれば人間らしさの発現だと思うのです。 

そう考えますと、アートのヒントは大自然とか大宇宙にあるのではないかとつらつらと思いつつありま

す。なぜかというと、端的に言うと人間というのはファジーだからアナログです。でもデジタルな部分も

確かにある。熊本の中小企業でジェムという会社は生体電子工学に基づいた肥料だとか農業を日本

の最先端で行っています。彼らが取り組んでいる生体電子工学では、人間というのはマイナスイオンと

プラスイオンとの微妙なバランスで成り立っている。そのバランスが崩れると、病気になる。細胞が活性

化しなくなる。だから、マイナスイオンを与えて、ケミカルで侵されプラスイオンが多くなった状態からマ

イナスイオンを増やしていくと、人間の細胞は活性化するというのです。人間はデジタルとアナログの

微妙な信号ですから、マイナスイオンとプラスイオンのバランス同様、人間もデジタルとアナログの微妙

なバランスで成り立っているわけです。 

 

「優しさ」の最先端にいる日本人 

 かつて私は外国のノーベル賞受賞者を京都から群馬まで電車で同行して御案内したことがあるので

すが、その学者は大自然と対話するツールは科学だと言うのです。大自然から私達は学んで科学をし

ていると言うのです。大自然というのは、我々が日常接しているその中にいるのですが、そのメカニズ

ムは全部デジタルで信号だと思うのです。だから、そのメカニズムを科学を通して学ぶのですが、我々

が目に触れるというのは科学や微妙なメカニズムではなくて、時に厳しくもありますが、その最大のメッ

セージはやはり優しさであり、癒してくれる自然なのです。そのメカニズムは微妙なものを隠しながらや

さしさを持っている。その優しさに、デジタルでストレスフルなどうしようもない、どうなるか心配ばかりの

世の中に向けてのヒントが潜んでいるのではないか。 

 本日の基調報告で菊澤先生それから鶴岡先生の話でも承ったのですが、これからどうするかというと

きに、私たちは子供から大人まで自然に触れるとすごく分かりやすい、優しさというメッセージを受け取

ると思うのです、例外なく。大自然の本質が優しさであるならば、これは人間らしさと言ってもいいし、

人間の価値判断の究極にあるものです。例えば何が正しいか突き詰めていくと、最後に突き当たる判

断は、私は優しいか,優しくないかという判断になると思っています。それが人間としての価値判断の究

極のものではないかと思うのです。 

 私たちの究極の解決、すなわち人間らしさを取り戻すためのヒントというのは、人間がいかに優しくな

れるかです。企業や政府もどれだけ人に優しくなれるかということだと思うのです。 

学校で道徳を導入していますが、これでは非常に難しい。たくさん書いてあっても子供はそんなこと

は知識としてしか勉強しませんから、頭に残らない。やさしく言わないといけない。シンプリシティという

のも自然のメッセージです。メカニズムは複雑でもわれわれへのメッセージは、誰にも分かりやすくシ

ンプルなものです。 

 私は海外経験を子供たちに伝えるというＮＰＯに属しておりまして、時々呼ばれて小学校から上は高
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校生までを相手に話すのですが、将来何になるかということより、どういう人になるのかということの方が

ひょっとしたらそれ以上に大事かもしれないと言っています。これに気がつかない人は幾ら偉くなって

も失敗する。新 将命先生、リーダー論の大家で、私どもの世界経済評論誌にも連載コラムを書いて

いただいています。先生が日本のJohnson & Johnson社の社長に就任されたときに、本社の社長に社

長として何が一番大事かと聞いたら、それは「極度の倫理観だ」だと言われたそうです。とてもシンプル

で分かりやすい。やはり私たちは単純にメッセージを受けとめて単純に受け継いでいかないといけな

いと思います。 

 子供たちに言っているのは、どういう人間になったらいいか。私の死ぬまでの課題なのですが、「さわ

やかで、優しく、逃げず、諦めない」、これができたら何でも成功するのではないかと言っています。稲

盛和夫さんは大宇宙の流れに乗ったら何でも成功すると言いますが、大宇宙の流れというのはやはり

最終的には優しさではないかと思います。そして日本人はその優しさを感じ取る最も敏感な感覚の持

ち主ではないかと思います。伝統文化も母なる自然の懐に生き、生かされる悦びに満ち溢れている。

あらためてその大自然、大宇宙の優しさをいかにデジタル漬けの世界に向けて言語化して行くかとい

うのが、日本人の課題であるし、世界に貢献する一番の賜物ではないかと思います。 

 禅は日本が大自然、大宇宙からのメッセージを如何に悟るかを伝えてゆく貴重な資産だと思うので

すが、鈴木大拙の本のフレーズに「悟りとは 悟らで悟る 悟りなり 悟る悟りは 夢の悟りぞ」というのが

あります。この意味が何なのか議論があるのですけれども、例えばこれを言語化するというのは今世界

に発信すべき日本人の務めかもしれないなと思っていますが、いかがでございましょうか。 
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˲第４トーク˳ 

児玉 直 氏  
 （データ・マックス）  

 

 

 

 

 

 

 

銀行業が成り立たない資本主義とは 

 福岡でデータ・マックスという企業情報の調査会社をスタートいたしまして、今、ＮＥＴＩＢという、特に

中小企業の経営の繁栄のために役に立つ情報を発信しています。それで白馬会議の市川さんとの知

り合う中で、ダボス会議を圧倒するような発信の役割を担わなくちゃいけないのかなと思ってやってま

いりました。きょう自宅を朝３時半。福岡空港からだと、この到着時間に間に合わないため、北九州空

港発で朝５時半の東京行きが１便ございまして、うちの奥さんに空港まで運転させ、そして６回乗り換

えて９時間半でやってきたわけです。 

 長野銀行の中條頭取がお見えになられていますが、東京から見たらおわかりないと思うのですが、

資本主義社会の中で銀行業というのが成り立たないなら、果たしてこれは資本主義なのかということを、

その根底から考えなくてはいけないのではないかと思います。 

 例えば、長崎県におかれましては４つ銀行があったのです。ところが、あそこは島がたくさんありまし

て、そこの人口が急減しているのであります。そういう中で、かつては第一地銀の十八銀行と親和銀行

がありました。それに第二地銀が２つあったわけなのですが、まず佐世保での憎しみ合いの闘いをや

っていた第二地銀の九州銀行と親和銀行が合併したわけです。そして、今度は福岡ファイナンシャル

グループという福銀を中心とした銀行のもとで、その十八銀行と親和銀行が合併してしまう。となります

と、長崎銀行という３，０００億円ぐらいの資金量の銀行が１つは残るわけなのです。長崎県では、銀行

が１つ成立してどうにか成り立つという時代なのです。それだけ長崎県というのは、多分あと４年したら

人口１００万を割ります。 

 

九州一周歩いて実感した人口減少危機 

 私は７５まで今の会社の社長をやろうと思いまして、あと４年と２カ月間何がやれるかと思いまして、九

州一周８６５キロを２２日間で歩いてみました。自慢話するんじゃないですが歩いてみて人口の減少と
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いう日本の現実がよくわかったということです。 

 まず、熊本の八代という町から水俣まで夜中歩いていたのです。２２日間。７月、８月は大変ですよ、

やはり夜中歩かないことには。国道３号線という九州の基幹道路、それから海岸線沿いを歩きました。

山の中ではないのにイノシシと３回会いました。タヌキと５回、ウサギと２回。あと何かわけのわからない

ものにも会いました。彼らは夜半にこそこそ歩いていますけれども、恐らくあと１０年したら昼間も堂々と

出てくるんじゃないでしょうか。 

 それから皆さん、驚くことがありました。車を置いて２日間歩いていって車を持って帰るわけですが、

水俣の駅前に行きましたら有料駐車場がないのですよ。駅前ですよ。要するに、駅前でも有料駐車場

という業種がもう成り立たなくなっているということなのです。必要と思って車を預けようとした場所で、

有料駐車場のない駅が４つありました。それだけの人口減になったという証です。 

 それから私は宮崎県の出身でございまして、山の中ではございません。日豊本線、国道１０号線を含

めまして、表通りです。私が小学校を卒業した時の六年生は８８人いました。今は隣近所の小学校を３

つ合併したのですが、なんと全学年で６２人しかいないそうです。そして今度の６年生が２０人卒業する。

今度入ってくる１年生というのは１０人ぐらいしかいないんじゃないか。ということは、差し引き４２人プラ

ス１０人で５２人となります。 

 福岡は人口がふえていると言いますが、これは若い人たちが福岡に移ってくるからです。ところがもう

この４～５年先を考えて見ますと、そういう流入してくるような若者がいなくなります。一方、東京では結

婚しても子供がつくれない。私のところの息子の話なのですが、結婚して東日本橋に住んでいました

が、３年しても子供ができない。それで福岡に戻ってきて、家を１つ世話したのですけれども、子供が２

人できたということで喜ばれました。 

 東京では若い人が流入しても子供がつくれない。人口は頭打ちにならざるを得ない。今日、3 人の

先生のお話を聞きましたが、この辺の議論はぽっかり抜けていたような気がします。といってこれで日

本がくたばるわけにはいかんじゃないですか。ダボス会議を超える白馬会議があるわけですから、そ

れぞれ皆様方の得意分野で力を合わせて世界に貢献できないかと、こういう気持ちを持ちましてぜひ

来年も参加させていただきたいなと思っております。 
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第１スピーチ 
戸所 隆 氏 （高崎経済大学名誉教授） 

 

 

大丈夫か？自治体のイノベーション  

   ―自治体シンクタンクへの期待― 
 

何故、今、自治体シンクタンクなのか 

 私は根っからの大学人であります。30 年間、京都の立命館大学地理学教室におり、22 年前に故郷

の高崎経済大学から地域政策学部という新しい学部を創設するため招聘され、Ｕターン移動していま

す。専門分野はまちづくりや都市計画の理論構築などをする都市地理学で、その応用として実際のま

ちづくりにも関わってきました．そのため、自治体の方たちともこの約 50 年間、様々な形で関係してき

ましたが、2000 年以降、新しい自治体シンクタンクである上越市創造行政研究所の所長や草津市未

来研究所の顧問・相談役をしてきております。また、全国に50 ほどの自治体シンクタンクがありますが、

それら年一回集まって意見交換をする自治体シンクタンク会議代表を発足以来務めています。 

 財政力と人材強化による分権社会を構築することを目標とした平成の大合併は、多様な地域から成

る広域合併で自立・自律発展型の自治体形成を求められました。そのためには集権型から分権型に

転換する地域政策が必要であり、地域多様性を生かした都市内分権社会の構築や自力更生型地域

づくりをしながら、域外市場産業と域内市場産業の育成・バランスを図ることが求められ、自治体の自

治能力向上と政策官庁化が必要となるわけです。自治体シンクタンクは、従前の中央集権型地域政

策から地方分権一括法制定以降の地方分権型地域政策を可能とする自治体体制を整えるために

2000年以降に設置されるようになりました。 

 しかし現実は、自治体の憲法とも言うべき総合計画、あるいは重要政策をみずから立案・策定できな

い自治体が多い。また、地域政策形成の基本に基づいて、さまざまなスケールで地域を評価し、地域

の問題発見をし、問題の核心を見出してそれを解決するための課題設定を行い、政策立案・執行へと

推進できる人材が少ない。 

自治体職員の多くは地域の実態を的確に把握するツールを身につけていません。現実には多くの

自治体職員が目先の業務に追われ、中長期的な思考や広域的視点を十分に持たないで行政を行っ

ています。私は地域政策形成に関して学生を指導する時、まず当該地域の現実、実態把握をさせま

す。また、その地域のあるべき姿、理想的な地域像を仮説として考えさせます。この理想と現実のギャ

ップからその地域の問題を発見し、地域政策形成の基本に基づいて問題解決を図る訓練を行ってい
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ますが、そうした訓練を受けていないばかりか、それを必要と認識しない職員が多くいます。そうした状

況を改善して政策官庁化を目指す動きが、地方分権一括法の制定された2000年以降、出てきました。

その動きの一つとして、地域に根差した研究を行い、政策形成に貢献する組織が自治体シンクタンク

です。上越市創造行政研究所は2000 年に市役所内部組織の一つとして創設された自治体シンクタ

ンクの第一号といえます。 

自治体シンクタンクの多くは首長主導で設置されており、定形型業務でない非定型の、理事者など

に参考となる政策立案が本来の業務といえます。基本的には中長期、広域的視点で地域ビジョンを

作成し、その実現へのアドバイスをする必要があります。しかし、役所内でその役割を正しく理解され

ず、よろず相談所のように思う職員が多いのも現実です。これまでの地方行政は目先の業務、短期、

狭域、自分のエリアに主眼を置いてきましたが、中長期、広域の視点が求められます。大学の基礎研

究や応用研究に対して、現場に即した開発研究を行うということになります。 

 

問われる自治体職員の資質 

 以上のような使命を持つ自治体シンクタンクの職員に求められる資質ですが、上意下達の受動的行

動に慣れて能動的行動のできない人は適しません。頭脳明噺・弁舌爽やかな職員は多くおられます。

しかし、自分から問題を発見し問題解決にいそしみ、考察結果を的確に文章化できる人はあまりいま

せん。その結果、超有名大学出身者の職員であっても自治体シンクタンクへの異動が地獄と化す場

合が結構あります。全国的にこうした現実があることを見るにつけ、自律的に政策立案のできる職員を

増加させない限り、自治体の変革、イノベーションは惹起しないと考えるわけです。 

 地域の行政課題に関する基本的な知識と技法を修得して、庁内業務全般を見渡し、地方自治を展

望し、地域社会を俯瞰的に眺めてあるべき姿を見出す能力、また現場から物事の本質をつかむ力量

が、自治体のイノベーションに求められています。しかし、現実には自らの頭で考えずに上からの命令

に従うだけの職員が多い。これを打破するために自治体シンクタンクがあると私は思っています。地域

に即した政策立案のできる職員には、自然現象と人文現象が複雑に絡み合って惹起する地域現象を

的確に捉える文理融合的視点・能力も必要となります。地域特性をきちっと捉え、それを系統的に分

析する能力です。 

 昨日、一昨日と私が代表を務める全国自治体シンクタンク会議が宇都宮でありました。この会議は役

所内で自分達の存在を理解してもらえない全国の自治体シンクタンクに所属する人々の要望で7 年

前に発足しました。愚痴も言え、他方で切磋琢磨して自治体シンクタンクの存在意義を確認すると共

に自治体シンクタンク職員のモチベーション、新たな文化創造力を高めることを目的に行っています。

会議での意見交換をすることで、現状打破を目指す意欲が湧いたという参加者が多く、ここに自治体

シンクタンク会議の存在意義があると思います。 

 こうした意識変革は、自治体シンクタンクの職員だけでなく、自治体全職員に必要です。私のような

研究者の立場で自治体での施策づくりを見ると、市民にどこから攻められても批判されないものしか出
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せないという意識が余りにも強い。そのため、多くのシーズが摘まれてしまい、前例踏襲や改革不能に

なります。首長のリーダーシップで職員の意識改革を進めると共に、市民の自治意識も高める必要が

あります。 

 それから、政策研究には職位にとらわれない議論が必要です。私は大学では教授であろうと大学院

生あろうと議論は平等な立場、水平的なネットワークで行ってきました。自治体の研究所でも政策研究

に係わる議論は所長でも部長でも平研究員でも内容勝負で議論しようと言ってきました。それは研究

所内ではうまくいきますが、他部局との中ではなかなか難しいものがあります。また、学会活動や白馬

会議のようなところへ出ての議論や異質な雰囲気を味わうことがやはり自治体を変革するには必要で

すが、今それがなかなか難しくなっている。 

 

自治体イノベーションの先駆けとして 

 自治体シンクタンクの最大の問題は国の政策補助金や外部の知見、調査結果に自治体が振り回さ

れて、地域に根差した問題発見、問題解決に基づく独自の政策形成は排除されやすいことです。地

域に根ざした良い案を出しても、国の政策で補助金が出るとなると、国の政策にシフトしてしまい、結

果はうまくいかないというのが多くあります。 

 また、市長選挙や知事選の際に現職の対抗馬にとって自治体シンクタンクは、税金の無駄遣いだと

して廃止公約にしやすい。税務課とか市民課は批判があっても潰せませんが、自治体シンクタンクは

たとえ潰してもすぐに影響は出て来ません。さらに地域第一主義や市民ファーストというのは目先優先

となり、中長期的に考える自治体シンクタンクの存在は無駄になります。その結果、政策立案能力に

欠ける自治体職員が増加することになります。基礎的学力、知識に欠如し、起承転結のある長文が書

けない。あるいはアイデア倒れに終わり体系化できず、視野も狭い職員の増加です。 

以上はＩＴ社会の弊害という点もありますが、大学教育にも大きな問題があります。学問体系軽視の

実利やスキル先行の教育に傾倒し、卒論などの長文研究というものを学部生に書かせるところは非常

に少なくなってきています。あるいは学長権限の強化で、目先の成果主義に傾斜して、大学でも上意

下達が横行し、現場の教授の意見が通らなくなってきている。学生たちもアイデアをぽんぽん出します

が、体系化した基礎学力不足から説得性のあるまとまったものにはなりません。それは大学院生にな

っても同じ状況です。 

 いずれにせよ地方自治体は政策立案能力の機能を強化しない限り、イノベーションは惹起せず、地

方分権も地方創生も成就しないと私は思っています。そういう面で自治体シンクタンクをその先駆けと

して、この流れは強化していきたいと思っています。しかし、その役割や機能、効能はなかなか理解さ

れません。ここにお集まりの方たちには是非、自治体シンクタンクの必要性をご理解いただき、ご協力

ご支援していただければと思います。 
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第２スピーチ 
松田 学 氏 （松田政策研究所代表） 

 
 

おかねのイノベーションと未来社会 
 

 

電脳空間が生む人間革命 

『サイバーセキュリティと仮想通貨が日本を救う』という本を出しました。この中で私のような、文化系

人間が現在ものすごい勢いで進展している科学技術、とりわけ情報技術に接して何を考えているかに

ついていろんなことを書いていますが、そのほんの一端だけでも御紹介できればと思います。 

先ず｢人間（生体）革命｣ということです。私はトフラーの「第三の波」に続く「第四の波」と名付けてい

ますが、人間の体の中にはもう既にいろんなデバイス、端末が入ってきています。これまで人類は何ら

かの中間機能を介して外界と接し、中間機能を巨大システムにまで発展させながらも、人間みずから

は進化しなかったわけです。これからは電脳空間と一体化しながら人間自体が進化していく時代にな

る。そうなると常にいろんなネットにつながった存在になるわけですから、電脳空間の信頼性と安全性

がますます強く問われてくることになる。我々にとっては目に見えないバーチャルな世界がどんどん広

がり不確実性が増大しているということにどう対処するかが大問題になります。 

昨年ラスベガスで開催されたブラックハットというイベントに参加しました。これは世界中のハッカー

が集まって、ハッキングという犯罪能力を競い合うというものですが、その会場でトランプが大統領に当

選したときの選挙で米国のある州で実際に使われた電子投票箱を改ざんするというコンテストに出くわ

しました。見事に改ざんされていまして、インターネット投票なんてまだとてもできないということがよくわ

かるのですが、連邦政府の関係者が出てきまして、｢ハッカーの皆さん、どうぞ政府機関を予告なしに

攻撃してください｣と言うわけです。これは恐らく攻撃を受けた経験が政府のシステムを強靭にするのと、

腕のいいハッカーをホワイトハッカーとしてリクルートすることの両方を兼ねたメッセージだと思います。

社会システムの強靭性は試行錯誤と層の厚さがもたらすとされますが、実はサイバーセキュリティの分

野は技術的対応のみではイタチごっこでキリがなく、社会システムとして捉える必要があるというのは

国際的にもコンセンサスになっていて、私のような文科系人間にも広い視野からの政策提言が求めら

れているという次第です。実際に、サイバーインシデントの多くは人的要因によるもので、人間や組織

の行動や思考に影響を与える社会的、制度的あるいは経済的な面から国家全体の課題として政策を

考えていく必要があります。 



７２ 

 

 

 

暗号通貨とブロックチェーン革命 

さて仮想通貨ですが、「仮想」という言い方は法定通貨以外ということになるのですが、要するに電

子的にインターネットで送付ができる支払い手段です。法定通貨を仮想通貨で出す動きもありますし、

国際的には「暗号通貨」、Cryptocurrencyと言われていますので、この言い方が適当だと思います。た

だし、各国政府当局の間では、これは通貨ではないとして「暗号資産」というのが正式な言い方になっ

ています。Ｇ２０のような場では、中央銀行がコントロールしない通貨は認められないということで、何と

か規制で潰してやれというような議論が大勢のようです。ただ、実態としては次々と新しい暗号通貨が

世界で現われ、イノベーションが進んでいる分野です。日本は２０１７年にいち早く仮想通貨のインフラ

を導入した規制の先進国でありまして、来年（２０１９年）のＧ２０は日本が議長ということもあって、国際

的な共通の規制をつくろうという動きが日本主導で出てくるのではないでしょうか。 

インターネットでお金を送ると、二重使用、三重使用ができてしまうので、そうではなくて参加者が検

証し合って、これは確かにＡさんからＢさんにお金を送られたのだということを確定させるというのがブ

ロックチェーンです。これでようやくインターネットでお金が送れるようになった。ただ、現在は仮想通貨

の基盤として知られているブロックチェーンが実は、これからの社会の仕組みを大きく変えていくことか

らインターネット革命の次はブロックチェーン革命と呼ばれています。 

従来の中央集権システムは必ず管理者がいて、その管理者を信頼して、例えばお金なんかも銀行

という中央集権組織を信頼して成り立っている。ブロックチェーンではそれがなく、分散型でお互いに

確認し合って、P to P になっており、国家や組織への信頼ではなく技術への信頼で成り立っています。

こういうブロックチェーンというものを社会にあちこち実装していきますと、恐らくいろんな意味で中央集

権的な管理を中心とした今までの社会システムが根本的に変わるのではないかということも、これから

の未来社会の基本として考えなければいけないと思っています。 

 暗号通貨には安全性、利便性、信頼性、信用という４つ課題がありますが、この４つめの信用というと

ころで言いますと、私が東大で一緒にやっている研究者が、ブロックチェーンを超えたクリプトキャッシ

ュというものを既に開発しています。これは個別のいろいろな価値をバックにした多様な暗号通貨を安

全な形で出していけるというもので、既に実用化の段階に入っています。 

 

暗号通貨が財政イノベーションの鍵になる 

これに関連して私の本来の専門分野でもあります国家財政について申し上げますと、統合政府とい

う概念があります。これは政府と中央銀行(日銀)のバランスシートを連結させて政府を捉えるものです

が、それでみてみますと、異次元の金融緩和で日銀が４５０兆円も保有することになった国債は政府と

日銀との間で債権債務が相殺されてチャラになっており、国債が日銀の資産に積み上がった分だけ

日銀の負債側には日銀当座預金に積み上がっています。日銀当座預金というのは返済不要なお金
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なので、返済が必要な公的債務が返済不要なお金になるというマジックのような話になっています。私

が今考えているのは、日銀が持っている国債を満期が来たら永久国債に乗りかえていって、しばらく

持ってもらって、そのうえで日銀が持っている永久国債を償還する形で政府が暗号通貨を発行する。

このオペレーションを民間の要求に応じて行い、日銀から市中銀行を通じて民間が持つ預金を対価

に民間に販売する。こうして市中に出していくという方法です。こうすると市中マネーは全体としてふえ

ないわけです。つまり、預金を引き落として暗号通貨を買うというわけですから、インフレになるわけで

もないし、民間の求めに応じて出すので財政規律が損なわれるわけでもありません。 

 そのときに重要なのは、この暗号通貨の中にスマートコントラクトを入れて、納税であるとか、あるいは

社会保障関係の支払いであるとかがワンストップでできるようにする仕組みを入れ込むことです。これ

は政府暗号通貨だからできることで、トークンエコノミーという次なる経済の基盤形成につながります。

いずれにしても、今は仮想通貨として使われているブロックチェーンを社会のさまざまな分野や仕組み

に実装していくことで、未来の社会インフラになっていくことになります。 

 

ＡＩ資本家層と並立する協働型コモンズ 

次にＡＩ、人工知能についてです。人工知能でよく雇用が失われると言いますが、自然人、法人に

続いて、もう一つ人工知能に人格が与えられてＡＩ人（アイ人）が登場するとも言われています。つまり、

ＡＩ人には人格として権利と納税義務を与え、ＡＩに働かせて納税させ、それで人間は遊んで暮らせる

という発想です。私はそうではなく、やはりＡＩは資産だと捉えるべきだと思います。ＡＩが資産だとすれ

ば、これを持った自然人や法人はＡＩの力で指数関数的に生産性を高めることになります。問題は、そ

の結果、社会全体として生産性の急激な上昇に見合った購買力が圧倒的に不足することになることで

す。ＡＩ革命で産業社会からあふれ出てしまった人々に、どうやって購買力を付与するかが大きな課題

になります。そこで、ベーシックインカムという国民全体を対象とした所得保障政策が取り沙汰されるこ

とになりますが、私としてはこの問題をもっと大きな構図で捉えるべきだと考えます。すなわちＡＩ資産

家層がリードする資本主義競争経済と産業社会の外側に形成されてくる巨大な社会的集団としての

協働型コモンズが並立し、車の両輪となっていく新しい社会の到来です。資本主義のお金とは異なる

論理で発行できる多種多様な暗号通貨が、そういった次の社会をつくる重要な基盤になるのではない

かという提案をしております。 

 

暗号通貨が資本主義をパラダイムシフトする 

ここで資本主義社会の将来について考えてみたいと思います。先ずはそもそもお金とは何ぞやとい

うことですが、異次元緩和で日本銀行がお札を刷りまくっているというのは大うそでして、日銀当座預

金が積み上がっているだけなのです。お金をつくっているのは市中銀行でして、市中銀行がお金を貸

せる相手の口座に電子的にお金を振り込んでお金は生まれている。つまり、今のお金というのは、利

益を上げて金利をつけて返済できる先にしか生まれない。これがまさに資本主義のお金です。これに
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対していろいろな価値をバックにしたお金が発行できるようになれば、市場では評価されなかったさま

ざまな価値に対して、経済的裏づけが与えられてくるようになるだろうということで、資本主義と違うもう

一つのパラダイムの社会が見えて来ます。 

この１つの例として「ボンド・ボンド構想」というものを今、提唱しています。２つのボンド（bond）という

のは英語で、絆という意味と、債券（債権）という意味を重ねたものです。例えば介護はこれから国の

財政ではいちばん負担が増えていく分野なのですが、この分野は介護士資格がなくてもできる家事

手伝いなどいろんな仕事で忙殺されているという実態があります。そこにボランティアの方をつけます

と、介護サービスの供給力が飛躍的に拡大します。そのボランティアの方にはポイントを与える。その

ポイントはずっとためておいて、自分が何十年か先に介護を受けるときに介護サービス債権として使え

る、ボランティアの方に渡して、かつて自分が提供したボランティア労働をもって自らへの介護を支え

てくれるようにする。そうすると、今までボランティアには経済的な評価も裏付けもなかったのですが、

そこにちゃんとした経済的価値が生まれ、しかもそのポイントは流通ができるということになっていくわ

けです。市場経済では無だったものが、社会的な価値評価を通じて無から有が生まれる。 

 いずれにしても、何が生まれるか予知できないのがイノベーションの本質でありまして、特に情報技

術の進展が社会を大きくパライダイムシフトさせています。特に暗号通貨については米国や中国で極

めて先端的な試みがどんどん具体化されております。この動きについては別の機会に紹介させて頂

ければと思います。ぜひ皆さんにもこの新しい社会の大変革ということについて、考え方を共有させて

いただきたいと思っておりますので、どうぞよろしくお願い申し上げます。 
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第３スピーチ 

亀井 淳史 氏 （テクノバ 代表取締役社長） 
  

イノベーションのチャンス 
 

 

今後いろんな技術があふれ出てくる 

 昨日鶴岡先生のほうから自動走行や電動化は来ないだろうというようなお話がありましたが、私は今

後１０年ぐらいの間で自動走行や電動化にかかわるような技術は、大きなブレークスルーがいろいろ

出てくるだろうというふうに考えております。もちろん電動化や自動走行というのが本当に出てくるかど

うかは残念ながら断言できません。今我々が言えるのは、ならない可能性もあるけれども、なる可能性

もあるということです。あらゆるチャンスを生かしてよりよい未来の実現を考えていくのが私どもシンクタ

ンクの役割だろうと考えておりますので、ちょっとポジティブなお話をします。 

例えば電気自動車なんかが徐々に増えていくということになると、今はプラグで充電をしていますが

非常に面倒くさいということで、非接触の給電の技術というのもかなり進んでおります。こうなると、車を

とめておけば、勝手に充電をされるということで既に国際規格はほぼ決まりつつあります。これにより電

動自転車ですとか電動バイク、それからペッパー君みたいなロボットなんかも自動で自分で充電する

というようなことになってくるだろうと思います。 

 更に電気自動車が走行中に非接触で充電できるようになれば、一旦道路に乗ればエンドレスで充

電することを忘れて走ることができるんじゃないかということで、私どももＮＥＸＣＯ総研さんと実際に高

速道路でこういうことは可能なのかという検討をしております。さらに道路の知能化ということはフランス

のほうで実験が始まっていると聞いております。太陽電池を道路に引きつめるのですが、今は発電量

がまだまだ小さいので、夜間の照明に使うぐらいですが、実際にワットウェイというような形で路面に敷

くタイルの研究だとかが大真面目に進んでいるということです。 

 それからロンドンで実験が始まったのですが、道路のほうがもっとインテリジェント化されていって、Ｌ

ＥＤが入っているのですが歩行者の量だとか車の量等々で横断歩道の大きさが変わったり、小学生の

通学路や通学時間帯になると、歩道がずっと大きくなってみんなが渡りやすくなるとか、状況に応じて

停止線の位置が変わる等々の情報表示もトライされています。 

 次に有人ドローンではドローンタクシーの話があります。タクシーのような大きなものがいきなり地面

に降りて来られても迷惑だなとは思ったのですが、ビルの屋上から隣のビルの屋上へ移動するとか、
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自分のオフィスからそのまま屋上に出ていってダイレクトに主要駅や空港の間をタクシーに乗っていく

というような使われ方なら、短距離でありながら有効な移動手段として、これが実用化されれば大きな

マーケットにもなるだろうなと感じています。 

このような電動化の動きは、車に留まることなく航空機の分野にも広がっております。言わば空のプリウ

スみたいなものですけれどもエアバスがハイブリッド式の電動化航空機の開発を進めていますし、完

全な電動化で垂直離発着ができるような研究も進んでいます。 

 それから自動走行は実は車よりも早く実用化されるかなと思っているのが、船、船舶です。遠隔でリ

モート操船できるようになれば、乗組員の居住スペースを減らしてその分１５％ぐらい荷物をふやすこ

とができるということで、非常にコストカットにもなり実用化が割と近いかなというふうに言われています。 

更にリニア新幹線が２０２７年にできると、ちょっとこれは夢っぽいかもしれませんけれども、ロケット発

射のカタパルト推進にも使えるようで、時速６００ｋｍぐらい出ると、一段ロケットが要らなくなるという動き

もあります。申し上げたいのは今後１０年ぐらいで非常にいろんな技術があふれて出てくる時代だとい

うことです。日本は人口オーナスの時代だと言われていますが、逆に言うとテクノロジーボーナスの時

代じゃないかなと非常に期待を持っています。 

 先般インド政府の関係の方がちょっと訪ねてこられて、「ＥＶや自動走行の車が走っているよな３０年

後、４０年後の新しい都市を考えなければいけないのだが、そういった都市づくりってどうしたらいいの

か、誰に聞いたら教えてくれますか」というお尋ねがありました。私は「すみません、全然知見がないで

す」とお答えをしてしまったのですが、彼らに新しい技術を使って自分たちの世界をどんどんつくり変

えていこうという熱い意識と思いを感じました。そういえば日本も６０年代、７０年代というのはそういうよ

うな時代でした。 

 

ローカルなソリューションをグローバルに 

 ここまで先端的なお話をしましたが、実は本当にやるべきことというのは、もっといっぱい身近なところ

にもあるだろうなというふうにも思っています。例えばポートランドのトラムですが車椅子の人が簡単に

乗り込めるような形になっています。また同じく路線バスですが車椅子の人が介護者なしでバス停から

乗って来るのはくごく当たり前で、ほかの乗客も何の抵抗感もなく一緒になって乗っています。日本で

すと、路線バスに乗っていて車椅子の人が乗ってくるというのは、ほとんど皆さん経験されたことがない

んじゃないかと思いますが、諸外国ではこれを日常茶飯事でやれているということです。先日イーグル

バスの社長さんに、どうして日本ではできないのかということをお聞きしますと、路面との段差が日本で

はなかなか解消してもらえないとか、バスの構造も若干違うのだということも言われていましたが、アメリ

カで当たり前にできていて日本でできない理由って余りないのではと思っています。 

 これもここへ来るときの切符ですが、年間に３，０００万人とか外国人旅行者を日本に招き入れている

のですが、この切符は外国人が見てほとんど使えない切符でございます。どこ行きの何号車にどういう

ふうに乗ればいいのかが全然わからないのです。外国人旅行者にはとても不親切なもので、どこがお
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もてなしなのかなと思ってしまいます。既に外国ではスマホで切符が買える形になっているのですけれ

ども、日本ではいまだペーパーベースのもので、しかも読めないのが出てくる。こんな簡単なことはや

ればいいのですけれどもそれができないというのは、日本の何かイノベーションの中の大きな１つの問

題じゃないかなと思っています。 

 イノベーションにはまだいろんな可能性があります。例えばローカルなところでの解決策をグローバ

ルに展開するという意識も大変おもしろいと思っています。いくつか事例を挙ますと、ストックホルムで

はバキュームのごみ回収とリサイクルの仕組みが、本来は自分たちのローカルなところの解決策だっ

たのですが、うまくいったということでこれを全世界に展開しようとしています。スペインの企業でも同じ

ような動きが始まっています。エストニアは人口１３０万ぐらいの国でございますので、自分たちの行政

を電子政府という形でつくったものがうまくいったということで海外に同じような仕組みを展開しようとし

ています。 

 アトランタ市でも自分たち作った行政データベースのＯＳをいろんな同じような規模の都市でみんな

で使おうではないかというような呼びかけをしており、一方、メルボルン市も同じようなことも言っておる

ので、将来、都市データベースのＯＳ化というのが国際標準化されていくんじゃないかなというふうにも

思っております。また、エーテボリ市ですが、ボルボと一緒に人口５０万とか６０万ぐらいの都市サイズ

の中で自動走行するような車を普及させるようなパッケージをつくって、中国や諸外国のどこに持って

いったらいいのかというような議論もしていると聞きました。 

 ローカルなソリューションがグローバルになっていくという、こういった視点も新しいイノベーションの

中で非常に重要かなというふうに思っております。 
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第４スピーチ 

武者 陵司 氏 （武者リサーチ代表）  
 

 

何故、楽観論が正しいのか 
 

 

株式市場が経済の風景を変える 

今回はたくさん悲観的なお話がありましたが、私は非常に楽観的です。どのぐらい楽観的かと言うと、

あと１５年ぐらいで日経平均が１０万円になる。そうすると、株価が４倍ですから、これはもう大変な巨額

な財産形成ができる。今株式市場の時価総額が六百数十兆円ですけれども、日経平均が１０万円に

なりますと、株式時価総額は３，０００兆円近くとなります。したがいまして、これまで心配されてきた日

本の財政赤字１，２００兆円も簡単に吸収できてしまう。先ほど松田さんがおっしゃっていました、政府

の crypto currency の発行ということでも可能かもしれませんが、この潜在的な株価上昇ということがも

たらすとてつもない威力を忘れてはいけない。 

 実は過去３０年間逆のことが起ったわけです。日本の株価が世界でひとり負けをしたおかげで日本

の風景が、がらっと変わったのです。そういった意味ではちょっと株屋の意見にも耳を傾けていただい

て、株式市場が経済の風景を変えていくのだということも、ちょっと考えていただければと思います。 

 近代日本の株価推移の中で昭和の後半（１９49 年～１９89 年）の４０年間に日経平均がどのぐらい上

昇したかと言いますと、約４００倍です。これが昭和の最も繁栄した日本の株価上昇で年率１６％でし

た。 

さて平成になって、いよいよ来年３０年目。株価はどうなったかということなのですが、平成の出発点が

３万円でいまだに３万円に行っていない。つまり４０年、４００倍の後、３０年で横ばいにもなっていない。

これはまた極めて異常なことなのです。なぜなら、日本以外の全ての国の株価は、ここ３０年で年率8

～１０％ぐらい上がっています。日本だけが横ばい、ひとり負け。バブルのピーク、日経平均は３万円

代です。そのときのニューヨークのダウ工業株平均が2500ドルですから、ダウ×１０倍が日経平均だっ

たのです。今はニューヨークのダウと日経平均は同じです。つまりここ３０年間で、日本の株価レベルと

いうのはアメリカの１０分の１になってしまったのです。 

 これからどうなるか。来年新しい天皇が即位されて、新元号がスタートするわけですが、これが一体ど
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のぐらいのペースで成長するかです。世界平均の１０％で成長しますと、１５年間で４倍になります。つ

まり、２万５，０００円ぐらいから出発した日経平均株価は、１５年後、具体的には２０３３年から２０３４年

には、１０万円になるというのは恐らく適切な想定だと思います。我々の退職金運用において現金だと

か預金だとか国債ではなくて株を買っておかないと大変なことになる。これが私の切実な問題に対す

る提案です。 

 

『｢ＮＯ｣と言える日本』の教訓 

 さて、年率１０％の株価上昇、それが可能なのか。それは一体どのような条件のもとで起こり得るのだ

ろうかということをちょっと考えてみたいと思うのですが、私はやはり最も重要な要素は企業の稼ぐ力だ

と思うのです。先ず確かなロジックにおいて将来を予見できるのは、価値をつくり出すメカニズム、ある

いはビジネスモデル、これが一体どのようなものであるか。どれほどの健全性があり、持続性があるかと

いうことの分析です。その結果として株価だとか金利、市場価格が変化し、実体経済が動く。そして最

後には政治あるいは社会体制、地政学、こういったものがついてくる。したがって、あらゆる分析の起

点には、やはり企業における価値創造、これが一体どれほど健全であるのかということの分析が非常

に大事だと思うのですが、日経平均が１０万円になると想定している最大の根拠は、ここのところに非

常に大きなポジティブな変化が日本においてあらわれているということなのです。 

 法人企業統計による経常利益率をふり返ると、１９５０年代から２０１０年ぐらいまでのほぼ６０年間、大

体２％～４％のレンジで推移してきました。それがここのところ大きく上昇して、２０１８年４～６月では７．

７％と、著しく高まっています。つまり、企業の稼ぐ力は物すごく強くなっている。これが健全であるのか、

あるいは持続性があるのかということですが、私はこれは極めて健全であり持続性があると思っており

ます。健全でなく持続性がなかった企業収益はいつだったか。それは１９９０年です。この年に戦後の

繁栄はピーク迎えました。あのとき確かに経済は好調、企業はもうかった。しかしこれは健全でもなく持

続性もなかったと今から振り返るとはっきり言えます。なぜ健全でなかったのか、なぜ持続性がなかっ

たのか。私は２つのはっきりとした理由があると思います。 

 １つは、バブルによる利益です。これは持続性もないし健全でもない。それからもう１つ。これはやや

わかりやすくジャーナリスティックに言ってしまえば、アメリカが９０年の利益の源泉だったことです。と

いうのは、その当時日本の産業をリードしたのは、電気だとか自動車だとか精密だとか機械といういわ

ばハイテク製造業ですが、この技術はほとんど全て非常に太っ腹なアメリカが公開した技術を日本が

導入したり、コピーしたものでした。例えば昨日の鶴岡報告で出ましたＩＢＭ３７０というのは、当時の最

先端ハイテクでしたが、それを投じ生産していたのは米国以外では唯一日本だけでした。日立、富士

通が IBM コンパティブルマシーンを作っていましたが、。それは日本に対して特恵的に特許を公開し

たからです。つまり、日本はアメリカからの技術トランスファーにおいて非常に優遇を受けた。これに加

えて、当時非常に安い為替を使って日本企業は有利なビジネスをアメリカ市場で展開できました。日

本企業の収益の圧倒的な部分は、日本でもヨーロッパでもなくて、アメリカの市場で稼がれたものでし
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た。つまり、１９９０年の日本の企業の繁栄の最も重要な要素はアメリカによる技術のトランスファーとア

メリカ市場での販売でした。 

 さて、このようなアメリカという要素が持続性があり健全性があるのかということなのです。これはＹＥＳ

＆ＮＯの問題ですね。アメリカがオーケーと言えば健全だし持続性がある。アメリカがＮＯと言ったら終

わりです。さて、アメリカは何と言ったかというと、ＮＯと言ったわけです。１９89 年、『「ＮＯ」と言える日

本』という本を石原慎太郎氏が盛田昭夫氏と共著で書いたのですが、実はＮＯと言ったのは日本では

なくてアメリカだったのです。なぜＮＯと言ったか。それは冷戦が終わって、経済的に著しく台頭し、ア

メリカの産業基盤を切り崩した日本に対してアメリカが非常に大きな脅威を持っていたからです。そこ

でアメリカが日本をたたいた。著しい円高になった。日本のコスト優位は失われた。となると、９０年の日

本の企業収益は、これは健全性もなく持続性もなかった。したがって、当然のことながらその後の株価

暴落と経済停滞により日本の国際社会におけるプレゼンスは著しく低下した。これは今から振り返ると

当たり前だったと言えます。しかし３０年前当時、我々の先輩は当たり前だとは到底思えなかったと思

います。 

 

世界最先端を行く日本の企業収益力 

 さて問いは、今の空前の水準にまで上昇した企業収益にが持続性があるのか、あるいは健全なのか。

一体その背景に何があるのだろうという分析です。私は端的に言いまして、一旦アメリカによって否定

された戦後の日本のビジネスモデル、価値創造のメカニズム、これが全く別の形で再構築されたという

ことに対して、もっと強い評価を与えるべきだと考えております。それは圧倒的な技術、品質優位という

ことであります。１９９０年の世界半導体市場における日本のシェアは５割ありました。つまり日本は圧

倒的なハイテクの支配者だったのです。ところが、今やもう１０％もありません。つまり著しく日本のプレ

ゼンスは低下したわけですが、これはあらゆる産業分野において言えることです。 

では、このような形で一旦失われた日本の価値創造の仕組みが、今なぜこれほどの利益上昇という

ことをもたらすように変わってきたのかということですが、日本の企業の言ってみれば技術と品質による

差別化戦略が非常に功を奏しているからだと思います。インターネットのプラットフォーマーは米国企

業の独壇場ですし、そのターミナルであるスマートフォンではサムスン、アップル、ファーウェイのなど、

米・韓・中・台湾メーカーが生産供給し、日本企業の影も形もありません。日本はその下請けになって

しまってプレゼンスを大きく低下させているという議論が出ておりますが、私の答えは逆です。日本の

ハードウェアのニッチの技術があるがゆえに、韓国や中国や台湾の企業がデジタルの中枢の分野を

占めることができている。世界で北東アジアだけがスマートフォンなどのハイテク機器が生産できる産

地なのです。ヨーロッパでもアメリカでも、ラテンアメリカ、アフリカ、どこでもスマートフォンはできません。

ハイテクの生産集積は北東アジア以外にはどこにもないのです。なぜか、その最も重要な原因は、ス

マートフォンの重要なさまざまな要素技術が、全て日本から韓国、中国、台湾等に提供されているから

です。半導体あるいはスマホ本体そのものは日本のプレゼンスは大きく低下をしていますが、それを
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支える基盤技術、周辺技術、ここでは日本の存在感は圧倒的です。 

 それからさらに重要なことは、日本企業のグローバライゼーションです。今日本企業は大きくグロー

バル化し海外でもうかっています。その日本企業の海外における収益パターンはほかの国と全く違い

ます。経常収支の内訳を主要国で比較してみると、日本以外の国の経常収支の黒字は、その大半が

貿易黒字です。しかし日本だけは1 次所得収支なのです。1 次所得収支というのは、貿易と違って、

海外において物をつくり、雇用をし、その結果もたらされる利益です。つまり日本のグローバライゼー

ションというのは、ほかの国よりも一歩、二歩先を進んでいるのです。ヨーロッパ企業でもアメリカの企

業でも、これほどまでにグローバル化が進んでいる企業はありません。このように日本はハイテク、ニッ

チの技術、品質優位と、グローバライゼーションによる収益構造という２つの点において世界の最先端

を行っているのです。 

 グローバルプロフィットセンターの確立と、それから品質を技術に特化したオンリーワン戦略で、高い

収益を維持する。このグローバライゼーションにおけるビジネスモデルが、なぜ日本で可能になったの

か。端的に言うとアメリカにたたかれた平成の３０年間、超円高と厳しい貿易摩擦に対応した結果なの

です。つまり、今世界で保護主義化が進展し、貿易摩擦が起き、そして通貨戦争も起こるかもしれない

という局面で、最も対応力があるのが日本なのです。これが日本の冒頭に申し上げた７．７％という史

上最高の利益水準の背景にある事実なのです。ということを、皆さんは知っているでしょうか、日本のメ

ディアは伝えているでしょうか。アナリストはそれをちゃんと分析しているでしょうか。していません。つま

り、今起こっていることの極めて重要な変化を、まだ多くの人々は鈍感にも感じていない、あるいは無

視している。しかしこれが多くの人々に共有されるとなれば、市場における評価は変わってきます。 

 

新天皇の時代に壮大な資金シフトを起こせ 

今皆さんの退職金運用はほとんど預金だと思います。利息はゼロです。株を買えば配当だけで２％

ある。そして１５年間で株価が４倍になれば、これはもう、とてつもなく大きなリターンが株式投資から得

られます。というような変化は、新しい天皇が即位された１５年の間に十分に起こり得る。つまり預金か

ら株式への壮大な資金シフトが起こり、それがさらに株価を押し上げる需給要因になります。 

アメリカと日本の資産配分を比較すると、両国とも家計の資産配分のうち大体３割は年金、保険の

掛け金です。これは自分が自由になるお金ではありません。したがって、この自由にならない３割を除

いた残りの７割を１００として、一体どのような構成になっているかを日米で比較してみますと、驚くべき

違いがわかります。日本は残りの７割のほぼ７割が現預金で株投信が２割です。アメリカは、残りの７割

の７割が株投信。現預金は２割未満です。つまりアメリカ人の貯蓄というのは、株を買うことです。日本

人の貯蓄というのは預金をすることです。貯蓄によって得られるリターンの利息はゼロです。これが日

本の１つの大きな問題です。つまり非常に潤沢な家計の金融資産が預金という形で退蔵されて、富を

もたらす循環に入っていかない。したがって、日本は世界最大の貯蓄余剰国なのにそのお金が使わ

れていないから経済全体が停滞するということが起こっています。 
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 以上の如く、平成の時代というのはとてつもなく大きな将来への遺産をつくった時代、新しいビジネ

スモデルをつくった時代でした。そしてそれが花開くとすれば、新しい天皇の時代には非常に大きな

資産価格の上昇、そして国民所得の増加ということもあり得るのだというのが私の楽観論です。 
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【会議総括】 
 

  小島 明 氏 （政策研究大学院大学理事） 

 

偽りの夜明けが続いた３０年間 
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∂╙⇔╕∆⁹ 

 ≤™℮≤⁸ ⅜ ≢ ╩ ╘√≤↓╤≢∆⁹∕─ ⁸ √∫√



８４ 

 

╠⁸ ⌐│╦∏⅛ ←╠™∞∫√ ─ ⅜ ≤⌂╡⁸∕
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悲観主義ばかりで危機感はなし 

 ⁸↓─ ≢⁸ ─ ─ ≤™℮─│ ╡ ╕╣╕∑╪≢⇔√⁹ ╕╣√

─│₈ ₉≢∆⁹ ≤™℮─│⁸ ─ ╦∫∟╚∫√╪∞⅜ ─∑™∂╚⌂™

≤™℮↓≤≢⁸ ─ꜞ☻◒╩≤╢↓≤╩ ╙ ╙╛∫≡↓⌂⅛∫√╪∂╚⌂™⅛⁹

│╛╢═⅝↓≤╙╛╠⌂™ ⌐⌂╡ ≢∆⁹↓╣≤│ ⌐ │⁸ ╒≥

↕╪⅜ ╩ ╖ ⇔♪ꜝ▬Ⱪ⌐⌂╢≤⅔∫⇔╚∫√⁹╕↕⌐∕℮™℮↓≤≢№╡╕∆⁹

⅜↓─ ≢ ↑√─│ ≢∆⁹ ⅜⌂™≤™℮─│⁸ ∆╢⌐ ╩

∆╢ ⌂ ⅜ ≢№∫√≤™℮↓≤≢∆⁹ 

⅜ⱴ◒ꜝⱩכ꜡≤℮╞∟│  ╕╣√≤⅝≢⁸ ╛ ⁸ ◄Ⱡꜟ◑כ─ ⌐

≈™≡ ⇔ ╘√⁹™╦╝╢ ─ ≢ ⌂◘☻♥▫♫ⱦꜞ♥▫ ⅜ ≡⅝√ ∂

╚⌂™⅛≤ ⱴ◒ꜝⱩ⅜ₐכ꜡⁹∆╕™ ─ ₑ≤™℮ ╩ ⇔≡⁸∕─ ⌐

⅜№∫≡⌐╦⅛⌐ ↕╣√⁹╕∞ │ ⇔≡™╕∆⁹ 

 ⌐│ ⅜ ╦╡╕⇔√⁹ ⌐│⁸ ─ ⅜№╡╕⇔

√⅜⁸ ⇔√ ≢№╢ ⱨ◊כ♪⅜ ⁸ ↕╣╕⇔√⁹↓─ ⁸╛│

╡ ≈─ ─ ─ ≤⇔≡⁸ ─⧵⁹√⅝≡⇔♪כꜞ⅜ │╖╪⌂●♁ꜞ

fi╩ ∫√◄fi☺fi≢∆⁹≤↓╤⅜ ≢◄fi☺fi⅜⌂™ ⅜ ∆╢⁹ │ ─

≢ ⁸ ⇔≡™╢ ─ ⁸ ⅜ ╩ ⅎ≡⌂↑╣┌⌂╠⌂ↄ⌂╢⁹≈╕╡●♁ꜞfi

│∞╘∞≤™℮ ⅜ ↕╣╕∆⁹ ⌐│●♁ꜞfi ⌂⇔⌐∆╢≤™℮╟℮⌂

⅜ ╕╣≡™╕∆⁹ ⁸ⱨꜝfi☻╙ ╕≢⌐●♁ꜞfi ♀꜡╩ ⇔ ╘√⁹ 

 ∕╣⅛╠╙℮∟╞∫≤↕⅛─╓∫≡ ≢∆⅜⁸↓╣│ ≢№╡╕∆⁹∕℮™
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℮ ╣─ ≢⁸ ⅜ ⇔≡™╢ ╩ ≠↑ ∆≤™℮─⅜ ⌂─⅛⌂≤ ™╕∆⁹ 

 ─ ↕╪⅛╠ ⁸☿◐ꜙꜞ♥▫─ ╩ ™⁸ ⌐ ⇔™ ↕╪⅛╠│ ⌐

⇔√ ⁸Ⱶꜞ♃ꜞכ☿◐ꜙꜞ♥▫─ ╩ ⅝╕⇔√⁹ ≤╙☿◐ꜙꜞ♥▫≢∆⅜

ↄ ℮☿◐ꜙꜞ♥▫─ ╩↕╣╕⇔≡ ⇔≡™╢╦↑≢∆⅜⁸╛│╡ ≤™℮╙─

⅜ ⌐ ╩ ⅛∆ ⅝⌂♪ꜝ▬Ᵽכ⌐⌂∫√≤™℮ ∂⅜⇔╕∆⁹ 

 ∕╣⅛╠ ─ ⅜ ╒≥ ╕⇔√⁹◒ꜝ◦♇◒☻≤™℮─│ ▬♃ꜞ▪ ≢│◒ꜝ◦◌

≤™™⁸ ≤™℮ ⅛╠ ╕∫√╠⇔™⁹ ⅜ ⌐ ⇔√≤⅝⌐ ⅜ ↕╣╢≤

™℮ ⅜↓─◒ꜝ◦♇◒☻─ ∞≤ ╦╣≡™╕∆⁹ ⅜ ⌐ ╦╣√≤⅝╛

─ ⅜ ⌐ ∫√≤⅝∕─ ⌐⌂╢─⅜ ⁸◒ꜝ◦♇◒☻─ ⌂ ∞∕℮≢

∆⁹ ⅎ┌ ⌐ ⇔≡│⁸ ≤™℮ ⅜№╡╕∆⁹ ≢│ ─ ™╛≈⅜ ⌐

∫≡ ∞≤™℮↓≤≢≤≥╕∫≡™╕∆⁹↓╣╩ ═≡╖╕∆≤ ≤ │ ⅜ ™≤™℮

↓≤∞⅜⁸ ⅝⌂ ╩ ╤℮≤⇔√≤⅝ ─╟℮⌂ ⅜ ™≡ √─≢⁸ ╩ ⇔

≡ ≤ ⅜≤╙⌐ ╩ↄ╖ ⇔⁸ ⌐ ╩ ╘ ⅝⌂ ╩ ╡ ∫√⁹⅔ ™⌐ ⇔√≤

™℮─⅜⁸↓─ ─ ─ⱷ♇☿כ☺⌂№ ─≢∆⁹ 

 

ドラッカーが残した日本人への忠告 

⁸◌ꜞⱨ◊ꜟ♬▪⌐♪ꜝ♇◌כ↕╪╩ ⌡╕⇔√⁹∕╣ ⁸ ⅛►ⱴ⅜ ∫≡

∏∫≤≈⅝ ™⅜ ™√─≢∆⅜⁸ ≈⅛─ ⅜№╡╕⇔√⁹ ⅛╠ ←╠™ ⌐ │

─ ╩ ™≡ ≢ ↕╣╕⇔√⁹ │ ⁸ ≢ ⅝ →≡™╢⁹ ⅜⌂

⅛⌂⅛ ≈⅛╠∏⁸ │▬◑ꜞ☻≢ ⇔╟℮≤⇔√⅜ ∞╘≢⁸▪ⱷꜞ◌⌐ ⇔√⁹

∕─ │ ─↕⌂⅛─▪ⱷꜞ◌≢ ↕╣√⁹∕╣│a ─ ╦╡ ≤e™℮♫♅☼ⱶה

╩ ⇔√ ╪↕כ◌♇ꜝ♪⁹√⇔≢ ≢│Ɫ►♠כ ─ ╖√™⌂

╩ ⅎ╢╟℮≢∆⅜⁸ │ ╩ ∆╢ ⌂ ∞≤ ™╕∆⁹ │ ⌐ ⅜↑

≢ ≈─ ─ ─√╘⌐ ∫√⁹↓─ │ ⁸ ─↓╤⅛╠™╤™╤ ⇔≡⁸

≥╪≥╪ ⇔≡™╢♫♅─ⱥ♇♩ꜝכ╛◕♇Ɑꜟ☻⌐╙ ╙▬fi♃ⱦꜙכ⇔≡

─ ╩ ™⁸∕─ │ ⇔⌂⅜╠∕─╕╕▬◑ꜞ☻⌐ ⇔√⁹ 

│כ◌♇ꜝ♪  ╙◒ꜞ☻♅ꜗ♬♥▫╙ ╙╖╪⌂ ─♫♅☼ⱶ⌐│ ≡⌂

™⅜⁸ ╩ ⇔√ ─ ─√╘⌐♫♅☼ⱶ│ ∆╢╪∞≤™℮꜡☺♇◒≢ ⇔

≡™╢⁹↓╣⅜ ─ ⅜ ™√ ⌐ ™ ≢⁸™╕∞⌐ ─ ≢ ≤

⇔≡ ╕╣≡™╕∆⁹ 

 ↓─ ⅜ ↕╣√≤⅝⌐ ⇔√ ⅜►▫fi☻♩fiכꜗ♅∞╕⁸≢ꜟ♅כꜗ♅ה♅ꜟ│

⌐⌂∫≡™╕∑╪≢⇔√⅜⁸∆← ⌐⌂∫≡♫♅☼ⱶ≤─ ™⌐ ♅כꜗ♅⁹√⇔╕╡

ꜟ│ ⌐⌂∫≡⅛╠ ⌐ ⁸↓╣│ ─ ⁸ ─ ≤⇔≡ ⌐⇔⌂↕

™⇔╤≤ ∫≡ⱪ꜠♀fi♩╩⇔√∕℮≢∆⁹ 
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│╪↕כ◌♇ꜝ♪─⧵  ↄ⅛╠ ⌐ ∆╢ ╩ ⌐ ↄ ∫≡™╕⇔√⁹ ⅜▬◑ꜞ

☻⌐ ∫√≤⅝√╕√╕⁸ ─ ╩ ≡ ⇔√⁹↓─ ⇔™ ╩≈ↄ╢ │

∞≤ ∫√⁹◗♇ⱱ╛∕─ ─ ─╟℮⌐ ╡√ↄ∫√╙─≢⌂ↄ≡⁸ ⅜№╢ ≢ ™

≢↕∫≤ ╩ ™√⁸ ╖√™⌂╙─⌐ ╘≡ ⇔√⁹∕╣≢ ⇔≡ ═√╠┌⁸

⅜Ɽ♇꜡כꜜ ⌐ ∫≡ ↄ≥℮⇔╟℮╙⌂ↄ⌂∫≡™╢≤⅝⌐⁸ ─ ≤™℮─

⅜№∫√⁹№─ │ ∞⁹№╣∞↑▪▬♦fi♥▫♥▫╩ ╦∏ ≢ ⌂

╩⇔√─│∆┌╠⇔™⁹ │∕─≤⅝⅛╠⁸ │ ⌐⅔↑╢ ─ ─ ≈

∞≤™℮↓≤╩∏∫≤ ∫≡™╕⇔√⁹∕╣⅛╠ ⌐ ╩ ∟ ↑≡⁸ ⅜ ⌐⌂∫

√ ╙ ─ ─ ⌐≈™≡ ⌐╪↕כ◌♇ꜝ♪⁹√⇔╕⇔ ⌐№∫√─│ ⅜

←╠™⌐⌂∫√≤⅝≢⇔√⁹ │ⱣⱩꜟ⅜│∂↑≡⇔╞╓╪≤⇔√≤⅝≢∆⁹∕─ ─

⅛╠─ⱷ♇☿⁸│☺כ │╙℮ ⇔ ╩ ∫≡™™╪∂╚⌂™─⅛⁹ │ ─Ᵽ

Ⱪꜟ─≤⅝⌐│⁸ ⌐ ╩ ⇔≡⁸ ╟╡ ⅝™ ╩ ≡ ╪≢™√⁹№╣│

≢№╢⁹⇔⅛⇔ │⁸ ⌐╖∏⅛╠╩ ⇔≡ ↕ↄ ≡™╢⁹∕℮∂╚⌂™⁹ │№─

≢№╣⁸ ≢№╣⁸ ◦ꜛ♇◒≢№╣⁸∕╣⅛╠♬◒♁fi◦ꜛ♇◒─ ⁸№╣

∞↑ ╩ ╡ ⅎ√∂╚⌂™⅛≤™℮↓≤╩╙℮ ™ ⇔≡╖√╠™™⁹∕℮⇔√╠

∏≤ ⅜ ╕╣╢│∏∞⁹ ⅜ ╢═⅝ │⁸ ╠⌐ ⅝ →√ ≢№∫≡⁸╖∏⅛╠

─ ╩ ╢↓≤≢№╢⁹∕℮™℮┤℮⌐⌂╣┌⁸ ─ ╛ ≤™℮╙─╩

∆╢↓≤⅜≢⅝╢╪∂╚⌂™⅛⁹ │ ⅜⌂↕ ⅞╢⁸ ≢∆≤™℮╟℮⌂↓≤╩ ∫

≡™╕⇔√⁹ 

 

Ｄへの挑戦 

 ⁸ ⅛™╤™╤≤⁸↓─ ╩╛╢≤╖╪⌂ ≢ ╕╢ ⌐ ╪≢ↄ╢╟℮

⌂ ∂⅜⇔╕∆⁹♄▬Ᵽ⁸▫♥◦כ↓╣│ ─ ⌐╙ ╘╠╣╢╙─≢∆⁹∕╣

⅛╠ ♦⸗◓ꜝⱨ▫─ ≢∆⌡⁹Depopulation⁸ ≢∆⁹ ↕╪─ ─ │ debt

≢№╡ deficit ≢∆⌡⁹∕╣⅛╠ ≢ ℮≤ deflation ⁹∕╣⅛╠▬ⱡⱬכ◦ꜛfi⌐ ⇔≡│

disruptive innovation ⁸disruption ≤™℮─⅜ ╦╣≡™╕∆⁹∟╚╪≤∕╣⌐ ⇔⌂™≤

ↄ↓╣╕≢─ ⅜ ⇔≡⇔╕℮⁹∕╣⅛╠ ─ │ disparity ≢№╡⁸ ─

─ │ digitalization ≢∆⌡⁹∕─√╘⌐│ deregulation ╙ ≢∆⇔⁸∕℮≢⌂™≤

│ ⌐ ⁸default ⅜ ↓╢≤⁹╖╪⌂ ⅜№╡╕⇔≡⁸↓╣╩ ≤⅛⇔⌂ↄ∟╚

™↑⌂™⁹ │ democratic deficit ─ⱳⱧꜙꜞ☼ⱶ─ ≢⁸democracy╙ ↕╣≡™╕

∆⁹∕╣⅛╠ │  defense ─ ╙╖╪⌂ ≢∆⌡⁹↓╣│╖╪⌂ difficult ⌂

≢∆⅜♅ꜗ꜠fi☺∆╢ ⅜№╢╪∂╚⌂™⅛≤™℮ ∂⅜⇔╕∆⁹ 

⌐ ה ☻ꜞ◑▬℮™≥ⱶ▪ꜞ▫►ה ⅜ ™√ ⅜№╡╕∆⁹↓╣│

─ ─↕⌂⅛⌐⁸ ↄ⌂╠╣√ ─ ↕╪⌐ ╘╠╣√╙─≢∆⅜⁸

https://ejje.weblio.jp/content/debt
https://ejje.weblio.jp/content/debt
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∕─ ⅛Ⱡ♇♩≢ ═√╠꞉◦fi♩fi─ ≢Ⱪ▬◌כ▪─ ≡⅝╕⇔√⁹

≤™℮≤ ⌐⅔™≡♪▬♠─ ⅜ ⌐ ⇔≡⅔╡╕⇔≡⁸ ┌⌐⅔™≡

⌐♪▬♠│▬◑ꜞ☻╩ ™ ∆╟℮⌂ ⌐⌂∫≡⅝√⁹∕─≤⅝─▬◑ꜞ☻─ │⁸∟

╞℮≥ ─ ⌐ ∆╢▪ⱷꜞ◌≤ ≡™╕⇔≡⁸↓╣│♪▬♠─╛╡ ⅜⅔⅛⇔™⁹

₁─ ℮™≥╢№≢▪▼fiⱨ▪⁹╢№≢כⱪ꜠▬Ᵽכ♅╙⅛⇔⁹╢™≡⇔╩⌡╕─ ⅜

▬◑ꜞ☻≢ ⇔√⁹∕─ ▬◑ꜞ☻ │ ⌐♪▬♠⅛╠─ ⌐ ⇔≡

╩ ∆╢ made in Germany ≤™℮ꜝⱬꜟ╩ ╣≤™℮ ╩ ⇔╕⇔√⁹∕╣⅜

₈made in ≤⅛₉≤™℮ ─ ╘∞∕℮≢∆⅜⁸ ⌂─│⁸↓─ ≥℮⌂∫√⅛⁹╗

⇔╤ made in Germany ─ꜝⱬꜟ╩ ≡╖╪⌂ ╪≢ ∫√╪≢∆⌡⁹ ∆╢⌐↓─ ≢⁸

≢ ⇔≡™√▬◑ꜞ☻⅜⁸♪▬♠⌐ ↕╣ ╘√≤™℮↓≤∞∫√∕℮≢∆⁹ 

 ╛│╡⁸ ─ ╩ ∂╚⌂ↄ╕√ ⌂ ≢╙⌂ↄ⁸ ⌐⇔∫⅛╡ ╘╢⁸

∆╢≤™℮↓≤⅜™⅛⌐ ≢№╢⅛≤™℮↓≤≢∆⁹ ─▪ⱷꜞ◌│⁸ │∞

╘∞⁸ ∞⁸꜠ⱬꜟהⱪ꜠▬fi◓הⱨ▫כꜟ♪ ⌂ ─ ⅜№╡╕⇔√⁹∕

─≤⅝⌐⁸ ₁│ ™╪∞⁸∕╣⅜ ⅜ ⌂™─│ ⅜ ™⅛╠∞≤ ∫≡⁸▪ⱷꜞ◌─

ⱦ☺Ⱡ☻ⱴfi│ ─ ⌐ ⌂™≢꞉◦fi♩fi⌐ ∫≡ ╩√⅝≈↑≡ ⌐ ╪∞╦

↑≢∆⁹ №─ ≢ ╩ ╘≡⁸ ≤─ ⅜ ╕∫≡™√≤™℮↓≤≢∆⅜⁸

∕╣⅛╠ ⌐⌂∫≡ │ⱣⱩꜟ╩ ≡ ⌐⌂∫√⁹∕⇔≡ │∕─ ≢♦ⱨ꜠≤

⌐⌂∫≡⅝√╦↑≢∆⁹╛│╡ ─ ╣─ ≢⁸ ╩⇔∫⅛╡ ╘╢≤™℮↓≤⅜

╩∆═⅝⅛─ ≢№∫≡⁸╛│╡ ─ ╩ ╢√╘⌐ ╠⌂ ╩╙℮ ╘

∆≤™℮ ⅜ ≢│⌂™⅛⁹ 

 

言葉の力 

 ⌐⅔↑╢▬ⱡⱬכ◦ꜛfi─ ⌐≈™≡™╤™╤ ↕╣╕⇔√⁹ ─ │⁸

∕─╙─⅜ ╩ ╗≤™℮╟╡╙⁸∕╣╩™⅛⌐⇔≡ ℮⅛⅜ ≢∆⁹ ─╟℮

⌂ ─ ⌐≈™≡│⁸enabling technology ⁸∕╣╩™⅛⌐⇔≡ ∆╢⅛≢ ⅜

╕╣╢╦↑≢∆⁹ ∕─╙─⅛╠│ ⅜ ╕╣⌂™⁹ │ ◦ꜛ♇◒─ ⁸

⌂≥ ─ ╩ ⇔√─≢∆⅜⁸∕╣╩ ⇔⌂⅛∫√⁹ ─ ≤

™℮╟℮⌂ ╙№╢⅛╙⇔╣╕∑╪⅜⁸™╤╪⌂≤↓╤≢ ─ ⅜ ╕╣√⅜⁸∕╣╩

⇔ ⌂⅛∫√≤™℮─│╛│╡ ≢∆⁹ ╩ ∆╢√╘⌐│ ─ ╛

│≥℮№╢═⅝⅛⁸∕╣╩ →╢╙─│ ⅛≤™℮↓≤╩ ⅎ⌂ↄ≡│⌂╠⌂™⁹ 

 ∕─ ≢ │ ⌐⌂╢⅜ ⌂ │ ⌐⌂╡╕∆⁹ ⅎ┌ deregulation ≤™℮

─│⁸ ⅜ ─ ─ ─ ≢₈ ₉≤™℮ ⌂ ⌐⌂∫≡™╕∆⁹ ─

≢│₈ ₉≢∆⁹ ⌐ ⅜ ℮─≢∆⁹ ─ deregulation ≤™℮─│ ⅜

≢№∫≡⁸™╤™╤ ™√╠⅛╦™∕℮∞⅛╠⅔ ↓╓⇔≢ ∆╢⁹⇔⅛⇔ ─
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deregulation │ ⅜⌂™─⅜ ≢⁸ ⅛ ╛ ─╟℮⌐ ⅜ ⌂≤↓╤╩

⌐ ∆╢≤™℮╙─≢∆⁹╛│╡ │ ⌐⌂╢≤™℮↓≤⅜ ⌐ ≢│⌂™⅛

≤ ∂╕⇔√⁹ 

 ⁸ ─☻Ⱨכ◌כ─ ₁⌐ ⇔╕∆⁹ ⌂ ╣╩⅛╖⇔╘≡⁸ ⅜ ⌐⌂╢

⅛╦⅛╡╕∑╪⅜⁸ ─ ⌐ ⅛∫≡ ↕╪≤≤╙⌐ ╪≢╖√™≤ ™╕∆⁹ 
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◎白馬会議運営委員会アドバイザリーボード◎ 

 

白馬会議の企画運営組織である「白馬会議運営委員会」の諮問機関として、下記

のメンバーによる「白馬会議アドバイザリーボード」が形成されています。  
（アイウエオ順） 

 

新将命（国際ビジネスブレイン社長）   

荒井英彦（長野龍馬会代表）  

上田清司（埼玉県知事）  

馬田啓一（杏林大学名誉教授）  

岡本悳也（熊本学園大学名誉教授）  

小島明（政策研究大学院大学理事）  

佐々木祥二（長野県議会議員）  

田中素香（東北大学名誉教授）  

津守滋（東洋英和女学院大学名誉教授） 

戸所隆（高崎経済大学名誉教授） 

中條功（長野銀行頭取）  

平尾勇（地域経営プラチナ研究所代表）  

平田潤（桜美林大学大学院教授） 

牧野義司（メディアオフィス「時代刺激人」代表） 

水本正俊（長野県経営者協会専務理事）  

武者陵司（武者リサーチ代表）  

村田博文（『財界』主幹） 

湯澤三郎（『世界経済評論』編集発行人） 
  

市川周（白馬会議運営委員会事務局代表）  

 

◎連絡先◎ 

  〒２０６－００３１ 

   東京都多摩市豊ヶ丘５－３－５－２０１ 

   白馬会議運営委員会事務局 

   ＴＥＬ： ０９０－３６９４－５０４２   

ＦＡＸ： ０４２－３７３－１７９７ 

   Ｅ－ｍａｉｌ： ichi@gb3.so-net.ne.jp 

   白馬会議公式サイト：http://www.hakubakaigi.com/ 

mailto:ichi@gb3.so-net.ne.jp
http://www.hakubakaigi.com/

